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グローバルサウス発展の経路多様性パラダイム 
 
⻄村 英俊 武蔵野⼤学特任教授 武蔵野国際総合研究所（MIGA）所⻑/   

東アジアアセアン経済研究センター最⾼顧問 
前⽥ 充浩 武蔵野⼤学客員教授 

１．問題の所在（経路多様性の考え⽅） 

今⽇の国際社会における各種議論の動向を特徴づける注⽬すべき現象に、グローバルサ
ウス（Global South: GS：なおここでは発展途上国の概念をグローバルサウスと呼ぶ。）諸国
の台頭がある 。２０世紀末から急激な経済成⻑に成功した GS 諸国は、その経済的存在感
を背景に、政治的にも国際社会において強い発⾔⼒を⾏使し始めている。少数の限られた先
進国によって構築された２０世紀までの国際レジームは終焉を迎えている。国際社会が２
１世紀第２四半世紀以降における有効なグローバル・ガバナンスを発揮する新たな国際レ
ジームを構築するためには、GS諸国の主張する国際社会に対する⾒⽅の深い理解を通じて、
GS 諸国の台頭の歴史的な意義を正確に理解する必要がある。 

思い起こせば、近代の国際社会においては、その数⼗年間に⼀度、その態様が⼤きく変わ
る際には、爾後の国際社会の基本的な構造を⽰すマニフェストが発表され、そのマニフェス
トに則って爾後の国際社会の構築が進められることが常である。1989 年には、それまで 40
年間維持された東⻄冷戦という構造が崩壊することが理解され、新規に「⻄側の」発展途上
国に参⼊することになる移⾏経済圏諸国の発展戦略を中⼼に爾後の国際社会の構造を⽰し
たワシントン・コンセンサスが発表された。これは、市場経済メカニズムを思想上の柱とす
る⻄側が東⻄冷戦に勝利したことから、全⾯的に市場メカニズムを礼賛する新⾃由主義が
強く打ち出されたものと⾔える。 
勿論、全⾯的な市場メカニズムの礼賛、新⾃由主義については、その有効性について根本

的な疑義の余地をなしとはしない。それを今⽇もなお堅持しようとすれば、多くの深刻な問
題を⽣みかねない。しかしながらワシントン・コンセンサスについては、東⻄冷戦が終結し、
⼤量の旧計画経済圏諸国が移⾏経済圏諸国として発展途上国のカテゴリーに参⼊するとい
う歴史的な⼤変化を⽬前に控えた状況において、爾後、当⾯の国際社会の構造を⽰すという
効果を発揮したことは正当に評価すべきであると考える。それが⻑期的には深刻な問題の
原因になったとしても、そもそもワシントン・コンセンサスは、超⻑期間に及ぶ万能の処⽅
箋としてまとめられたものではなく、それらの問題の多くは射程外のものなのである。 

今⽇進んでいるグローバルサウス諸国の全⾯的な台頭という動きは、1980 年代末の東⻄
冷戦の終結と⽐しても決して⾒劣りのしない、近代⽂明史上の⼤きな動きであると捉える
ことが出来る。このため、ワシントン・コンセンサスの例を踏まえるならば、今⽇の国際社
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会には、グローバルサウス諸国の全⾯的な台頭により⾒込まれる今後の国際社会の激変の
⽅向性を適切に⾒通し、爾後の国際社会の基本的な構造を⽰すマニフェストの策定が求め
られるものであると⾔える。 
武蔵野⼤学国際総合研究所（MIGA）は、このような問題意識の下、２０２４年度にグロ

ーバルサウス研究会（MIGA―Global South Research Caucus） を発⾜させ、⽇本のみなら
ず世界の叡智を結集してこの課題に取り組んだ。ここに、研究会の参加者によって共有され
た結論を記す。 

（１） 新たな国際社会の発展思想の構築を⽬指すグローバルサウス 

GS 諸国の国際社会に対するスタンスについて、増⼤した国⼒相応の権益を先進国に認め
させたいという即物的な利益追求を超えて、これまでの国際レジームを規定してきた先進
国の発展思想の正当性に疑義を呈し、GS⾃らの意⾒も反映した発展思想に基づく新たな国
際レジームを GS 諸国は連帯して追求しているのではないか、と私達は考えている。 

第２次世界⼤戦後における主要な国際レジームの構築において主導的な役割を果たした
国家は少数の先進国に限られ、GS 諸国は国連システムを通じて主として南北問題のコンテ
クストで対応する以外に独⾃のチャネルを持たなかった。例えば、国際⾦融に関する代表的
な国際レジームであるブレトン・ウッズ体制は、会議（連合国通貨⾦融会議（1944 年 7 ⽉））
そのものには今⽇の GS を含む多くの諸国が出席したものの、会議を実質的にリードしたの
は⽶国であった。即ち、GS 諸国が国⼒を増⼤させ始めた 20 世紀終盤の時点では、既に主
要な国際レジームは他者によって構築され、運営されていた。 

この旧来の国際レジームは、GS が近年増⼤させた国⼒に⾒合う待遇を保証しない。この
ため、国際社会において、GS は連帯して、現⾏の国際レジームの中でその改善を求め、⾃
らの国⼒に相応する権益を要求している、という考え⽅は⼀定の説得⼒がある。この場合、
GS の連帯の根拠は「増⼤した国⼒に⾒合う権益の獲得」であり、⼈類の歴史における思想
上の新たな貢献にはいたらないことになる。現下、台頭する GS の連帯を「思想なき圧⼒団
体」と揶揄する向きは、このような考え⽅を反映している。 
しかしながら、今⽇の GS 諸国の主張を具体的な国益の利権の問題だけと捉えることは適切
ではなく、それを通底する、国際社会のガバナンス⽅法に関する新しい思想を追求している
と考えるべきである。GS 諸国は、経済的・政治的台頭を⼤きく進めると同時に epistemic
な台頭も進めている。 

特定の国際レジームは特定の思想に⽴脚して構築される。特定の思想の影響を受けず、普
遍的に、いつ、どのような態様の国際社会においても中⽴的に有効であるような国際レジー
ムは存在しない。第２次世界⼤戦後に、⾃由貿易を推進する多くの国際レジームが構築され
た。これらの国際レジームは、⾃由貿易の推進に⾼い価値を置く国々が主導することによっ
て構築された。また１９８９年には、東⻄冷戦後の移⾏経済圏諸国を含む発展途上国の発展
戦略の⽅向性を⽰したワシントン・コンセンサスが発表された。これは、当時世界を席巻し
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た新⾃由主義という市場メカニズムに極めて⾼い信頼を置く特定の思想に基づいている。 
これらの事実を踏まえると、今⽇の GS 諸国の主張は、特定の国際レジームによって導き
出される利権のあり⽅を問題にしているように⾒える中で、実はその深層では、それらの国
際レジームが⽴脚している特定の思想そのものの今⽇における正当性を問うているのでは
ないかとも考えられる。 

（２） 経路多様性のめざすグローバルコモンターゲット 

GS 諸国の発展思想を反映した新たな国際レジームの構築を考える際、特定の思想が国際
レジームを構築するという 20 世紀的発想では、先進国の思想と GS の思想のどちらかを選
ぶといった新たな対⽴を引き起こしてしまう。私達は、その２０世紀的発想とは⼀線を画し、
どの特定の思想がヘゲモニーを取るべきかということではなく、まずは、先進諸国、GS 諸
国の分断なく、国際社会を構成する全ての諸国によって共有されている、世界全体の⽬標
（これを私達は、グローバル・コモン・ターゲットと呼ぶ。）のコンセンサスを形成した上
で、それに到達するための経路に関する多様性を認め、各国に適した⽅途を世界の発展の観
点から総合的に⽀援、協⼒し合うという考え⽅を確⽴することであると考えるに⾄った。こ
の多系性の考え⽅を私達は、経路多様性（Path Diversity）と呼ぶ。 

グローバル・コモン・ターゲットは新しい概念ではない。今⽇の地球社会において、先進
諸国と GS 諸国双⽅の全ての諸国によって共有されている共通の⽬標（グローバル・コモ
ン・ターゲット）は既に存在する。典型的には、SDGｓに記載された 17の⽬標、地球温暖
化対策における温室効果ガス削減、ＷＴＯ設⽴等に象徴される⾃由貿易の推進等である。⼀
部の短絡的な議論では、GS 諸国は、先進諸国の強いイニシアティブによって定められた、
これらの共通の⽬標⾃体に疑問を呈しているとの主張がある。しかしながら、グローバル・
コモン・ターゲットは、先進諸国が先進諸国による地球全体の⽀配のために構築したもので
はなく、先進諸国及び GS 諸国が集まって、議論を重ね、先進諸国及 GS 諸国を含めた地球
社会全体の利益のために設定し、合意したものである。グローバル・コモン・ターゲットの
設定においては GS 諸国も実質的に参加しており、またその達成は地球社会全体を被益する
ものであり、GS 諸国の利益にもなるものである。 

⼀⽅で、今⽇の国際社会におけるグローバル・コモン・ターゲットの実現⽅法については、
GS 諸国の視点から⾒ると、問題がないとは⾔えない。先進諸国は、特に経済発展の経路に
おいて、⾃らが歩んできた経路を最適のものと考え、その踏襲を GS 諸国に強く求めようと
する傾向を持つ。その説得の過程においては、莫⼤な技術援助、資⾦的援助を実施しており、
そのような⾃らの過去の歴史の経路をそのままの形で GS 諸国に踏襲させることについて、
⽂明史的責任感を持ち、正義として実施していると⾒ることも出来る。しかしながら、それ
が多くの場合に GS 諸国にとっては、⾃らの政策的判断の⾃由度を⼤きく制約する桎梏とし
て捉えられているのではないか、と私達は考える。 

先に述べた様に、GS 諸国は、⾃らもその設定過程に能動的に参画し、国際社会全体の総
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意として設定されたグローバル・コモン・ターゲットならば、その遵守の重要性を⼗分に認
める、あるいは否定しないと考えられる。ただし、その達成に⾄る経路については、先進諸
国が歴史的に辿ってきた経路だけに拘泥するのではなく、GS 諸国の⾃由な発想に基づく多
様な経路を認めるべきではないか。今⽇の GS 諸国の主張の淵源には、このような考え⽅が
あるのではないかと私達は考える。 

この考え⽅をグローバルサウス研究会（MIGA-GSRC）のコンセンサスとしてまとめると、 
A Comprehensive Global Common Target, through Path Diversity. 

となる。 

（３） 近代化の経路に対する先⼊観を超えて 

 今⽇の地球社会においては、全ての社会システムは、近代化の推進という共通の⽬的に向
かって営みを進めている。近代化の推進である。近代化をここでは、社会システムを運営が
近代的な思想体系に基づいて運営されるようになり、結果として⼀⼈当たり GNIが増⼤す
ること、と捉えることとする。このように捉えられる近代化について問題となるのは、それ
が endogenousに⾏われるか、exogeneousに⾏われるか、ということである。実は、これに
関する⾒解の違いが、現下のグローバルサウス諸国と先進諸国との間の思想上の対⽴を⽣
んでいると⾒ることが出来る。 
 現下の国際レジームの⼤勢は、グローバル・コモン・ターゲットの達成に⾄る経路につい
て、先進諸国が過去⾃ら辿った経路を GS 諸国も辿ることが最適であるという考え⽅に合わ
せて、先進諸国は GS 諸国が endogenousに近代化することは困難であり、先進諸国の援助
と指導という exogenous な介⼊により初めて成り⽴つと考えている点を⾒逃してはならな
い。正統派経路とは、GS 諸国の近代化は、あくまで先進諸国の指揮の下に exogenousにし
か⾏われないという思想に基づく各種の政策であることになる。 

これとは対照的に、経路多様性の考え⽅は、グローバルサウス諸国の endogenousな近代
化の可能性を広範に認める考え⽅に⽴脚する。先進諸国の発展に不可⽋な地球規模の均衡
的発展のためにはグローバルサウスの endogenousな発展も不可⽋であり、その発展を可能
ならしめる対等のパートナーとして、従来先進国が援助と指導と考えてきたものを抜本的
に考え直すことが必要である。endogenousに近代化を推進することが出来る、という点に
おいては、今⽇の先進諸国、とりわけ近代⽂明の出⾃の地である⻄ヨーロッパ諸国と本質に
おいては変わることがないと考え、先進諸国が歴史的に辿って来た経路は、それら諸国が
endogenousな近代化を推進して来た結果を⽰している貴重な体験ではあるが、決してそれ
が⼈類にとって唯⼀の経路であることを⽰すわけではないことを認識する必要がある。GS
諸国が endogenous に近代化を推進するとすれば、他者からの援助、指導に基づいて
exogenousに⾏うものではないため、その経路は当然ながら、独⾃のものを含むこととなり、
時間的に先⾏する先進諸国が歴史的に辿って来た経路とは異なる経路になることは当然で
ある。 
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議論を整理すると、今⽇の私達が考えなければならない問題の本質は、近代⽂明の進化と
いう⻑期的視点に⽴った場合、21 世紀の 4 半世紀を過ぎた今⽇、私達はどのような局⾯に
⽴っているのか、という問題であることになる。近代⽂明の出⾃が⻄ヨーロッパであること
は明らかであり、⻑きにわたって GS 諸国の endogenousな近代化の推進能⼒については否
定的な⾒解が強かった。そして先進諸国は GS 諸国を近代化させるためには⾃らの援助と指
導が不可⽋であるという強い使命感を持って、⾃らが歴史的に辿って来た経路をそのまま
の形で GS 諸国に踏襲させることを強く求めてきたことも事実である。それには、各時代に
おいて、それを正当化するそれなりの理由も存在していた。今⽇ではそのような状況は変化
し、GS 諸国の endogenousな近代化が正当化される状況になってきていると考えられる。 

２．現⾏の開発援助の国際レジームとグローバルサウス諸
国の exogenous 近代化 

 ２０世紀中に構築された GS の近代化のあり⽅に重要な影響を与える国際レジーム（ここ
では「国際開発レジーム」と呼ぶ。）に通底する思想は、GS の近代化に関する exogenousな
考え⽅である。 
 この視点で、現在も運営されている国際開発レジームを眺めると、それらは確かに先進国
と発展途上国、援助国と被援助国という区別が厳然と存在する。発展途上国を、⼀⼈当たり
GNIという単⼀の指標によって４つの類型に分類するOECDのDACリスト（DAC List of 
ODA Recipients） は、そのような区分に基づく発展途上国の類型化であると捉えること
もできる。 
 また、1989 年に国際経済研究所 の研究員で国際経済学者の ジョン・ウィリアムソン が
発表したワシントン・コンセンサスは、発展途上国が、先進国からの投資を呼び込み、⾃律
的な経済成⻑が出来るようになる条件（最⼤公約数）として、財政⾚字の是正、補助⾦カッ
トなど政府⽀出の削減、税制改⾰、⾦利の⾃由化、競争⼒ある為替レート、貿易の⾃由化、
直接投資の受け⼊れ促進、公営企業の⺠営化、規制緩和及び所有権法の確⽴の 10項⽬を挙
げているところ、これは端的に、先進国側からグローバルサウス諸国に対して提⽰された
「先進国の考える」GS の発展経路をしめしているものである。 
 現⾏の SDGsの前⾝であるMDGs（Millenium Development Goals）も、このような峻別
の考え⽅に⽴脚したものであると⾒ることが出来る。ここでは、近代化を開始できていない
発展途上国の典型であるサブ・サハラ・アフリカ地域に対する重点的な援助を強調し、援助
のモダリティは、社会セクター、贈与が中⼼とされた。 
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３．国際社会の態様の変化 
 

２０世紀中は、上記のような先進国と発展途上国とを厳然と峻別する構造に⽴脚する国
際レジームは、多くの問題を含みながらも、多くの場⾯において⾼い有効性を⽰していたこ
とは事実である。しかし、私達は、特に以下のような変化が国際開発レジームの有効性に重
要な影響を与えており、その結果、今⽇ではかつては有効に機能していた峻別の構造が無意
味化しつつあるのではないかと考える。 

（１） 国際開発⾦融環境の変化 

今⽇の国際社会は、20 世紀と共通する⼤きな課題に直⾯していることは変わらない。そ
れは、新規に近代化を推進する広⼤な発展途上国の地において膨⼤なインフラストラクチ
ャーを建設しなければならないことである。成⻑会計のソロー＝スワン・モデルを持ち出す
までもなく、発展途上国の経済成⻑をもたらす最⼤の要因の１つはインフラストラクチャ
ー建設である。インフラストラクチャー建設なくして経済成⻑はあり得ない。 
 インフラストラクチャー建設における最⼤の問題は、ファイナンスである。 
 インフラストラクチャーとは、定義上、市場の失敗を発⽣する案件であるため、市場で⺠
間企業に委ねていては進むことはなく、必ず政府による「公的⽀持」ファイナンスが必要と
なる。国家建設に取り組む政府の中には、第２次世界⼤戦後の⽇本の財政投融資制度のよう
に、⾃国内において独⾃にインフラストラクチャー建設のための「公的⽀持」ファイナンス
制度を構築する例もあるものの、それは少数派である。発展途上国の圧倒的⼤多数は、⾃国
政府内では⼗分な量のファイナンスを⼿当てすることが出来ず、外国及び国際機関に⽀援
を要請することとなる。その要請に応えて、先進国及び国際機関が発展途上国にインフラス
トラクチャー建設のための「公的⽀持」ファイナンスを供与する仕組みが国際開発⾦融であ
る。 
 20 世紀の国際社会と 21 世紀の国際社会とを⽐較すると、先に⾒た、近代化の態様の変化
と軌を⼀にして、この国際開発⾦融環境が⼤きく変化していると考えられる。このため、今
後、GSを含めた世界全体の順調な近代化を推進するという⽬的を遂⾏するためには、この、
⼤きく変化した国際開発⾦融環境を前提にして適切なインフラストラクチャー建設のファ
イナンスを発展途上国に供与していくことが必要になる。 
 20 世紀においては、先進国及び国際機関から発展途上国に対して供与されるインフラス
トラクチャー建設のファイナンスについては、極めて洗練された制度が構築された。問題は、
20 世紀型の制度が、国際開発⾦融環境が⼤きく変化した 21 世紀においても有効に機能す
るかどうかである。その有効性に問題が⽣じているとすれば、私たちは新しいファイナンス
の仕組みを構築していかなければならない。 
 私達は、21 世紀における国際開発⾦融環境の変化は３つの収斂としてまとめることがで



 

8 
 

きる。 
 第１は、OECDの DAC リストが機能していたことから明らかなように、20 世紀中は明
確であったドナーと受取国の峻別、即ち先進国と発展途上国の峻別が意義を失いつつある
現状である。 
 21 世紀においては、中国のみならず BRICS 諸国、⼀部の G20 諸国のように、発展途上
国としてドナーからのODA資⾦を受け⼊れると同時に、⾃らもドナーとして多くの発展途
上国に対して多額の開発援助資⾦を供与する国々が誕⽣しており、最早世界の国々をドナ
ー（≒先進国）及び受取国（≒発展途上国）に 2分類することは現実的ではなくなりつつあ
る。世界における国際開発⾦融フローにおいて、発展途上国の⾝分を維持しつつも⾃ら巨⼤
なドナーとなっている諸国の割合は、急速に上昇している。 
OECD-CRS（共通報告基準）のデータによると、発展途上国への 2 国間公的融資（コミ
ットメント・ベース）の 2010 年から 2021 年の累積額を⾒ると、中国は既に G７中最⼤の
拠出国である⽇本を遥かに凌駕している。またインド及びサウジアラビアは、⽇本、フラン
ス、ドイツ以外の G7諸国を凌駕している。先進国が開発援助資⾦を供与し、発展途上国が
開発援助資⾦を受け取る、という図式は既に崩壊している。 
私達は、この先進国と発展途上国の峻別の意義の喪失を、第１の収斂、と呼ぶ。 
第２は、商業ファイナンスと譲許的（officially supported：公的⽀持）ファイナンスの峻
別の意義の喪失である。 

20 世紀中は、インフラ建設において、政府の役割と⺠間の役割とがはっきりと峻別され
ていた。インフラは、定義上市場の失敗（市場均衡における供給量が社会的に望ましい
（socially optimal）供給量を⼤幅に下回る。）を発⽣するプロジェクトであるため、必ずプ
ロジェクトとしては⾚字になる部⾨が発⽣する。政府の役割を、厳格にこの市場の失敗、⾚
字部⾨に限定し、その外の商業的（commercially viable）部⾨は⺠間企業に委ねる、という
のが 20 世紀の基本的な発想であった。この場合、政府は⾚字になるプロジェクトを推進す
ることから、そのファイナンスには「公的⽀持」付きのファイナンスが⽤いられ、⾃国内で
それを調達できない場合には先進国の開発援助に頼ることとなった。その要請に応じて先
進国から発展途上国へと供与されたのが国際開発⾦融、端的には開発ファイナンスである。 

⼀⽅、21 世紀においては、インフラ・プロジェクトでは、⾚字部⾨とその外の部⾨とが
厳格に峻別されることなく、混然⼀体として進められることが⼀般的になり、それに応じて、
プロジェクト（non-sovereign）ファイナンス、証券化、LVC（Land Value Capture）等の新
しい⾦融技術も広範に⽤いられるようになってきている。その結果、今⽇では、特定のプロ
ジェクトを特定のモダリティのファイナンスに紐付けることは現実的ではなくなり、それ
ぞれのプロジェクトにおいては、多くの異なるモダリティのファイナンスが混然⼀体とし
て供与されているのである。 
私達はこの、商業ファイナンスと譲許的（officially supported：公的⽀持）ファイナンス

の峻別の意義の喪失を、第２の収斂、と呼ぶ。 
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第３は、ファイナンスの形態が、20 世紀中には圧倒的にコーポレート・ファイナンス形
式の融資が多数であったのに対して、21 世紀には、証券化による直接⾦融も拡充し、また
融資においてもコーポレートの保証を採らないプロジェクト・ファイナンスが進んで来て
いる。ファイナンスの実務におけるコーポレート・ファイナンス中⼼主義の時代が終焉し、
直接⾦融、プロジェクト・ファイナンス、更にはブロックチェイン・ベースの STO（Security 
Token Offering）等多様なファイナンス⼿法が可能となり、時と場合において最適なファイ
ナンス⼿法が選択されるようになる時代を、私達は第３の収斂、と呼ぶ。 

ファイナンス⼿法の選択肢が事実上コーポレート・ファイナンスしか存在しなかった時
代においては、ファイナンスの実務家は、貸出先のコーポレートの信⽤だけを判断していれ
ば事⾜りた。コーポレートの信⽤については、既に各種の格付機関が評価を⾏っているとこ
ろであり、それを⼤きく参考にすることができた。更にコーポレートの信⽤⼒は担保によっ
て裏打ちされるものであるため、ファイナンス実務家は、担保の徴収に⾎道を挙げることに
よって、健全な⾦融業を運営することが可能であった。即ち、ファイナンス実務家は、ファ
イナンス制度そのものについては低い知⾒しか持たなくとも⾦融業を実施することが可能
であったのである。 

（２） 主導的な国家の形態 

国際社会を構成する主導的な国家の形態は、20 世紀においては国⺠国家が中⼼であった
ところ、20 世紀後半以降の国際社会では、統合国家、共同体、FTAと呼ばれる、国⺠国家
とは異なる形態の主体が重要な役割を果たすようになりつつある。これらは、従来の単独の
国⺠国家以外の主体をも取り込んだ構造を持ち、かつ国際社会において重要なグローバル・
ガバナンスの機能を果たすようになってきている主体であるためである。 

第１の「統合」は、⽔平的な統合、即ち複数の国⺠国家がひとまとまりになることである。 
その代表は、⾔うまでもなく EU（欧州連合）である。これは 1950 年のシューマン宣⾔

に端を発し、1992 年 11⽉ 1 ⽇に発⾜したものである。 
⼀⽅、EU の成功は確かに近代⽂明史においても特筆すべきものではあるとしても、EU

の⽅法が唯⼀の統合国家構築の在り⽅というわけではない。EUとは多くの⾯で異なる⽅法
を歩みながら、今⽇の国際社会に影響を⾏使するようになった統合国家の例がアジアの地
にある。ASEANである。 

1967年のバンコク宣⾔によって成⽴した ASEANは、当初は冷戦時代の反共の政治的な
連合としての成果が強かったが、南北問題的なアプローチを超克し、1992 年以降は市場統
合政策を積極的に推進し、幾多の経済危機を乗り越えるたびに成⻑を加速させ、2015 年末
には AEC（ASEAN Economic Community）を開始して独⾃の市場統合的発展メカニズム
を実現した。その過程で 1994 年には ARF（ASEAN地域フォーラム）を開始し、2005年に
は EAS（東アジア⾸脳会議）を開始する等、ASEANセントラリティの思想の下、アジア太
平洋地域の多くの問題を扱う重要なフォーラムを主催するようになっており、今⽇では
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ASEANは、国際社会におけるグローバル・ガバナンスの重要な主体の１つになっていると
⾒ることが出来る。また経済社会共同体、政治安全保障共同体に加え、社会⽂化共同体の推
進に⾒られるように⽂化のそれぞれの加盟国の多様性を成⻑、発展の柱に据えている。 
 同様の動きは、アフリカ地域においても⾒られるようになってきている。アフリカ地域で
は、アフリカ⼤陸全体を覆う地域機構としては、1963 年に設⽴されたアフリカ統⼀機構
（OAU）が発展する形で 2002 年に設⽴されたアフリカ連合（AU）がある。加盟国は 55か
国に上っている。 
 アフリカ⼤陸全体がアフリカ連合を基盤として単⼀の統合国家を構築するようになるた
めには克服しなければならない課題が多く、楽観的な⾒通しを持つことはできない。これに
対して現下では、アフリカ連合の下部機関として８つの地域経済共同体（Regional Economic 
Communities：RECｓ）が設⽴されており、それらの中には、既に⾼い⽔準の統合を実現し
ており、EU に⽰される欧州型、ASEAN に⽰される東南アジア型とも異なる、アフリカ独
⾃の⽅式の統合国家の可能性を読み取ることが出来る。 
 例えば ECOWAS：Economic Community of West African States（⻄アフリカ諸国経 
済共同体）では、地域経済共同体の決定が加盟各国の国内法制に対して強い影響⼒を持つ制
度が構築されている。また SADC：Southern African Development Community（南部アフ
リカ開発共同体）では、SADC 内に設⽴された加盟各国の開発銀⾏の連携組織である dfrc
（Development Finance Resource Center）を拠点に開発銀⾏の地域的な連携が⼤きく進ん
でいる。 
 更に、地域機構とは異なるものの、21 世紀において各地で精⼒的に取り組まれている FTA
構築の動きも、ＷＴＯの下での画⼀的なガバナンスに対する多様な貿易投資などのガバナ
ンスの実現のための⽅途であると考えられる。 
 世界最⼤の地域経済パートナー枠組みである RCEP：Regional Comprehensive Economic 
Partnership ）は、当初議論された内容は FTA関連の経済部⾨だけではあるものの、１０年
の歳⽉をかけた加盟国間の合意形成等のプロセスにおいて、結果として洗練された制度を
構築することになったと⾒なすことができる。 
南⽶においては、2004 年の 12 か国の⾸脳による設⽴以降、資格停⽌国が続出していると

はいえ、南⽶諸国連合（UNASUR）がその代表である。これは正式には 2007年に結成され
た「同⼀通貨、同⼀パスポート、⼀つの議会」を⽬指す南アメリカの政府間機構であり、ヨ
ーロッパ（EU）型の政治統合を⽬指しているものである。 

経済⾯では、1991 年のアスンシオン条約と 1994 年のウロ・プレト議定書により設⽴さ
れたメルコスール（Mercosur）が、南⽶における⾃由貿易圏の構築へ向けて、重要な進展を
⾒せている。 

また、歴史の古いものとしては、1948 年に国際連合の経済社会理事会の地域経済委員会
の１つとして設⽴された国際連合ラテンアメリカ・カリブ経済委員会（ECLAC: United 
Nations Economic Commission for Latin America and the Caribbean）がある。この特徴は、
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加盟国が 46か国と⾮常に多くなっていることである。 
勿論、それらの全てがまとまりの程度を強めて EU、ASEAN 並みのグローバル・ガバナ

ンスの主体として国際社会に登場すると考えることは現実的ではない。しかしながら、その
出現は２１世紀における Path Diversityの取り組みの広がりを⽰している。 

第２の「統合」は、垂直の統合、即ち国⺠国家においては⺠間⼈とされて政府の⾏うガバ
ナンス機能には関与しなかった主体が、社会システムのガバナンス機構側に参画するよう
になることである。この仕組みにおいては、⺠間が、政府と協働して社会システムの任に当
たることである。その契機は、グローバル・プラットフォーマーの登場である。 
技術的には、グローバル・プラットフォーマーの技術は、従来では国家のみが担当してい

た社会システムのガバナンス機能を、圧倒的な低コストで果たすことが可能な状態になっ
ている。⼀⽅、実際にそれらを社会システムのガバナンス機構側に組み込むかどうかについ
ては複雑な政治的判断が必要であり、現時点ではその⽅向性は展望しづらい。 

（３） 主導産業の変遷 

 20 世紀中と 21 世紀では、世界経済を⽀える主導産業の態様が⼤きく変わってきており、
それは当然、国際社会の構造に重要な影響を与えることになる。 
 主導産業の変遷を国際経済上の分業体制の在り⽅の視点によって捉えると、以下の図表
に⽰されるような３つの局⾯の遷移として捉えることが出来る。 
 
［図表１］３つのアンバンドリング 

  
（出典：ERIA2022、グローバルサウス研究会⽊村福成委員発表資料） 
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基本的な概念は、アンバンドリングというものであり、その概要は以下のようなものであ
る。なお、ここで述べるアンバンドリングの考え⽅は、Richard Baldwin [2016] (Richard 
Baldwin”The Great Convergence”, Harvard University Press, 2016)に⽴脚して展開された
ERIA[2022]( Economic Research Institute for ASEAN and East Asia (ERIA). (2022) The 
Comprehensive Asia Development Plan 3.0 (CADP 3.0): Towards an Integrated, Innovative, 
Inclusive, and Sustainable Economy. September. Jakarta: ERIA. Drafted by Fukunari Kimura 
and ERIA team)の研究に基づく。 

第 1 の局⾯は、ファースト・アンバンドリングと呼ばれるものであり、これは⽣産と消費
がアンバンドルされることによって成⽴する、産業毎の国際分業体制のことである。これは
1820 年代以降の動きであるとされる。 

第２の局⾯は、セカンド・アンバンドリングと呼ばれるものであり、これは産業がアンバ
ンドルされることによって成⽴する、タスク毎の国際分業体制のことであり、これによって
国際⽣産ネットワーク(IPN：International Production Network)が成⽴する。これは 1990
年代以降の動きであるとされる。 

第３の局⾯は、サード・アンバンドリングと呼ばれるものであり、これはタスクがアンバ
ンドルされることによって成⽴する、個⼈毎の国際分業体制のことである。これは 2015年
代以降の動きであるとされる。 

このような局⾯遷移により、主導産業の在り⽅は⼤きく変化する。 
ファースト・アンバンドリングにおいて移動するものは物品であり、この局⾯で国際分業
体制を発展させる主な産業は、農業/⽔産業/⾷品、鉱業、労働集約型産業、観光等である。
この局⾯の国際分業体制を発展させるための制度⾯の対応（制度的連結性）は特定産業の関
税撤廃、⼀般特恵関税制度(GSP)等、WTOベースの⾃由化であることになる。またこの局
⾯の国際分業体制を発展させるための物理⾯の対応（物理的連結性）としては、中級物流イ
ンフラ(道路、港湾・空港)、インフラサービスが重要になる。 

セカンド・アンバンドリングにおいて移動するものは、物品に加えてアイデア(資本、技
術、マネジメント能⼒、ビジネスパーソン)であり、この局⾯で国際分業体制を発展させる
主な産業は、機械⼯業とグローバルバリューチェーンの産業等である。この局⾯の国際分業
体制を発展させるための制度⾯の対応（制度的連結性）は全般的な関税撤廃、貿易円滑化、
技術的貿易障壁(TBT)、B2Bサービス⾃由化、製造業の海外直接投資⾃由化等、FTAベー
スの⾃由化であることになる。またこの局⾯の国際分業体制を発展させるための物理⾯の
対応（物理的連結性）としては、⾼度なロジスティクスインフラ(本格的な港湾/空港、マル
チモーダル)、都市/郊外開発(ロジスティクス、⼤規模インフラサービス)が重要になる。 

サード・アンバンドリングにおいて移動するものは、物品及びアイデアに加えてデータで
あり、この局⾯で国際分業体制を発展させる主な産業は、サービス・アウトソーシング産業
等である。この局⾯の国際分業体制を発展させるための制度⾯の対応（制度的連結性）は衛
⽣植物検疫(SPS)、基準・適合性、規制の整合性、全般的なサービス⾃由化、⼈の移動、知
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的財産権、データ流通等、メガ FTAベースの⾃由化であることになる。またこの局⾯の国
際分業体制を発展させるための物理⾯の対応（物理的連結性）としては、デジタル接続、都
市のアメニティ(都市交通、⽣活環境、さまざまな商品やサービスの消費の可能性)、スマー
トシティが重要になる。そして破壊的技術⾰新が進むにつれてサード・アンバンドリングの
発展における膨⼤な半導体を駆使することによって求められる巨⼤な電気エネルギーの消
費需要のレベルは、かつてのアンバンドリングが化⽯燃料から作り出されるエネルギーに
よって⽀えられていた状況とは⽐べ物にならないエネルギーを必要とする巨⼤なデータの
流通が核⼼であり、そのために必要とされるエネルギー問題の克服を地球環境問題のコン
テクストで現実的に取り組まなければならない状況になってきている。 

４．経路多様性と MIGA コンセンサス 

（１） endogenous な近代化の思想の到来 

 以上のような国際社会の態様の変化を踏まえると、確かに今⽇においては GS には
exogenous な近代化を進めるのが最適で、endogenous な近代化の可能性は困難とするかつ
ての思想の根拠は薄らいできており、先進国と発展途上国とを厳然と峻別し、DAC の階梯
を上がってゆくことが発展であるとする構造的理解の正当性も怪しくなってきている。 
 既に今⽇では、発展途上国を峻別することなく、宗教、⽂化、歴史的経緯等に⼀切関わり
なく、全ての発展途上国が近代化、順調な経済成⻑を遂げることが出来る、とする考え⽅が
登場して来ている。SDGs（Sustainable Development Goals）のスローガンであるʻNo One 
Left Behindʼは、端的にこの考え⽅を⽰すものと⾒ることができる。 
 それでは、ＧＳ諸国の endogenous な近代化の時代は本当に到来しつつあるのだろうか。 
 それを考えるには、各国の⼀⼈当たり GDPの推移を⾒ることが有効である。 
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[図表２]アジア・アフリカ諸国の⼀⼈当たり GNIの推移 

 
（出典：World Bank Atlas（2010 年、2018 年、2023年はWorld Economic Outlook）を基
にMIGA作成。）。 
 
 これを⾒ると、20 世紀中と 21 世紀においては明確な違いがあることが明らかである。20
世紀中は、確かに東アジアの経済成⻑が顕著であったのに対して、アフリカでは停滞が続い
た。それゆえに発展途上国の中でも東アジア諸国を「優等⽣」、アフリカ諸国を「⾮優等⽣」
と⾒て両者を峻別されてきたといえる。 

21 世紀において顕著な動きは、アフリカ諸国の急激な経済成⻑である。20 世紀中にはア
フリカ諸国はワシントン・コンセンサスの順守には熱⼼ではなかったのに対して、21 世紀
に⼊るとそれを順守するようになったからであるとされている。 

しかし「３．国際社会の態様の変化」で述べてきた国際社会の態様の変化を遂げつつある
21 世紀においては、国際社会は、endogenousな近代化の推進⽅法に関する叡智の獲得を先
進国に委ね、他の地域は叡智においては、先進国の指導を実践するという体制を維持するこ
とが合理的であるとは考えられない。 
勿論、近代⽂明の内容は深淵で複雑なものではある。⼈類が⽂明史を開始して以来、営々

と築き上げてきた叡智の中で、近代⽂明だけが圧倒的に優れており、また量も圧倒的である、
と考える根拠は乏しい。特に今⽇では、地球環境問題を始めとして、サード・アンバンダリ
ングの時代の近代⽂明のシステミック・リスク、即ち近代⽂明の⽂明としての基本的な枠組
みに起因すると考えられる問題が多発している。そのような中で、21 世紀においても引き
続き⻄ヨーロッパの⼈々が考え出した枠組みに則って構築された知恵を⾄上とする戦略の
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妥当性は、揺らいでいると考えられる。 
21 世紀の今⽇は、アジア／アフリカ地域では、それぞれ⾃らが独⾃に考え出した⼿法に

よって、⼗分に持続的な近代化による経済成⻑を遂げつつある。今⽇のアジア／アフリカ地
域の成功には、勿論⻄ヨーロッパの⼈々が考え出した枠組みに則って構築された知恵が重
要な効果を果たしたことを認めることはやぶさかではないものの、アジア／アフリカ地域
において伝統的に育まれてきた叡智もまた相当の貢献をしていると⾒ることが正当であり、
それは今後の世界の発展のために更に必要とされるものである。 

20 世紀中においては、発展途上国は⾃⼒では⾃国のインフラストラクチャー建設に必要
な資⾦を調達することは不可能であり、どうしても先進国及び国際機関の⽀援に頼らざる
を得なかった。21 世紀においては、プロジェクトの組成⽅法次第で先進国及び国際機関の
⽀援に頼る割合を⼤きく落とすことが可能になっている。そのような状況下、引き続き先進
国が「２０世紀的⽬線」で発展途上国に対して近代⽂明の先達として指導しようとするので
あれば、発展途上国には、そのような先進国からのファイナンスを敬遠し、⺠間ファイナン
ス及びドナーとしての存在感を増している発展途上国等、他の資⾦ソースを検討するとい
う選択肢が⽣まれている。 

以上のように考えると、21 世紀において先進国に求められる役割は、アジア／アフリカ
地域で伝統的に脈々と受け継がれてきた様々な叡智を、近代⽂明のシステミック・リスクの
克服のために最⼤限活⽤することが出来るようにするためのプラットフォームを構築し、
そのプラットフォーム上で、「20 世紀⽬線（the 20th centuryʼs gaze）」で指導する存在とし
てではなくパートナーとして、21 世紀の世界を救う叡智について真摯に議論を進めること
であると考えられる。 

近代⽂明が引き起こしている幾つかのシステミック・リスクは、最早⻄ヨーロッパの⼈々
が考え出した枠組みに則って構築された知恵だけでは有効な解決が難しい可能性がある。
このため、その解決のためにはアジア／アフリカ地域において、独⾃に伝統的に育まれた叡
智をも活⽤して、⾔わば、叡智の地球総⼒戦を挑むことも検討しなければならない。 

⼀⽅で問題が複雑なのは、伝統的な叡智を育んでいるアジア／アフリカ地域も、技術進歩
とグローバリゼーションを「性（さが）」とする近代⽂明の中に在ることである。このため
求められるのは、⻄ヨーロッパ発の近代⽂明の枠組みと、アジア／アフリカ地域の伝統的な
叡智とを排他的なものとして捉えるのではなく、技術進歩とグローバリゼーションという
近代⽂明を貫く⼤きな動きの中で、補完的に活⽤していく視座であると考えられる。 

（２） MIGA 政策パッケージ 

 以上のような今⽇の国際社会の態様に⾒られる変化を踏まえて、21 世紀におけるグロー
バルサウス諸国の円滑な経済成⻑をもたらす指針として、われわれは、MIGA コンセンサ
スとして⼀連の政策パッケージを提⽰する。 
 MIGA政策パッケージを貫徹する思想は、グローバルサウス諸国の endogenousな近代化
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に基づくグローバル・コモン・ターゲット達成のための経路多様性である。 
 直近の国際社会においては、グローバルサウス諸国の包括的な指針を⽰すものとして提
⽰された政策パッケージが幾つも存在する。その典型として、例えば 1989 年に、国際経済
研究所の研究員で国際経済学者のジョン・ウィリアムソンが発表したワシントン・コンセン
サスがある。これは、債務持続性を維持しつつ経済成⻑を続ける発展途上国の経済政策に共
通する「最⼤公約数」として、財政⾚字の是正、補助⾦カットなど政府⽀出の削減、税制改
⾰、⾦利の⾃由化、競争⼒ある為替レート、貿易の⾃由化、直接投資の受け⼊れ促進、公営
企業の⺠営化、規制緩和及び所有権法の確⽴の１０項⽬を挙げたものである。 
 これら 10項⽬を、それぞれ経済成⻑を促す経済政策として評価するならば、いずれも適
切なものであると⾔える。⼀⽅で、仮にこのワシントン・コンセンサスを今⽇のグローバル
サウス諸国全体の経済成⻑の包括的な指針として捉えると、根本的な問題が⽣じる。その理
由は、ワシントン・コンセンサスは、21 世紀半ばにおいて、殆ど全てのＧＳが⼀⻫に近代
化を推進することは想定していないためである。東⻄冷戦終結時の 1989 年の時点では、ワ
シントン・コンセンサスとして⽰された「宿題」を⼗分にこなすことのできるＧＳは極めて
少数であると想定されていた。 
 ワシントン・コンセンサスで⽰された「宿題」をこなすＧＳの数が激増し、第３新近代と
私達が呼ぶ、事実上地球上の全ての諸国が順調に経済成⻑を推進する時代になると、例えば
地球環境問題、看過することのできない富の偏在、デジタル・ディバイドの出現等、電気エ
ネルギーの先進国主導による巨⼤消費システムの構築など近代⽂明のシステミック・リス
クとでも呼ぶべき地球規模の問題が発⽣するようになってきている。当然ながら、ワシント
ン・コンセンサスの中には、それら近代⽂明のシステミック・リスクに対する解法を⾒出す
ことはできない。 
 
 このような背景を踏まえ、近代⽂明のシステミック・リスクへの対応も⼗分に射程に⼊れ
た上で、今⽇のグローバルサウス諸国の要望に適切に応えるものとしての経済発展の
reference として政策パッケージを取りまとめたものが、ＭＩＧＡ政策パッケージである。
ある意味で、ワシントン・コンセンサスを 21 世紀第１四半世紀終了時点におけるグローバ
ルサウス諸国の視座によって整理し直したもの、ということになる。 
 
 ワシントン・コンセンサスには⽋けていてＭＩＧＡ政策パッケージには盛り込まれるこ
とになるグローバルサウス諸国の視点とは、グローバルサウス諸国の endogenousな近代化
の能⼒と、それに基づくグローバル・コモン・ターゲット達成に⾄る経路多様性の考え⽅で
ある。 
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 MIGAコンセンサスがカバーする領域は、SDGｓに準じている。 
 SDGsが掲げる１７の⼤⽬標は、内容上、４分野にまとめることができる。第１の分野は
社会セクター関連であり、これらの⽬標はMDGｓでは中⼼的な⽬標とされた。具体的には、
第１⽬標「poverty」、第２⽬標「food security」、第３⽬標「healthy lives」、第４⽬標「education」、
第６⽬標「water and sanitation」である。第 2 の分野は経済セクター関連であり、具体的に
は、第７⽬標「energy」、第 8 ⽬標「economic growth」、第９⽬標「industrialization」であ
る。第３の分野は地球環境問題であり、具体的には、第 11 ⽬標「cities」、第 12 ⽬標
「consumption and production」、第 13⽬標「climate change」、 第 14 ⽬標「oceans」、第
15 ⽬標「biodiversity」である。第４の分野は社会的公正であり、具体的には、第 10 ⽬標
「inequality」、第 16⽬標「justice」、第 17⽬標「global partnership」である。 
 
 ＭＩＧＡ政策パッケージにおいても同様の領域をカバーすることとするものの、特に防
災と社会強靭化を中核的なテーマとして設定し、両テーマに資する政策を、共通のフォーマ
ットに基づいて提⾔する。 
 共通のフォーマットとは、以下のようなものである。 
 
 第１に、グローバルサウス諸国もその設定に参画し、今⽇国際社会全体が⼀致団結して達
成を⽬指すべきものとして設定されているグローバル・コモン・ターゲットの内容である。 
 
 第２に、従来、先進諸国からグローバルサウス諸国に対して、その達成に⾄る途として提
⽰されている、先進諸国が歴史的に辿って来た経路を前提とし、現下においてグローバルサ
ウス諸国に対してその踏襲が強く推奨されている経路である。これをここでは、単系的経路
（The Traditional Western Led Path）と呼ぶ。グローバルサウス諸国が⾃らこの単系的経路
を踏襲することが適切であると判断した場合には、先進諸国とグローバルサウス諸国とは
⼀致して、当該単系的経路に基づくグローバル・コモン・ターゲットの達成に取り組むこと
となる。私達の⽤語を⽤いれば、単系的近代化モデル、ということになる。 
 
 第３に、グローバルサウス諸国の endogenousな近代化の可能性を広範に認めた場合に考
えられる、グローバルサウス諸国独⾃のグローバル・コモン・ターゲット達成の経路である。
これをここでは、多様性経路（the Diversified Global South Path）と呼ぶ。先進諸国が、
グローバルサウス諸国がそのような独⾃の経路を進むことを抑圧することなく、それら独
⾃の経路の価値を⼗分に認める場合、地球社会は多系的近代化モデルを歩むことになる。 
 
 第４に、グローバルサウス諸国がそのような多様性経路を歩むために必要な政策的対応
の内容を整理する。 
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［特論１］国際通商秩序 

⽊村 福成 慶應義塾⼤学名誉教授・シニア教授/ ⽇本貿易振興機構アジア
経済研究所（IDE-JETRO)所⻑/ 東アジア・アセアン経済研究 
センター（ERIA）シニアリサーチフェロー 

1. グローバリゼーション進⾏下におけるルールに基づく
国際通商秩序の弱体化 

 19 世紀以来のグローバリゼーションは常に技術進歩が先導してきた。それはモノ・サー
ビス・資本・⼈的資源・技術・アイデアの国境をまたぐ移動性を⾼め、新しい国際分業を可
能としてきた。特に 1990 年代以降のグローバリゼーションは新興国・発展途上国に新たな
開発モデルを提⽰し、タスクを単位とする国際分業（第２のアンバンドリング）による南北
間所得格差の縮⼩（great convergence）を実現させてきた（Baldwin 2016）。第２次世界⼤
戦後７０数年間にわたって GATT/WTOを中⼼に築いてきたルールに基づく国際通商秩序
は、グローバリゼーションを積極的に利⽤して経済成⻑を⽣み出そうとする国々にとって
⽋かすことのできない重要な制度的インフラストラクチャーであり続けてきた。 
 それが今、地政学的緊張、なかんずく⽶中対⽴が深まる中、その根幹が揺らぎつつある。
⽶中あるいは東⻄の対⽴が深まる中、双⽅から繰り出されるさまざまな政策のかなりの部
分は WTO における約束あるいは従来からの貿易政策規範に反するものとなっている。
WTO紛争解決（dispute settlement）の第⼆審である上級委員会（Appellate Body）は、2017
年以降⽶国が委員の選任・再任をブロックしているため、機能を停⽌している。そのため、
第⼀審のパネルで判断がなされてもそれに同意しないどちらかの国が停⽌中の上級委員会
に上訴するという「空上訴（appeals into void）」という案件が 2023年末時点で 24件発⽣
している。WTOに持ち込まれる案件数⾃体も 2020 年以降年間１桁と減少している。政策
規律の緩みは⽶中あるいは東⻄に属する国にとどまらず、Global South と称される新興国・
発展途上国にも及んできており、ルールに基づく国際通商秩序の弱体化が懸念される事態
となっている。 

2. ルールに基づく国際通商秩序の重要性 
 技術進歩が先導するグローバリゼーションの中では、産業単位から始まりタスク単位、さ
らには個々⼈の単位での国際分業が技術的に可能になっていった。Baldwin (2016）によれ
ば、産業単位の国際分業（第１のアンバンドリング）の時代（19 世紀初頭から 1980 年代頃
まで）には先進国が新しい技術とそれがもたらすイノベーションを先進国が独占し、南北の
所得格差は拡⼤傾向にあった。それが 1990 年頃を境に第１次 ICT ⾰命によってタスク単
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位の国際分業（第２のアンバンドリング）が可能となることによって、先進国の技術と発展
途上国の労働とが結びつき、国と国の間の所得格差、特に南北の所得格差は縮⼩へと向かっ
た。ちなみに各国内の所得格差に関しては拡⼤した国も縮⼩した国も存在する（Kanbur 
2019）。 
 ここで注⽬しなければならないのは、第２のアンバンドリングについては、その波にうま
く乗れた発展途上国が出現する⼀⽅、取り残された国もあったという事実である。特に機械
産業の国際的⽣産ネットワーク（international production networks）においては、北東アジ
ア、東南アジアを含む東アジアの諸国と中東欧の数カ国、それにメキシコのみが成功例とし
てあげられる状況となっている（Ando, Kimura, and Yamanouchi 2022）。その分かれ⽬とな
ったのが、制度的連結性（institutional connectivity）と物理的連結性（physical connectivity）
である。 
 第２のアンバンドリングでは、各タスクを担当する⽣産ブロックの間をつなぐ部品・中間
財がロジスティックス・リンクを通じて迅速に動けることが必要条件となる。物理的連結性
とは、物的な物流インフラストラクチャーが整備されているかどうかを意味する。⼀⽅で、
貿易・投資の⾃由化、さらにはモノ・サービス・資本・⼈的資源・技術・アイデアが⾃由に
動けるような制度的連結性が保証されねばならない。WTOを中⼼とする国際通商秩序は必
要な全ての要素をカバーできてはいないわけだが、最低限の制度的連結性を保証するもの
として不可⽋なものとなった。さらに進んで地域経済統合の⽂脈では、関税はもとより、さ
まざまな政策モードに拡⼤された制度的連結性が整備されることとなった。 
 国際分業が精緻な形態をとればとるほど、良好な貿易・投資環境とともに、政策リスクが
軽減され、国際ルールに対する信頼確保の重要性は増してくる。グローバリゼーションを積
極的に利⽤して経済発展を遂げようとする国ほど、ルールに基づく国際通商秩序は重要と
なる。また、ルールは多くの場合、⼤国の恣意的な国際通商政策に振り回されがちな⼩国の
味⽅である。地政学的緊張が⾼まる中、多くの GS 諸国は消極的あるいは積極的な中⽴を保
ち、経済的には東⻄双⽅と密接につながっていきたいと考えている。それを可能とするため
にもルールに基づく国際通商秩序をできる限り広く保持していくことが求められる。 
 

3. 国際通商秩序を保持しつつ創意⼯夫をこらした産業育
成を進めよう 

 ⻄側諸国と中国の対⽴が深まりつつある今、GS 諸国はルールに基づく国際通商秩序をで
きるだけ広い範囲で保持していくため、⾃由貿易志向のミドルパワーと連携して積極的に
⾏動していくべきである。 
 ⾔うまでもないことだが、WTO法を中⼼とする国際通商秩序は経済理論に照らして全て
模範解答となっているわけではない。また、新興国・発展途上国の⽴場からすれば、これま
で国際ルール作りに積極的に参加できてこなかったこともあり、ルールは先進国から押し
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つけられたものであるとの反応をときに⽰すことも理解できる。しかし⼀⽅で、地政学的緊
張を契機として、⻄側諸国および中国によって国際ルールが次々に無視されていることに
より、国際通商秩序全体が毀損されつつある。まずは秩序をできる限り広い範囲で保全する
ことを優先すべきだ。 
 具体的には、まずはWTOを⽀えていくことである。２つの課題がある。１つは紛争解決
機能の復活である。上級委員会の機能を再開させるべく、世界各国と協⼒していくことが必
要である。それがすぐに実現しないのであれば、MPIA（Multi-Party Interim Appeal 
Arbitration Arrangement）への参加を進めたい。MPIAは欧州のイニシアティブで始まった
もので、WTO協定と整合的な形で⼀時的に上級委員会の代替として機能することを意図し
たものである。もう１つはWTOの新しいルール作りを進める機能を強化することである。
さまざまな試みがなされる中、今、成否が問われているのが joint statement initiatives（JSI）
である。現在、電⼦商取引に関する JSIが注⽬を集めており、協⼒が求められている。 
 その他、GS と⾃由な貿易・投資を志向するミドルパワーが協⼒していくべき課題は数多
くある。たとえば、各種政策リスクを減少させるための協⼒も考えられる。⽶中あるいは東
⻄対⽴そのものを解決していくことは難しいとしても、そこで規制がかかってくる部分と
それ以外の⾃由貿易に任せる部分との境⽬をできるだけ明確にするよう、働きかけていく
ことも考えられる。また、ときに⼤国が振り回す経済的威圧（economic coercion）に共同で
対処していくことも有効だろう。 
 既存の国際通商秩序の枠内でも、創意⼯夫により、さまざまな産業育成政策を実施してい
くことが可能である。規律を緩めて政策スペースを広げたいとの主張がなされることもあ
るが、⼀定規律がかかっているからこそ国内のさまざまな既得権益を打ち破って改⾰が進
められるという側⾯もある。⼤きな⽂脈ではまずは既存の国際通商秩序を保持していった
⽅が Global South 諸国にとってもプラス⾯が⼤きいはずである。Proactiveな対応が求めら
れている。 
 
参考⽂献 
Ando, Mitsuyo, Fukunari Kimura, and Kenta Yamanouchi. (2022) "East Asian Production Networks Go 
Beyond the Gravity Prediction." Asian Economic Papers, 21(2): 78-101. 
Baldwin, R. (2016) The Great Convergence: Information Technology and the New Globalization. Cambridge, 
MA: The Belknap Press of Harvard University Press. 
Kanbur, Ravi. (2019) "Inequality in a Global Perspective." Oxford Review of Economic Policy, 15(3): 411-
444. 
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［特論２］G２０-T２０プロセスへのグローバル 

サウスの貢献と新世界秩序への物語  

ベンカタラチャム・アンブモジ ＥＲＩＡ研究開発シニアフェロー 
本稿では、G20 というグループが、グローバルノースの要請とのバランスを取りなが

ら、グローバル・ガバナンスに関するポスト・ワシントン・コンセンサスに向けて、いか
に逆境に⽴ち向かい、グローバルサウスの声を反映させているかを明らかにする。また、
ナレッジ・パートナーとしてのシンクタンク 20（T20）の関与の下、代替案の策定におけ
る G20 グループの焦点に焦点を当て、多国間世界において G20 が徐々に侮れない存在に
なりつつあることを説明する。 

1. 世界経済ガバナンスに関するワシントン・コンセンサ
ス、その⽋点と G20 の出現 

（１） ワシントン・コンセンサスとグローバルサウス  

1980 年代、ワシントン・コンセンサスは、グローバルサウスの開発途上国に対し、開放
市場原則に基づく発展の道しるべとなる⼀連の経済政策提⾔として作成された。これは、
ワシントンを拠点とする機関、すなわち国際通貨基⾦（IMF）、世界銀⾏、⽶国財務省の間
で、これらの政策提⾔に関する合意レベルのことを指すことが多い。⼀般的に新⾃由主義
と呼ばれる、⾃由市場の運営と国家の関与の縮⼩がグローバルサウスにおける開発にとっ
て極めて重要であるという⾒解を、すべての機関が共有していた。後に世界銀⾏で働くこ
とになるイギリスの経済学者ジョン・ウィリアムソンが 1989 年にワシントン・コンセン
サスという⾔葉を初めて使ったとき、彼はワシントンの主要な関係者がみなラテンアメリ
カに必要であると同意できる改⾰のリストを指していると主張した。しかし、彼が落胆し
たように、この⾔葉はその後、これらの機関が推奨する政策の調和が進むことを表す蔑称
として広く使われるようになった。この⾔葉はしばしば、グローバルサウスの発展途上国
は市場主導の開発戦略を採⽤すべきであり、それによって経済成⻑がもたらされ、すべて
の⼈々に「トリクルダウン」の利益がもたらされるという独断的な信念を指す。 

世界銀⾏と IMFは、安定化プログラムや構造調整プログラムとして知られる政策条件を
融資に課することで、発展途上の「南」全域にこの考え⽅を広めることができた。ワシン
トン・コンセンサスは、⾮常に⼤雑把に⾔えば、融資に付随するアドバイスの標準パッケ
ージとなった⼀連の政策を反映したものである。第⼀の段階は、インフレを抑制し、政府
の財政⾚字を削減することによって、経済の安定を作り出すことを⽬的とした⼀連の政策
であった。多くの発展途上国、特にラテンアメリカ諸国は 1980 年代にハイパーインフレ
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に⾒舞われた。そこで、政府⽀出を削減し、⾦利を引き上げてマネーサプライを減らすと
いうマネタリスト的アプローチが推奨された。第⼆段階は、貿易と為替レートの改⾰で、
グローバル経済に統合できるようにした。これには、国家による輸出⼊規制の撤廃が含ま
れ、通貨の切り下げもしばしば⾏われた。最終段階は、補助⾦や国家統制を撤廃し、⺠営
化プログラムに取り組むことで、市場原理が⾃由に働くようにすることだった。 

（２） 世界⾦融危機と G20 の出現  

⾦融危機がアジアを襲った 1990 年代後半には、ワシントン・コンセンサスの成果が最
適とはほど遠いことが明らかになりつつあった。批判の⾼まりは、開発を単なる経済成⻑
としてとらえるのではなく、貧困削減や途上国政府と市⺠社会双⽅の参加の必要性へと焦
点を移すアプローチの変更へとつながった。この⽅向転換は、G20 の結成を含むポスト・
ワシントン・コンセンサスとして知られるようになった。 

1999 年に財務⼤⾂会合として設⽴され、2008 年に⾸脳会合に昇格した G20 は、今⽇普
及しているグローバル経済ガバナンスに関する様々な多国間フォーラムの中で、独特の存
在へと発展してきた。BRICS（ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ）は、開発
⾦融におけるグローバルな秩序設定の当事者の⼀部となっており、グローバルサウスの強
⼒な台頭と G20 にアフリカ連合（AU）が加わったことで、先進的な「北」に属さない新
興経済圏が拡⼤し、マルチラテラリズムの原則に基づく持続可能で包摂的なグローバル・
ガバナンスのための代替的な道筋を⾒出すことに関⼼を持つ政策アナリストや研究者たち
から、より注⽬されるようになった。   
アジア⾦融危機をきっかけに始まった G20 の焦点は、主に⾦融である。2008 年に⾸脳

サミットに昇格する以前は、G20 は財務⼤⾂と中央銀⾏総裁の下でのみ会合し、議論を⾏
っていた。⾦融トラックの重要性は、2009 年の⾸脳サミットでさらに強固なものとなり、
G20 は⾃らを「国際経済協⼒のための最⾼のフォーラム」と位置づけた。G20 の⾦融トラ
ックは、加盟国と欧州連合（EU）による重要な議論に関与している。財務トラックにおけ
る最近の成果としては、債務サービス停⽌イニシアティブ（DSSI）、DSSIを超える債務処
理のための共通枠組み、G20 持続可能な⾦融ロードマップ、質の⾼いインフラ投資のため
の G20原則、パンデミック予防・準備・対応（PPR）のための⾦融仲介基⾦（FIF）の創
設提案などが挙げられる。⾦融トラックでの成功は、2010 年に始まったシェルパ・トラッ
クや様々なエンゲージメント・グループ（EG）など、G20 の他の活動が過去 18 年間に繁
栄しなかったことを意味するものではない。G20 は常任事務局を持たない持ち回り議⻑国
というユニークなモデルであるため、各加盟国は G20 に独⾃⾊を加えることを選択してき
た。オーストラリア（2014 年）はジェンダーに焦点を当て、ブリスベン⾸脳会議では、労
働⼒におけるジェンダー格差を 2025年までに 25％削減するという⽬標であるブリスベン
ゴールを⽀持した。⼀⽅、ドイツ（2017年）は、サミット期間中に G20アフリカ・コン
パクトを⽴ち上げた。パンデミックによってもたらされた多くの必要性を考慮し、イタリ
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ア（2021 年）の議⻑国は、"Covid-19パンデミック時およびそれ以降における⾏動への呼
びかけ "と呼ばれるマテーラ宣⾔を中⼼に据えた。昨年、インド（2023年）の議⻑国は、
LiFE（持続可能な開発のためのライフスタイル）により、ライフスタイルの観点から持続
可能性に焦点を当てた。   
研究者の中には、G20 のプロセスが任意的なものであり、定められた⼿続き規則がない

ことから、その正当性に疑問を呈する者もいる。とはいえ、この任意的な性質こそが、北
の先進⼯業国と南の発展途上国との最初のパートナーシップである G20 をうまく機能させ
てきたのであり、多くの国やグループが参加し、グローバルな新秩序を追求することを熱
望する、最も⺠主的な多国間フォーラムのひとつとなっている理由でもある。G20 の決定
には拘束⼒がないため、国際原⼦⼒機関（IAEA）、国連安全保障理事会（UNSC）、世界貿
易機関（WTO）など、より構造化された多国間組織と⽐較すると、⽂書の履⾏が不⼗分
な場合がある。とはいえ、G20 の会合は、それ以上ではないにせよ、同等の関⼼をもって
フォローされており、⼆国間および多国間の場において、その議論は重要なウェイトを占
めている。 

2. G20 におけるグローバルサウスの発展と進化に関する
新たなグローバル・コンセンサス  

G20 は、その構成と輪番議⻑による議題設定の役割から、グローバル・ガバナンスに関
する多国間フォーラムの中でも、毎年その姿を変える数少ないもののひとつである。この
事実は多くの多国間専⾨家を混乱させ、国家からなるコミュニティを代表することの正当
性を疑問視させたが、この多国間イニシアティブにとってはうまく機能している。かつて
の北の G8、そして現在の G7は、グローバル・ガバナンスの守護者であり、ワシントン・
コンセンサスの推進者である。1999 年の年次サミットでは、「ワシントン・コンセンサス
の枠組みの中で、システム上重要な国同⼠の対話のための⾮公式なメカニズムを確⽴す
る」ことが約束され、G20 諸国の選出につながった。1999 年から 2008 年までの G20 の
最初の 10 年間は、アジア⾦融危機の余波に焦点が当てられていたため、⽐較的地味なも
のであった。会議は、より強固で健全な世界⾦融構造の構築に集中した。G20 の⾦融トラ
ックは、この時期に⾜場を固めた。2009 年に G20 が⾸脳会議に昇格した後も、⾦融トラ
ックの重要性は維持され、⾸脳は G20 を「国際経済協⼒のための最⾼のフォーラム」と呼
んだ。しかし、G20⾸脳会議は年 2回の開催から年 1回に縮⼩された。 

シェルパ・トラックは現在 13のトラックで構成されており、そのすべてが⻑年にわた
って誕⽣してきた。しかし、⼥性のエンパワーメントを導⼊したブラジル議⻑国によっ
て、これはさらに変化しつつある。伝統的に、多くのトラックはまずタスクフォースとし
て導⼊され、1 年後に本格的な作業部会として導⼊される。タスクフォースは、作業部会
の職務権限の設定を⽀援し、各会合の議題を決定する。⻑年にわたり、さまざまな議⻑国
において設⽴された作業部会には次のようなものがある：開発作業部会（DWG）は、韓
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国議⻑国（2010 年）に発⾜して以来、G20 の開発アジェンダに向けて活動している。フ
ランス議⻑国（2011 年）は、農業副⼤⾂部会を創設した。オーストラリア議⻑国（2014
年）の⾸脳宣⾔により、雇⽤作業部会が創設された；アルゼンチン議⻑国（2018 年）は教
育作業部会（EdWG）を、サウジアラビア議⻑国（2020 年）は観光作業部会と G20⽂化
⼤⾂会合を、イタリア議⻑国（2021 年）はデジタル経済作業部会を、そして最近ではイン
ド議⻑国が 2023年に災害リスク軽減（DRR）作業部会を開始した。 

さらに、G20 議⻑国によって、加盟国間の対話を促すための「イニシアティブ」もいく
つか⽴ち上げられた。これらのイニシアチブを主導するのは、主に政府機関である。例え
ば、サウジアラビアの議⻑国時代に開始された宇宙経済リーダー会議（SELM）は、サウ
ジアラビア宇宙委員会（2020 年）、イタリア宇宙庁（2021 年）、インドネシア国家研究⾰
新庁（2022 年）が主導した。インドの宇宙研究機関（ISRO）は、インドの G20 議⻑国と
して第 4回 SELMを開催した。インドの G20 議⻑国としての新たな「イニシアチブ」
は、最⾼科学顧問円卓会議（CSAR）である。G20-CSARは、G20 各国⾸脳の最⾼科学顧
問を集め、世界の科学技術政策問題を議論するための効果的な制度的アレンジメントやプ
ラットフォームを構築することを⽬的としている。 

G20 は、現在の議⻑国として、新たな「イニシアティブ」を導⼊したり、新たな関与グ
ループや作業部会を⽴ち上げたりする余地がある⼀⽅で、教育、気候・環境、雇⽤といっ
たトピックについて、他のフォーラムで⾏われている議論に常に注意を払う必要がある。
例えば、雇⽤作業部会では国際労働機関（ILO）の動向を、教育作業部会では変⾰する教
育サミット（TES）の影響を把握する必要がある。 

グローバル・ガバナンスを形成する国連システムの下にある他の多国間機関と⽐較した
場合、G20 は異例中の異例である。シェルパ・トラックに新たな作業部会を追加し、ホス
ト国がイニシアティブを⽴ち上げ、⾮政府関与グループが政府間協議に参加し声明を発表
し、⾸脳会議の前に⾸脳に提案を⼿渡すメカニズムは、多国間組織やフォーラムの標準的
な形式ではない。 

しかし、このことが G20 を多国間ガバナンスの⼤胆なアイデアを議論する場として成功
させている。G20 は、ワシントン・コンセンサスに代わる新たなグローバル・ガバナンス
の輪郭を決定するための常設の事務局や明確な⼿続規則を持たないかもしれないが、先進
国と発展途上国が共に、どのような形であれ、議⻑国としての主体性を発揮できる場を提
供している。他の多国間機関では、たとえ加盟国が議⻑国になったとしても、議⻑国とし
ての影響⼒や権限を制限する⼿続規則に縛られる。G20 ではこのようなことはなく、各加
盟国に G20 を独⾃のものにするための平等なスペースが与えられている。その⼀例が、ロ
シア議⻑国時代（2013年）に設置されたエネルギー持続可能性作業部会である。同作業部
会は、ドイツ議⻑国（2017年）に気候・エネルギー持続可能性作業部会の⼀部となるま
で、その議題を継続した。これは、ドイツがこの 2つの概念は相互にリンクしていると考
えたからである。しかし、アルゼンチン議⻑国時代（2018 年）には、この 2つの概念は切
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り離され、環境・気候サステイナビリティ作業部会とエネルギー移⾏作業部会という別々
の作業部会で議論されるようになった。それぞれの変更は、エネルギー持続可能性と気候
持続可能性が気候持続可能性とエネルギー移⾏になった過去のインプットを反映してい
る。 

3. 新たなグローバル・ガバナンス・メカニズムの合意形
成に向けた G20 におけるトロイカ・グローバルサウス
議⻑国  

G20 は 10 カ国の途上国と 10 カ国の先進国で構成されている。この均等なバランスは、
グローバル・ガバナンスに取り組む多国間フォーラムにおいて興味深く機能している。
G20 とその持ち回り議⻑国についてユニークなことのひとつは、議⻑国を選ぶプロセスに
ある。 

G20 議⻑国はローテーション・モデルに基づいて選ばれる。加盟国の集まりが 5つのグ
ループを形成する：グループ 1（オーストラリア、カナダ、サウジアラビア、⽶国）、グル
ープ 2（インド、ロシア、南アフリカ、トルコ）、グループ 3（アルゼンチン、ブラジル、
メキシコ）、グループ 4（フランス、ドイツ、イタリア、英国）、グループ 5（中国、イン
ドネシア、⽇本、韓国）である。20番⽬の加盟国である EUは、どのグループにも属して
いない。地域組織として、G20 を主催することはないが、参加メンバーであり、すべての
公式⽂書でペンホルダーとなっている。G20 の議⻑国は、各グループが策定したとおり、
毎年、各グループのメンバーから別のメンバーへと移動する。 

G20 議⻑国のもうひとつのユニークな点は、トロイカという概念である。このトロイカ
は、過去、現在、そしてこれからの議⻑国で構成される。トロイカの⽬的は、議⻑国から
他の議⻑国へのシームレスな移⾏を保証することである。これは、事務局が輪番制である
ことを考えれば、極めて重要なことである。各グループの構成とメンバー構成を考える
と、2023年まで G20 に「南」からのトロイカが存在したことはない。「北」の議⻑国は、
ほとんどの場合、「南」の議⻑国に続く。グローバルサウスの議⻑国が 2回続いたのは、
2015年から 2016年にかけてのトルコ（2015年）と中国（2016年）だけである。トロイ
カがグローバルサウス（インドネシア、インド、ブラジル）であったのは、インドの議⻑
国時代だけであった。この傾向は現在のブラジル議⻑国でも続いており、トロイカはイン
ド、ブラジル、南アフリカで構成されている。サウジアラビアは、Covid-19 の流⾏が
2019 年の議⻑国を覆ったため、南アフリカに次ぐ G20 議⻑国として関⼼を集めている。 

このように、グローバルサウスは G20 の明確な構造の中で、アジェンダを形成し、議論
に新たな対話をもたらすことのできる、より⼤きなスペースを獲得しつつある。G20 にお
ける「グローバルサウス」の声の結集の影響は、インドネシアが G20 議⻑国を務めている
間に最も明確に⾒ることができた。ロシアとウクライナの紛争は、グローバル・ガバナン
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スに関するこの多国間フォーラムにおけるインドネシアの G20 議⻑職に深い影響を与え
た。ウクライナに対する強い⽀持感情は、グローバルサウスの懸念とますます同⼀視され
るようになったロシア連邦を、グローバルノースと敵対させ、苛⽴たせる結果となった。
インドネシアの議⻑国では、ロシア介⼊時のウォークアウトが常態化し、他のすべての加
盟国に対し、ロシアへのボイコットに参加するよう圧⼒がかけられた。ブラジル、南アフ
リカ、インドなど、グローバルサウスの国々の多くは、それに賛同しなかったので、ほど
ほどの成功であった。  

2022 年、インドネシア議⻑国は、優先順位の⾼い 3 つの⽬標を設定し、それぞれの実⾏
計画を策定した。すなわち、トランジション・ファイナンスフレームワークと国際⾦融機
関の信頼性向上、アクセシビリティとアフォーダビリティに焦点を当てた持続可能な⾦融
⼿法の拡⼤、エネルギー移⾏を⽀援するための融資のインセンティブ化であり、これらは
すべて、グローバルサウスに関連性が⾼く、優先順位の⾼い分野である。  

2023年、インド⼤統領府は、タイムリーで適切な気候変動資⾦を動員するためのメカニ
ズム、持続可能な開発⽬標のための資⾦調達の実現、災害への回復⼒を⾼めるための資⾦
調達のためのエコシステムの能⼒構築という 3 つの優先⽬標を設定し、それぞれの実⾏計
画を策定した。 
インドはインドネシアから学び、G20 の価値を理解し、保健、エネルギー転換、持続可
能な資⾦調達に焦点を当てた過去の議⻑国のフォローアップとして、G20 バーチャル事務
局を創設した。主にロシアとウクライナの紛争に起因するインドネシアの複雑な G20 議⻑
国就任に続き、インドの議⻑国就任は、これらの問題に関して世界の南と北の架け橋とな
った。インドネシアの G20 議⻑国期間中、各国は閣僚級⽂書の⽂⾔について合意でき
ず、すべての G20 作業部会は議⻑総括を発表した。 

議⻑総括とは、その名の通り、議⻑国による議論や審議をまとめたものである。これ
は、加盟国が持続可能な開発⽬標（SDGs）に関する重要な成果⽂書の⼀部を提出したこ
とを意味する。幸いなことに、G20⾸脳は 2022 年 11⽉のバリ・サミットで発表された⾸
脳宣⾔の⽂章を交渉することができた。インド議⻑国の最も意義深い勝利は、    
Vasudhaiva Kutumbakam（ヴァスダイヴァ・クトゥンバカム）というテーマであった。こ
れは「世界は⼀つのファミリーであるという精神の基の、⼀つの世界,⼀つのファミリー、
⼀つの未来」と翻訳される。このテーマは、すべての当事者に、対⽴が互いのコミュニケ
ーションの⾏き詰まりにつながってはならないことを理解させることを意図していた。ま
た、「われわれ対彼ら」というアプローチから、グローバルサウスにより共鳴的な「共同
体」という感覚へと議論をシフトさせることにも主眼が置かれた。インドネシアの G20 議
⻑の下でのロシア・ウクライナ紛争を踏まえ、G20 メンバー国すべてがこのテーマを⾼く
評価した。  
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ブラジルは、南アフリカに引き継ぐ前に、グローバルサウスにしっかりと根ざしたトロ
イカを主導するというユニークな⽴場にある。インドによってもたらされた推進⼒は、ブ
ラジルの G20 議⻑国就任をよりインパクトのあるものにする可能性がある。それぞれのグ
ローバルサウスの国がより世界を動かす考えを提出し、次の国がブラジルさらにそれを押
し進めるという伝統を打ち⽴てることになる。ブラジルの G20 議⻑国就任は、ブラジルが
国際舞台で再び脚光を浴びるようになった歴史的かつ象徴的な瞬間であり、グローバルサ
ウスにとって優先すべき課題として、飢餓、貧困、不平等との闘い、持続可能な開発の 3
つの側⾯（経済、社会、環境）、そしてグローバル・ガバナンス改⾰が含まれることを意
味する。ブラジルが G20 議⻑国を務める期間中、G20 を構成する作業部会やタスクフォ
ースの 100 を超える会合が、ブラジルの 5つの地域の開催都市で、技術レベルや閣僚レベ
ルにおいて、直接またはバーチャルの両⽅で開催される。ハイライトは、11⽉ 18 ⽇と 19
⽇にリオデジャネイロで開催されるサミットである。 

4. グローバル・ガバナンスに関する G20 のアジェンダ設
定におけるアカデミアと⾮国家主体の参加 

開発資⾦、気候変動、⾷糧安全保障、エネルギー転換、包括的な経済成⻑に関する新し
い世界秩序の確⽴について、過去 18 年間の G20 の累積的な成果を⾒ると、G20 は毎年異
なる陶芸家によって成形される粘⼟のように機能してきた。 

G20 では、市⺠社会組織の動員は、第 1回サミット（2008 年 11⽉、ワシン トン）で
明らかになった。この動きは、翌年ロンドンで開催された⼈権、開発、環境に関する会議
でさらに加速した。他の多国間フォーラムと同様、各国政府は⾮国家主体との交流を徐々
に構造化することで、この動きに対応した。⼤体⾮国家主体の参加は、2009 年（ロンド
ン）と 2010 年（トロント）に開催された抗議⾏動のように、暴⼒的なデモが⾏われ、活
動家が逮捕されることを引き起こす。このことは、G20 が、さまざまな⾮国家アクターを
巻き込むためにより包括的な⽅法でグローバルサウスの視点を取り⼊れることが必要であ
ることを⽰した。  

2010 年に韓国が議⻑国に就任したことで、G20 の各加盟国から⾮政府組織の参加者と
して任命され、シェルパ・トラックの各作業部会に参加し、政策決定プロセスに貢献し、
⾸脳サミットの前に G20⾸脳に提⾔を提供する、様々なエンゲージメントグループが形成
された。  
エンゲージメント・グループのアイデアは、韓国の議⻑国時代に⽣まれたものかもしれ

ないが、複数の G20 議⻑国が、⻑年にわたってさまざまなエンゲージメント・グループを
追加してきた。Business20 は韓国の議⻑国（2010 年）に誕⽣し、フランスの議⻑国
（2011 年）はカンヌで Labour20 の重要性を認識し、メキシコの議⻑国（2012 年）は
G20 諸国のシンクタンクや研究機関とエンゲージメントする Think20 を設⽴し、ロシアの
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議⻑国（2013年）は Civil20 を公式エンゲージメント・グループとして認め、トルコの議
⻑国（2015年）はWomen20 を発⾜させ、最近ではインドの議⻑国（2023年）に
StartUp20 が公式エンゲージメント・グループとなった。  
エンゲージメント・グループは、程度の差こそあれ、シェルパ・トラックの機能を反映

している。すべてのエンゲージメント・グループ（EG）に共通するのは、それぞれに初会
合とサミット会合があることで、初会合ではホスト国がエンゲージメント・グループの議
⻑国としてのアウトラインを共有し、サミット会合では議⻑国としての成果を共有する。
EGsに各国が参加することで、G20 各国の労働組合が会合を開いて問題を議論したり、
StartUp20 の⼀環として起業家がコラボレーションを⾏うなど、さまざまな⽴場の⼈々の
結びつきが深まるきっかけとなっている。EGsの成功は、Values20や News20 のような⾮
公式なエンゲージメント・グループが、他の G20 会議の傍らで会合を開き、公式な G20
エンゲージメント・グループとなるまで、さらなるエンゲージメントを発展させているこ
とからも明らかである。 
エンゲージメント・グループは、特定の分野における⾮政府間交流を促進するための各

議⻑国からの呼びかけの⼀部である⼀⽅、作業部会の導⼊は、議⻑国からの呼びかけだけ
でなく、特定のトピックに関する議論を必要とする⾮国家主体に代表されるグローバルサ
ウスを代表するものであった。  

シンクタンク 20（Think Tank 20）は、学術界と研究界を結集した⾮国家主体による関
与グループである。シンクタンク 20（T20）は、2012 年にメキシコが議⻑国に就任し、
信頼される国際協⼒のための新たな空間とアイデアを創造する能⼒を備えた、活発で⾰新
的な、相互連結されたグローバル・ソリューション・プロバイダーの表現として活動して
いる。そしてそれは、託されたグローバルな協⼒のために新しい活動の場とアイデアを提
供できる能⼒を作り出すことができる。T20 は、単⼀の関⼼分野への取り組みや特定の提
案の提唱に限定されない、多⾯的テーマ的を追求する性格を持つ。このイニシアチブは、
対話と共同提案の調整を促進する最も⼤きな可能性を持つ、最も影響⼒のあるグループと
考えられている。  シンクタンク 20 以外に、G20 のエンゲージメントグループには、ビ
ジネス 20、若者 20、労働者 20、科学 20、⼥性 20、市⺠ 20、スタートアップ 20 などが
ある。 
Think20 は、G20 の公式エンゲージメント・グループのひとつである。このグループは

2012 年 2⽉にメキシコシティで初めて会合を開き、ロスカボス G20 サミットの議題につ
いて議論した。この会合には、さまざまな国から 25名のシンクタンク専⾨家が集まっ
た。Think20 はしばしば G20 議⻑国からマンデートを与えられ、その後もワークショップ
や会議を開催し続けている。2017年、ドイツの G20 議⻑国の下、Think20プロセスは、
G20 とその様々な作業部会に対する政策提⾔に取り組むため、幅広い国々から専⾨家を集
めた課題別タスクフォースを設置することで、新たな構造的基盤を築いた。  
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Think20 のプロセスは通常、優先事項を定め、専⾨家を集めるための初会合で始まり、
次の議⻑国に指導的役割を引き継ぐ前の⾸脳会議で終わる。この 2つの画期的なイベント
の間に、多くのサイドイベントが開催され、特に関連性の⾼いトピックが特定され、共同
政策ブリーフの共同執筆チームが結成された。2017年以降、Think20プロセスは、その後
のアルゼンチン、⽇本、サウジアラビア、イタリア、インドネシア、インドの G20 議⻑国
において、規模を拡⼤し、科学的な議論を深めてきた。特に過去 3年間、G20 と Think20
の議論は、気候変動、⽣物多様性の損失、海洋汚染、⾷料安全保障、社会的不平等、財政
スペースなどについて、ますます重なり合う危機によって形成された。こうした複数の危
機の接点で展開される様々な取り組みは、Covid-19 のパンデミック、ウクライナにおける
ロシアの戦争、そして最近ではガザ地区におけるイスラエルとハマスの戦争によって、さ
らに悪化している。複数の危機に対処するための政策協調は、G20 を直接経由するさまざ
まな同盟関係が存在し、地政学的環境がますます厳しくなる中で⾏われる。しかし、⽬の
前の危機によって、その分断線はさまざまであり、G20やアフリカ連合、そしてそれを超
えて、テーマごとに特定の同盟が動員されている。 
T20 の特⾊は、単⼀の関⼼分野への取り組みや特定の提案の提唱に限定されないため、

その多テーマ的な性質にある。この理由から、T20 は、相⼿国との対話と共同提案の調整
を促進する可能性が最も⾼いエンゲージメント・グループのひとつであると思われる。こ
のような幅広いテーマ範囲は、各国の組織委員会に課題を突きつける。ブラジル議⻑国期
間中、6つのタスクフォースは、不平等、飢餓、貧困との闘い、持続可能な気候変動対策
と公正で包摂的なエネルギー転換、国際⾦融構造の改⾰、持続可能で包摂的な開発のため
の貿易と投資、包摂的なデジタル変⾰、多国間主義とグローバル・ガバナンスの強化とい
うテーマについて議論する。ジェンダーと⼈種は、これまでの T20 では⼗分に取り上げら
れてこなかったかもしれないという認識の下、分野横断的な問題となる。2024 年の T20
のナショナル・コーディネーターは、応⽤経済研究所（IPEA）、アレクサンドル・デ・グ
スマオ財団（FUNAG）、ブラジル国際関係センター（CEBRI）となる。最初の⼆つは公的
な財団であり、第３番⽬は独⽴組織である。包摂性と代表性を正統性と有効性の要素と考
え、委員会は T20 の組織に 2つの「諮問評議会」（1つは国内、もう 1つは国際）を加え
た。これは、世界のシンクタンク・コミュニティーの参加を拡⼤する試みであり、ヨーロ
ッパ、北⽶、そして最近ではアジアといった、通常の代表性の⾼い地域を超えようとする
ものである。 
T20 のプロセスは、焦点となるトピックに関する政策概要を募集するインセプション会

議から始まる。これに続く中間会議は、共同議⻑の審議、主要政策提⾔、コミュニケ、シ
ェルパへのアウトリーチへとつながり、閣僚作業部会に到達する。  最終的な実施計画と
政策対話が発表されるシンクタンク・サミットでプロセスが始まる。サミット期間中には
サイドイベントも開催され、同様のイニシアティブが議⻑に提⽰される。T20 は、G20や
南北協⼒のための新しく⼤胆な視点やアイデアとなる政策概要を作成する。例えば、債
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務、気候エネルギー、社会正義、⾃由貿易、健康繁栄、ウェルビーングなどである。シン
ク 20 コミュニケがセットされ、G20⾸脳の最終⽂書に使⽤される。 
ブラジルの G20組織委員会の共通の関⼼事は、関与グループ間の調整を深め、公式トラ
ックへの提案を相互に強化することである。何⼈かの国別コーディネーターは、この協調
的なダイナミズムがブラジル議⻑国の差別化要因になると期待している。また、ブラジル
の議⻑国としての特徴として、構造的⼈種主義との闘い、⿊⼈⼈⼝の経済的エンパワーメ
ント、気候変動が脆弱なグループに与える不平等な影響など、いくつかの側⾯における⼈
種的平等の促進を議題に加える意向も予想される。ブラジル議⻑国の間の⾮国家アクター
の活動 共和国⼤統領府事務総局は、政府と市⺠社会の対話において⼤統領を⽀援する責
任を負う閣僚級の機関である。事務局は、グローバルサウスのエンゲージメント・グルー
プ間の交流を奨励し、「G20 ソーシャル」という新しいコンセプトを発表した。このコン
セプトは、シンクタンク 20 の活動、シェルパ・トラックおよびファイナンス・トラック
との共同イニシ アチブ、⾃主的に組織された NGO の活動を、リオ・デ・ジャネイロで 
11 ⽉ 18〜19 ⽇に予定されている G20 サミットの直前の 11 ⽉ 14 ⽇および 15 ⽇の
ソーシャル・サミットにつなげるものである。 

5. ワシントン・コンセンサスに代わる G20 におけるグロ
ーバルサウスの挑戦 

近年、G20 は危機管理委員会からステアリンググループへと変貌を遂げ、そのアジェン
ダは⾦融問題以外にも広がったが、気候危機や⽣物多様性の損失のようなゆっくりと発⽣
する事象や、グローバルサウスとノースで⽴場が⼤きく異なる、地域を超えた移⺠や社会
的不平等のような、より構造的な問題への取り組みにおいては、あまり効果的でないこと
が明らかになった。過去 2回と現在の G20 議⻑国は、バリ、ニューデリー、リオでのサミ
ットの公式議題の⽚隅で、様々な⾮国家主体や⼀般市⺠が、審議、調整、公式サミットの
近くで⾏われる無数の⼆国間会合を通じてグローバルな課題に取り組むためのフォーラム
を提供する、ハイブリッドなフォーカルポイントのような役割を果たしている。  

このようなテーマ別の開放により、G20 はより包括的なものとなり、グローバルサウス
からのインプットや、シンクタンク、アカデミア、市⺠社会、ビジネス・セクターなどの
⾮政府アクターの関与を受け⼊れるようになった。さらに、2023年にインドが G20 議⻑
国を務める際に、アフリカ連合が正式メンバーとして招聘された。アフリカ連合の加盟
は、G20 のグローバルサウス（南半球）の包摂性を⾼め、特に中低所得国の開発課題に関
して、そのテーマ範囲をさらに広げる可能性を秘めている。  
例えば、債務危機への対応は G20 の内部から求められており、⺠間債権者のホスト国で

ある G7諸国と最⼤の公的債権者である中国の双⽅に、中低所得国の債務負担を救済し、
持続可能な開発指向の政策を⽀援するための公的資⾦を解放するよう求めている。世界銀
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⾏や国際通貨基⾦などの国際⾦融機関の改⾰については、G7以外のグローバルサウス・
グループが G20 諸国内で構造改⾰への効果的な働きかけを⾏い、インドネシア、インド、
ブラジルが議⻑国である G20 のプラットフォームが改⾰への圧⼒を⾼めてきた。しかし、
改⾰そのものは、⾦融機関とその最⼤の株主である G7諸国によって推進されるには⾄っ
ていない。      
最後に、同盟関係は G20 の枠外でも発展している。BRICS+グループの拡⼤はその⼀例

である。2024 年 1⽉以降、創設メンバーであるブラジル、ロシア、インド、中国、南アフ
リカは、グループを拡⼤し、エジプト、エチオピア、イラン、サウジアラビア、アラブ⾸
⻑国連邦を加えた。このように、⼀⽅では、G7諸国、移⾏経済⼤国、アフリカ連合を⼀
堂に集め、正式な多国間機関の枠外で共同意思決定を可能にする、グローバルサウスを代
表するプラットフォームとしての G20 の強化がある。他⽅では、グループ・ベースのガバ
ナンスにおける様々なグループの拡散も観察され、グローバルサウスに関連するトピック
や⽬下の課題に応じて、同盟の柔軟な構築や様々な同盟関係の活⽤が可能になっている。  
ダイナミックな同盟関係の構築と新ワシントンコンセンサスに⾄る代替案を提供するア

ジェンダの再構築の中で、シンク２０の構成メンバーのシンクタンクは、G20 諸国をはじ
めとするシンクタンク・コミュニティとそれをさらに超えて、専⾨知識と熟議するプロセ
スに基づき、科学的知⾒に基づく政策提⾔を⾏うというますます重要な役割を担ってい
る。このような基本的な機能だけでなく、Think20 は、国境を越えた学際的な交流のプラ
ットフォームとして、トラック 2外交や、より根本的な国際的信頼構築の場としても機能
しています。また、例えば、G7のシンクタンク・プロセスである Think7との緊密な協⼒
などを通じて、G20 と G7の橋渡しをする必要性も⾼まっている。しかし、このような
Think20 の役割は、効率的かつ包括的なプロセスと、政策⽴案者との緊密かつ継続的な交
流を必要とするインパクト重視ということが満たされてはじめて可能となる。 
 

グローバルサウス・エコノミーが G20 議⻑国を 4 年間務めることになり、3年経った
今、「G20 で "南部 "ならではのリーダーシップが発揮された証拠は何か」という疑問の答
えは、G20⾸脳声明やシンク 20 のようなエンゲージメントグループが発表したコミュニ
ケからも⾒て取れる。   

政府間、企業間、シンクタンクの協⼒という観点からすると、⼀般的に、また G20プロ
セスの⼀環として、「南」と「北」というような政策アドバイスというものが存在するの
かという疑問が⽣じる。このことを考えるためには、G20 の審議を経済的、政治的、知
的、象徴的という 4つの異なるリーダーシップのカテゴリーに分類する必要がある。第⼆
段階として、異なる議⻑国によって展開されたリーダーシップの役割について、ここでは
G7で観察されたリーダーシップと関連付ける。知的リーダーシップ」に焦点を当てたの
は、諮問プロセスが直接的に貢献するリーダーシップの分野だからである。他のタイプの
リーダーシップへの貢献は、もちろん諮問プロセスを通じて⾏われるものであるが、その
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実施に必要な政治的、経済的、象徴的資源は、G20関連ではあるが、グローバルサウスの
プロセスを担うシンクタンクや研究機関のコミュニティにはない。  

G20 議⻑国やシンク 20 のようなエンゲージメント・グループの活動の枠組み条件は急
速に変化している。複数の危機が重なり合う中、G20 シェルパとファイナンス・トラック
は、今⽇の社会・政治・経済システムの複雑さと、地球規模でかつ譲れないエコシステム
の境界線と気候を考慮した、効果的な政策提案を策定することが求められている。地政学
的対⽴の⾼まりは、国際交渉におけるデッドロックの可能性を⾼めている。したがって、
グローバルサウスは、国際協⼒の新たなモデルを分析・提案し、さらには G7や G20 政府
間の意⾒の相違や誤解を埋めるために、トラック 2外交に取り組む必要がある。加えて、
いわゆるすでにコミットされた「レガシー・トピック」の保護がますます重要になり、
G20 と G7 の過去のコミットメントが忘れ去られないようにし、さらに G7 と G20 の
コミットメントが⼀致するか、少なくとも互いに⽭盾しないようにする必要がある。   
過去 3年間、インドネシア、インド、ブラジルの議⻑国において、グローバルサウスの
願望を象徴するような政治的、知的リーダーシップが展開された。インドネシア⼤統領府
は、世界がコヴィド 19 の⼤流⾏からゆっくりとしか抜け出せず、ロシアのウクライナ戦
争をめぐる緊張が密接に続くという⼤きな試練に直⾯した。この困難な状況の中で、イン
ドネシア政府は「多様性の中の統⼀」をテーマに、1955年のバンドン会議（いわゆる「⾮
同盟運動」で独⽴したばかりの国々が集まった瞬間）を繰り返し参照しながら、違いを超
えた対話を慎重に再構築するアプローチをとった。インド⼤統領府はこれを⼟台に、グロ
ーバル・ガバナンスの話題と認識を広くインド社会に浸透させるために利⽤した。G２０
の議⻑のテーマとして「ひとつの地球、ひとつの家族、ひとつの未来」の下、インド政府
は国際的な同盟国、近隣諸国、競合相⼿との関係におけると同様に⾃国⺠、学界、⺠間セ
クターの間において、多極化する世界における未来への関⼼、⽀持、認識を動員した。   
気候変動や飢餓と貧困との闘いといったグローバル・ガバナンスの基本的な問題に取り
組む権限を持つ、多元的で多様な国の⼀員として、ブラジルは、多くの声や闘争、メンバ
ー国や世界最⼤の経済であるグローバルサウスの⼈々や、⾮政府関係者の要求のためのス
ペースを確保する G20ソーシャルを創設した。ブラジルの G20 議⻑国は、グローバルサ
ウスに共通する課題というグローバルな性格を 反映した、様々なトピックについての議
論を強化したいと考えている。さらにブラジルは、市⺠社会との協⼒が分析され、適切な
場合にはいつでも、そしてコンセンサスを得ながら、⾸脳宣⾔に盛り込まれることを望ん
でいる。G20ソーシャルの⼀部である 13のエンゲージメント・グループは以下の通りで
ある：C20（市⺠社会）、T20（シンクタンク）、Y20（若者）、W20（⼥性）、L20（仕
事）、 U20（都市）、B20（ビジネス）、S20（科学）、Startup20（新興企業）、P20（議
会）、 SAI20（最⾼監査機関）、そして最新の J20（最⾼裁判所）と O20（海洋）であ
る。 
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これらのグループは、G20 各国内のグローバルサウスの社会からの要望や願望を指導者
に伝え、グループの決定に影響を与えるための広範な構造を提供しなければならない。ブ
ラジルの G20 議⻑国期間中には、50 以上のエンゲージメント・グループの会合や、グル
ープ各国の社会が参加するその他の活動が計画されている。13のエンゲージメント・グル
ープに固有の活動に加え、G20ソーシャルには、政治グループ（シェルパ・トラック）、
⾦融グループ（ファイナンス・トラック）、および当該グループの間で連携して実施され
るイニシアティブやイベント、さらには後者の⽂脈に属さない⾮政府レベルでのイニシア
ティブも含まれる。 
過去 3回の議⻑国およびそれに伴う諮問プロセスにおいて、「グローバルサウス」、「グ

ローバル・ガバナンスの南⽅化」、「南⽅シンクタンク」など、地理的なアイデンティテ
ィ・マーカーと連動する⽤語の使⽤が増加している。グローバルサウスという⾔葉は新し
くはないが、過去３年においてその注⽬度は増してきた。G20やエンゲージメント・グル
ープの審議におけるこの⽤語の使われ⽅は、アフリカ、アジア、ラテンアメリカの国々
や、太平洋やインド洋の⼩島嶼開発途上国を指す略語から、開発援助における GDPの⽔
準に基づく世界銀⾏の⽤語に代わる⽤語、あるいは、GDP以外、とりわけ、健康、教
育、社会インフラに対するアクセスを評価する指標も含む⼈間開発の状況を評価するため
の、より広範な基準に関する国連の⼈間開発指数に沿った⽤語まで、さまざまである。  
その⼀⽅で、この⽤語は、北半球にも南半球にも存在する異質性を無視し、⼆項対⽴で機
能しているとして、広く批判されてきた。過去 3年間、インドネシア・インド・ブラジル
の⼤統領の下で、私たちは実質的な政治的・知的リーダーシップが展開されるのを⽬の当
たりにしてきた。しかし、南（南アフリカやインドネシアの⼤部分）、あるいは⾚道以北
（中国）に位置する⼤規模な中所得経済圏のアクターによって、ますます注⽬され、利⽤
されるようになっているようだ。しかし、オーストラリアやニュージーランドのような
「南」の国々が「グローバルサウス」とみなされることはほとんどない。著者の中には、
⼀部の国々が「グローバルサウス」を⾃認するようになったのは、経済成⻑率が鈍化した
ためであり、その結果、「エマージングエコノミー」という⾔葉が使われなくなったのだ
と主張する者さえいる。  
アジア、アフリカ、ラテンアメリカに広がるグローバルサウスと呼ばれる⾚道以南の地
域には、世界⼈⼝の約 8分の 1 しか住んでいないことは確かだが、彼らの開発経験がグロ
ーバル・ガバナンスのレベルで取り上げられることがあまりにも少ないのは事実である。
G20 の未来は、「南」に存在する未来の多様な道筋への願望をグローバル・ガバナンスの
レベルに持ち込む責任がある。同時に、G20 は、実証的で、証拠に基づいた、差別化され
た⽅法で、代替経路に関する研究を⾏う責任がある。地理学の地政学化が起こっており、
「南⽅化」に含まれない南の国もあれば、「南⽅化」の定義を⽀配しているようにさえ⾒
える北の国もある。「南⽅化」という⾔葉は注意深く答えられるべきである。研究に基づ
く政策提⾔や科学外交は、その過程に持ち込まれる専⾨知識や認識論的親和性の質によっ
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て、常に優れたものとなる。シンク 20 が貢献できること、また貢献しなければならない
ことは、将来、すべての⼈が、グローバル・コモングッズのために建設的に協⼒し合う、
ポスト・ワシントンコンセンサスの多極化した新しい世界に住むことができるようにする
ことである。 

6. 結論 

G20 は常に進化し続ける多国間グループであり、あらゆるトピックの国際的な議論、グ
ローバルノースとグローバルサウスの国々にとって関連性のある問題、そして途上国と先
進国の要求について、常に最新の情報を提供している。近年、G20 は、ポスト・ワシント
ン・コンセンサス・ガバナンス・モデルの⼀環として、ますます多くのグローバルサウス
の提⾔を結集する活気あるネットワークとなっている。G20や Think20 のようなエンゲー
ジメントグループは、経済、⾦融、貿易、エネルギー、気候、デジタル、保健、労働、そ
の他の社会的な柱において、ワーキンググループでの審議に基づき、G20 議⻑国やその先
の G20 のアジェンダに関する提⾔を提供する政策ブリーフの数を増やしている。  さら
に、様々な原理やテーマの傾向を持った専⾨家、研究機関、シンクタンクが、G20 に加盟
する国、そして G20 を超えて、初会合やサミットなどの会議の審議に参加する機会も増え
ている。このことは、グローバルサウスの熱い思いのためのプラットフォーム構築の明確
な成功と⾒ることができるが、その影響⼒、継続性、そしてワシントン・コンセンサスの
オリジナルな作成者たちとの対話と交流を促進するには、成功したとは⾔えない。  

より⼤きな影響⼒を持つために、学術界、ビジネス界、そして G20 の公式プロセス
は、より緊密な関係を築くべきである。  重要な前提条件として、G20 の公式プロセス、
特にその様々なワーキンググループ、タスクフォース、イニシアチブとの緊密かつ継続的
で信頼に基づいたつながりを維持することが挙げられる。G20 の公式プロセスとの緊密な
関係を通じて、シンク 20 タスクフォースのようなエンゲージメントグループは、グロー
バルサウスが議論している優先課題、分析的インプットの⾯での需要について、より良い
情報を得ることができ、MIGA（武蔵野⼤学国際総合研究所）-グローバルサウス研究会提
案のような具体的な政策提⾔を提供する機会の窓となりうる。ポスト・ワシントン・コン
センサスを前進させ、政策インターフェイスと技術的助⾔の基盤を構成するのは、まさに
専⾨家、研究機関、シンクタンクの専⾨知識である。  
ブラジルと南アフリカの G20 と Think20 のプロセスにとって、これは次のことを意味

する：第⼀に、包摂的で、科学的に独⽴して、政治的にインパクトのあるやり⽅で、最も
優れた政策提⾔を形成し、活⽤するプロセスに注意を払うこと。第⼆に、ポスト・ワシン
トンのコンセンサスについて、多⾓的な分析レンズを⽤いながら、徐々に構築されつつあ
る共同⾔語を⼟台とするために、関係機関、専⾨家、シンクタンクの間で⻑年にわたって
培われてきた⻑続きするネットワークを⼤切にすること、第三に、グローバル・ガバナン
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スに対する「グローバルサウス」の提案が⼗分に理解され、対応されるように、G20 と
G7における収斂を補完することに焦点を当てた対応を展開することである。 
 
参考⽂献 
RDCY(2016).G20 とグローバル・ガバナンス, 重陽⼈⺠⼤学⾦融研究所. 
APPIHI（2022 年）。G20 におけるインドネシアの役割、BRIN 
Shome (2023).インドと G20 開発アジェンダ、ケンブリッジ⼤学出版局、ニューデリー 
CEBRI（2024 年）、G20 ブラジル-拡⼤対話、ブラジル国際関係センター。 
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第２章 

地球環境問題 
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政策提⾔ I 地球温暖化問題 

有⾺ 純 東京⼤学公共政策⼤学院特任教授 

1. グローバル・コモン・ターゲット 

地球温暖化問題に関するグローバル・コモン・ターゲットは SDG13「気候変動とその影
響と戦うため、緊急な⾏動をとる（Take urgent action to combat climate change and its 
impacts）」である。その後、2015年に「世界的な平均気温上昇を産業⾰命以前に⽐べて２℃
より⼗分低く保つとともに、1.5℃に抑える努⼒を追求すること、適応能⼒を向上させるこ
と、資⾦の流れを低排出で気候に強靱な発展に向けた道筋に適合させること等によって、気
候変動の脅威への世界的な対応を強化すること」を⽬的とするパリ協定が採択されたこと
に伴い、同⽬標が地球温暖化問題に関するグローバル・コモン・ターゲットとなった。 

しかし 2021 年の COP26 以降、「2℃〜1.5℃」という幅をもつパリ協定の温度⽬標のう
ち、1.5℃⽬標がデファクトスタンダードとなり、今⽇に⾄っている。直近の COP28 にお
いても「1.5℃⽬標を射程内に⼊れておく」ことを念頭にグローバルストックテイクの結論
⽂書が採択された。 

しかし COPの結論⽂書をもって、グローバルノースとグローバルサウスが 1.5℃安定化
をグローバル・コモン・ターゲットとして同じテーブルにいるとは⾔い難い。それは気候変
動に関する G7と G20 のメッセージの違いに顕著に表れている。 

2. 正統派経路 

温暖化問題に関し、欧⽶が提唱する正統派経路の考え⽅は 2023年 6⽉のＧ7広島サミッ
トの共同声明に凝縮されている。広島サミットコミュニケでは、気候危機に対応し、1.5℃
⽬標を達成するため、2025 年までに世界の GHG 排出量をピークアウトし、2019 年⽐で
2030 年までに 43%、2035年までに 60%削減することの緊急性が強調されている。その上
で 2030 年 NDC⽬標⼜は⻑期低排出発展戦略（LTS）が 1.5℃、2050 年までのネット・ゼ
ロ⽬標に整合していない主要経済国に対し、2030 年⽬標の再検討・強化、2050 年までのネ
ット・ゼロ⽬標へのコミットを要請している。更に遅くとも 2050 年までにエネルギーシス
テムにおけるネットゼロを達成するために、排出削減対策が講じられていない化⽯燃料の
フェーズアウトを加速し、2035年までに電⼒部⾨の完全⼜は⼤宗の脱炭素化を達成すべく、
国内の排出削減対策が講じられていない⽯炭⽕⼒発電を最終的にはフェーズアウトすると
している。そして削減⽬標と同様、主要経済国を含むグローバルサウスにも同様の⾏動を要
請している。 
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3. 多様性経路 

 これに対し、グローバルサウスの考え⽅は 2023 年 9 ⽉のＧ20 デリーサミットの共同声
明に凝縮されている。Ｇ20 サミットでは G7サミットと異なり、温暖化問題を「気候危機」
という⽂脈ではなく、「持続可能な未来のためのグリーン開発」という⽂脈でとらえ、G7サ
ミットが強調した 2025年ピークアウトについては、「温暖化を 1.5℃に抑えるモデル化され
た世界全体の経路では、世界のＧＨＧ排出量は 2025 年までにピークアウトが必要との
IPCC第 6次評価報告書の⾒解に留意する」との表現にとどめ、更に「全ての国においてこ
のタイムフレームでピークに達することを意味するものではなく、持続可能な開発、貧困撲
滅の必要性及び衡平性、各国の異なる事情に沿って形成される」として G7とのアプローチ
の違いを⽰している。また G7サミットが 1.5℃⽬標、2050 年カーボンニュートラルと整合
した形での NDC、⻑期⽬標⾒直しを求めたのに対し、G20 サミットでは「NDCをパリ協
定の気温⽬標に整合させていない全ての国に対し、各国の異なる事情を考慮しつつ、必要に
応じて、2030 年⽬標を再検討・強化するよう要請する」として 1.5℃⽬標を絶対視する⽴場
をとらなかった。 

この違いは 2℃⽬標で求められる削減経路と 1.5℃⽬標で求められる削減経路が⼤きく異
なることに起因する。IPCC 第 6 次評価報告書では 67％以上の確度で 2℃⽬標を達成する
ためには世界の CO2排出量を 2019 年⽐で 2030 年までに 22％、2035年までに 37％削減
することが必要とされている。他⽅、オーバーシュートをほとんど伴わずに 1.5℃⽬標を達
成するために求められる削減率は 2030 年までに 48％、2035年までに 65％と⼤幅に拡⼤す
る。 
［図表１］ 
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2023 年までのエネルギーCO2 削減実績と、1.5℃⽬標達成のために求められる今後の削減
経路を⽰せば下図のとおりとなる。 
［図表２］1.5℃⽬標達成のために必要な世界全体の CO2排出経路  

 
1.5℃⽬標達成のために必要な世界全体の CO2排出経路  

 世界中がコロナに席捲された 2020 年時点でさえ、世界の CO2排出量は対前年⽐で 5.5％
しか削減されなかったが、1.5℃⽬標を実現するためには、2023 年〜30 年に年率 9.0％、
2030-35年に年率 7.6％で世界の CO2排出量を削減せねばならない。 

先進国は 1.5℃を前提に 2030 年までに排出量をほぼ半減し、2050 年までにカーボンニュ
ートラルを達成することを⽬指しているが、上記のような排出削減経路が実現するには、先
進国のみならずグローバルサウスの国々も温暖化防⽌を⾄⾼の⽬標として今から絶対量で
排出量を削減させねばならない。 

しかしグローバルサウスには飢餓撲滅、貧困撲滅、質の⾼い教育、保健衛⽣の充実、エネ
ルギーアクセス、雇⽤機会の確保等の開発課題が⼭積しており、先進国と異なり、17の SDGs
における温暖化防⽌の優先順位は⾼いものではない。 
［図表３］ 
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4. 多様性経路を実現するための政策 

 温暖化問題の解決のためにはグローバルノースとグローバルサウスの協⼒が不可⽋であ
る。しかし 1.5℃⽬標、2050 年カーボンニュートラルを⾄⾼の⽬標とすれば、限られた炭素
予算の取り分をめぐってグローバルノース対グローバルサウス、更にはグローバルサウス
間での対⽴の先鋭化につながりかねない。また 2050 年全球カーボンニュートラルを出発点
とし、各国、各地域のエネルギーの実情を無視して急速かつ⾮現実的なエネルギー転換を⾃
国及び他国に強いることはエネルギーコストの上昇やカーボンリーケージを招き、政治的、
経済的、社会的持続可能性がない（後述「グローバルサウス・エネルギー」参照）。 
 世界の CO2排出トレンド特に中国、インド等のグローバルサウスの動向をみれば、1.5℃
⽬標、2050 年カーボンニュートラルを内容とする正統派経路が事実上破綻していることは
明らかである。しかしそれが温暖化防⽌に向けた国際的努⼒の放棄につながってはならな
い。1.5℃⽬標、2050 年カーボンニュートラルを過度に絶対視するのではなく、グローバル
サウスも賛同できる現実的な経路を追及すべきである。 
 もともとパリ協定第 2条は「産業⾰命以降の温度上昇を 2℃を⼗分に下回るものに抑え、
1.5℃までに制限するために努⼒すること」を謳っており、第 4 条では「2 条の気温⽬標を
達しするため、今世紀後半にカーボンニュートラル（排出量と除去量のバランス）を達成す
る」ことが謳われているのであって 1.5℃、2050 年カーボンニュートラルが決め打ちされて
いるわけではない。グローバルノースとグローバルサウスが共存できる現実的なグローバ
ルターゲットは「パリ協定の⽬的に照らし、今世紀後半のできるだけ早期のタイミングで全
球カーボンニュートラルを⽬指す」とするのが現実的である。 

グローバルサウスの⾏動変容を起こすためには資⾦フローの⼤幅な拡⼤が不可⽋であり、
国際資⾦取引税（FTT）などの⾰新的資⾦メカニズムの検討が必要である。「先進国が野⼼
的⾏動を要求→途上国は先進国の資⾦援助不⾜を⾮難→先進国は⺠間投資拡⼤のためには
途上国の事業環境改善と主張→途上国は先進国の責任転嫁を⾮難」という負のループが続
けば、温暖化問題の解決はできない。 
加えて緩和にばかり⼒点が置かれている気候資⾦フローを適応にももっと振り向けるべ

きである。2016年〜20 年の気候資⾦フローのうち、緩和に振り向けられたのが全体の 67％
を占めるのに対し、適応については 24％に過ぎない。緩和資⾦を通じた温室効果ガスの削
減効果は地球全体に均霑してしまうため、緩和資⾦を使った国、企業においてその効果がす
ぐに実感できない。他⽅、適応については資⾦を投⼊した地域において適応能⼒が⾼まり、
資⾦のベネフィットが実感しやすい。1.5℃、2050 年カーボンニュートラルと整合的な全球
的な温室効果ガスの削減が期待できず、温暖化による影響を受けるのもグローバルサウス
の諸国に集中することから、適応策への注⼒はグローバルノースとグローバルサウスの対
⽴緩和にも貢献するであろう。 
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政策提⾔ II エネルギー 

有⾺  純 東京⼤学公共政策⼤学院特任教授 
⽊村  繁 エネルギー特別顧問、東アジア・アセアン経済研究センター 

(ERIA) 
久⾕ ⼀朗 ⼀般財団法⼈⽇本エネルギー経済研究所資源・燃料・エネルギー

安全保障ユニット担任研究理事 
⼩林 良和 ⼀般財団法⼈⽇本エネルギー経済研究所 研究戦略ユニット兼 

クリーンエネルギーユニット研究理事 

1. グローバル・コモン・ターゲット 

 エネルギー分野におけるグローバル・コモン・ターゲットは SDG7「⼿ごろな価格で、信
頼でき、持続可能で、近代的なエネルギーへのアクセスをすべての⼈に（Ensure access to 
affordable, reliable, sustainable and modern energy for all）」である。SDG7の下にはターゲ
ット 7.1〜7.3と 7.a, 7.b が設定されている 。 

ターゲット 7.1 では「2030 年までに世界全体で⼿ごろな価格で信頼でき、近代的なエネル
ギーサービスへのアクセスを確保する」とされており、化⽯燃料であるか否かを問わず、電
⼒アクセスを改善することが最重要視されていることがうかがえる。ターゲット 7.a では
「2030 年までに、再⽣可能エネルギー、エネルギー効率、⾼度でクリーンな化⽯燃料技術
を含むクリーンエネルギーの研究・技術へのアクセスを容易にするための国際協⼒を強化
し、エネルギーインフラとクリーンエネルギー技術への投資を促進する」とされている。
COPにおける温暖化防⽌の議論では化⽯燃料の役割が排除される傾向が強いが、SDG7に
おいてはエネルギーアクセス改善の⽅策として「化⽯燃料のクリーンな利⽤」が明確に位置
付けられていることに注⽬すべきである。 

 事実、SDG7の達成の仕⽅は各国、各地域において⼤きく異なっている。例えば先進国に
おいて SDG7 は再⽣可能エネルギー中⼼のエネルギー構造への転換を⽬指すものと解され
るが、多くの途上国においては⽜糞、メタン等の伝統的なバイオマスから近代的な電⼒への
転換を意味する。2000 年から 2015年にかけて世界で新たに電⼒アクセスを得た約 11億⼈
のうち、69％は化⽯燃料⽕⼒、うち 45％は⽯炭⽕⼒によって電⼒の恩恵を受けている。ま
た SDG7 の解釈は資源国，⾮資源国においても⼤きく異なる。SDG7 がグローバルなコン
センサスとなったのは、幅広い道筋を許容するものであったからに他ならない。 

問題は本来、各国、各地域の発展度合い、資源賦存状況等によって多様性を有すべき SDG7
の進め⽅が、SDG13「気候変動とその影響と戦うため、緊急な⾏動をとる（Take urgent action 
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to combat climate change and its impacts）」、更にはパリ協定の下で「1.5℃、2050 年カーボ
ンニュートラル」という特定の温度⽬標、期限付き削減⽬標を最優先し、SDG7の追求を当
該⽬標の範囲内でしか認めないという傾向が強まっていることである。 

現実には SDG7 と SDG13 の間にはシナジーもトレードオフもある。今後とも⼈⼝、経
済拡⼤が予想されるグローバルサウスのエネルギーミックスにおいて化⽯燃料が引き続き
⼀定の役割を果たすことは⾃明であり、化⽯燃料を排除することはグローバルサウスのエ
ネルギーアクセス、エネルギーコスト負担、エネルギー安全保障に悪影響を与える可能性が
ある。特に⼀⼈当たり GDPが先進国を下回るグローバルサウスにおいてエネルギーコスト
が⼿ごろなレベル（affordable）であることは死活的に重要である。数⼗年の耐⽤年数を残
して⽯炭⽕⼒を廃⽌し、再エネ発電施設と蓄電池で代替することはエネルギーコストの追
加負担を増すだけである。先進国においてすらエネルギーコストの上昇による国⺠⽣活、産
業界への悪影響を防ぐため、様々な価格補助⾦が緊急避難的に導⼊されている。グローバル
サウスにおいてエネルギーコスト上昇が国⺠の⽀持を得られないことは⾃明である。 

近年、化⽯燃料を潤沢に使って国富を蓄積してきた先進国が 1.5℃⽬標を最重要視する⽴
場から途上国における化⽯燃料開発、化⽯燃料インフラ開発にブレーキをかける動きが顕
在化している。これに対し、グローバルサウスからはダブルスタンダード、エコ植⺠地主義
との批判が強まっており、国際協調を何よりも必要とする温暖化問題における南北対⽴を
激化させている。 

今、世界に求められていることは国際的なエネルギー転換、温暖化防⽌の議論を、⽅向性
としての脱炭素化は共有しつつも、現実の国際政治経済情勢と各国の国情を踏まえ、現実的
かつ多様なエネルギー転換経路、すなわち「One Goal, Various Pathways」を模索すること
である。 

COP28 においては「1.5℃⽬標を射程内におさめる」ことを旨としたグローバルストック
テイクが⾏われ、エネルギー転換が重要なイシューとなった。パラグラフ 28 においては、
「1.5℃の経路に沿った温室効果ガス排出量の⼤幅かつ迅速かつ持続的な削減の必要性を認
識し、締約国に対し、パリ協定およびそれぞれの国情、経路、アプローチを考慮した上で、
各国が決定する形で、以下の世界的な取り組みに貢献するよう呼びかける」との柱書の下、
「2030 年までに世界全体で再⽣可能エネルギー容量を 3倍にし、世界平均の年間エネルギ
ー効率改善率を 2 倍に」、「削減対策を講じていない⽯炭発電の段階的縮⼩に向けた取り組
みの加速」、「エネルギーシステムにおける化⽯燃料からの移⾏を、公正かつ秩序ある公平な
⽅法で、この重要な 10 年間における⾏動を加速化」等の８つの⾏動が列挙された。エネル
ギー転換をめぐる議論では先進国と島嶼国が「化⽯燃料フェーズアウト」を強く主張する⼀
⽅、資源国がこれに強く反発し、激しい対⽴を引き起こしたが、最終的に合意できた鍵は
「1.5℃経路に沿った排出削減の必要性を認識」しつつも、具体的な⾏動は「それぞれの国
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情、経路、アプローチを考慮した上で各国が決定」することとされたからである。これは
「One Goal. Various Pathways」の考え⽅と共通するものである。 

しかし、One Goal を 1.5℃、2050 年カーボンニュートラルに限定し、そこからバックキ
ャストしてしまうと経路の多様性が著しく限定されることになる。上述したような化⽯燃
料上流投資や化⽯燃料発電を排除する議論も 2050 年カーボンニュートラルを絶対視するこ
とに起因する。 

もともとパリ協定第 2条は「産業⾰命以降の温度上昇を 2℃を⼗分に下回るものに抑え、
1.5℃までに制限するために努⼒すること」を謳っており、第 4条では「第 2条の気温⽬標
を達しするため、今世紀後半にカーボンニュートラル（排出量と除去量のバランス）を達成
する」ことが謳われているのであって 1.5℃、2050 年カーボンニュートラルが決め打ちされ
ているわけではない。またOne Goal は「パリ協定の⽬的に照らし、今世紀後半のできるだ
け早期のタイミングで全球カーボンニュートラルを達成することに貢献すること」とする
のが現実的である。 

2. 正統派経路 

正統派経路の考え⽅は、国際エネルギー機関（IEA）が⽰す Net Zero Emissionシナリオ
（NZE）に端的に表現されている。すなわち「1.5℃、2050 年カーボンニュートラル」の実
現を前提とし、実現に向けた⼿段では需要の電⼒化や省エネルギー、再⽣可能エネルギーを
重視し、逆に化⽯燃料の利⽤を急減させる経路である。 

需要の電⼒化という点では、NZE は 2050 年に世界の最終エネルギー消費の 53%を電⼒
化する将来像を描く。2022 年の実績が 20％であることや、現在の政策に実現可能性の評価
を加えた Stated Policyシナリオ（STEPS）では 2050 年の電⼒化率は 30%であることと⽐
較すると⼤きな⾶躍であることが分かる。特に⼤きな変化を想定するのは⾃動⾞交通であ
る。NZEの下では電気⾃動⾞が急拡⼤し、その結果⾃動⾞⽤⽯油需要は⾮常に⼩さくなる。 

省エネルギーでは毎年 3.3%の原単位改善（最終エネルギー消費／GDP (USD 2022, PPP)）
を⾒込む。STEPS では、同じ期間の改善速度は毎年 1.8%である。近年の実績では、東⽇本
⼤震災後の強烈な危機意識の下で省エネに努めた⽇本でさえ、2010 年から 10 年間の改善
は年率 2.4%であった。これらを踏まえれば、NZEが求める効率改善は相当に野⼼的と⾔え
る。 

エネルギー供給では、太陽光と⾵⼒を柱とした再⽣可能エネルギーの⾮常に⼤きな伸び
を想定する。問題は、現在主流の⽕⼒発電と⽐較して、特に太陽光発電は設備利⽤率が⼩さ
いことから莫⼤な初期投資と⼟地を必要とすることである。NZEでは、2022 年実績との⽐
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較で 2050 年の世界の太陽光発電能⼒を 24倍、⾵⼒を 11倍にする。加えて、変動する発電
出⼒を調整するための蓄電池などが必要であり、需要地と発電地のミスマッチを解消する
ための送電網強化も求められる。これら投資の総コストは 2030 年まで世界で毎年 2.2兆ド
ルとなり、これは STEPS の約 1.6倍の規模である。 

⼀⽅の化⽯燃料は、2030 年より前に需要のピークを迎える。2022 年との⽐較では、⽯油
と天然ガスは 2030 年までに 20%以上、⽯炭にいたっては 45%も減る。グローバルサウス
では依然として⽯炭⽕⼒の新設が続いており、ガソリンや軽油を燃料とする⾃動⾞が⼤量
に売れている。将来化⽯燃料需要が減るという変化の⽅向は正しいが、NZE が想定する変
化の速度は現実と乖離しているのではないか。 

こうした変化をエネルギーシステムに起こすためのツールとしては、強⼒な規制ととも
に、カーボンプライシングや炭素市場といった市場原理を活⽤した⼿法が採られることが
多い。 

3. 多様性経路 

これに対し、多様性経路は「1.5℃、2050 年カーボンニュートラル」を所与の前提としな
い。今後のエネルギー供給の在り⽅を考えていく上では、SDG7「⼿ごろな価格で、信頼で
き、持続可能で、近代的なエネルギーへのアクセスをすべての⼈に（Ensure access to 
affordable, reliable, sustainable and modern energy for all）」と SDG13「気候変動とその影
響と戦うため、緊急な⾏動をとる（Take urgent action to combat climate change and its 
impacts）」のバランスを考慮しながら、各国固有の事情に応じたエネルギーミックスの構成
が許容されるべきとの考えに⽴つ。その中では、正統派経路で重視されている再⽣可能エネ
ルギーだけではなく、省エネルギー、化⽯燃料とアンモニア、⽔素との混焼、CCS 原⼦⼒
などといった脱炭素化⼿段についても有⼒な選択肢となる。このため、多様性経路を追求す
る各国の排出経路の総和が 1.5℃、2050 年カーボンニュートラルと整合しないことも排除
されない。 

グローバルサウスは今後も⾼い経済成⻑が⾒込まれ、それに伴いエネルギー需要が引き
続き増加することが予測されているが、経済成⻑を続けながらかつエネルギー需要を増加
させない排出削減策としてまず挙げられるのが省エネルギーである。つまり、経済とエネル
ギー需要の Decoupling である。省エネルギーの推進には⼆つのやり⽅がある。⼀つは
Passive Designの適⽤、もう⼀つは Active Designである。Passive Designは⼤きな省エネ
投資を伴わない活動で、省エネを啓発するキャンペーンの実施、こまめなスイッチオフ、⽇
除けの設置、⾃然光の利⽤などである。カンボディアではエネルギー省が省エネキャンペー
ンビデオを作成し、ゴールデンタイムに放映している。また、Passive Designのパンフレッ
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トを作成し、住⺠集会や学校で省エネレクチャーを実施することも⼤変有効である。経済成
⻑に伴い所得も増加することから、家庭や事務所で家電製品が普及するので、グルーバルサ
ウスではまずは Passive Designを適⽤し、Energy Conservationを進めることが肝要である。
次に、Active Desingであるが、これはエネルギー消費効率の⾼い機械や家電の導⼊、ZEB
や ZEHの普及、断熱材の付置、⼆重窓の利⽤など、設備投資を伴う省エネ活動である。こ
の活動を成功させるにはまず省エネ法（EEC Act）の制定が不可⽋である。省エネ法で省エ
ネ⽬標を設定し、この⽬標を達成するための様々な省エネ技術の導⼊を促していくわけで
ある。また、ESCOの活⽤や省エネ機器導⼊の incentiveの制度設計も重要である。グルー
バルサウスの中で⽐較的経済成⻑が進んでいる国々は Active Designの推進を、そうでない
国は Passive Designをまず進めることが肝要である。 

次に、⽯炭から天然ガスへの燃料転換も効果的かつ経済的に CO2排出削減を進めること
ができるオプションである。いうまでもなく、天然ガスは化⽯燃料であり、後述する CCS
を⽤いない限り、CO2 の排出をゼロにすることはできない。しかし、天然ガスは⽯炭と⽐
較すれば燃焼時の CO2 を⼤幅に削減することができ、また発電⽤途で⽤いる場合には、排
熱を回収して利⽤するコンバインドサイクル⽅式を採⽤することで⾮常に効率的にエネル
ギーを利⽤することができる。⽯炭⽕⼒とは異なり、短時間で稼働させることができるのも
⼤きな利点であり、今後再⽣可能エネルギーの利⽤が拡⼤する中で、その発電量の変動を吸
収するためのバックアップ電源としても活⽤できる。さらに天然ガスは、燃焼時に発⽣する
有害物質も⾮常に少ないため、⽯炭からの転換を進めることで、CO2 排出削減だけではな
く、⼤気汚染対策にもなる。⽯炭の天然ガスへの燃料転換は、最終的に CO2排出をゼロに
することはできないものの、確実に CO2排出の削減を実現することができるため、例えば
現在電源構成において⽯炭⽕⼒への依存度が⾼いグローバルサウスの国にとっては、有⼒
な排出削減策の⼀つといえる。 

化⽯燃料を活⽤しながら排出削減を図るという観点では、既存の⽕⼒発電所に対する⽔
素や⽔素の派⽣物（derivative）としてのアンモニアの混焼も有⼒なオプションである。⽔
素やアンモニアは、化⽯燃料同様燃焼し、かつCO2 を排出しないクリーンな燃料として注
⽬されている。まずはこれらの燃料を⽕⼒発電への混焼⽤の燃料として利⽤することで（ガ
ス⽕⼒には⽔素、⽯炭⽕⼒にはアンモニアを利⽤）、既存の⽕⼒発電のインフラを活⽤しな
がら発電部⾨の脱炭素化を進めることができ、将来的には⽔素専焼発電へとつなげること
でゼロエミッションの⽕⼒発電を実現できる。現時点では、⽔素・アンモニアの⽣産やエネ
ルギーとしての需要は商業ベースに⾄ってはいないが、官⺠挙げてさまざまな取り組みが
実施されている。⽔素は多様な原料や製法で製造することができ、⽯炭やガスから⽣産され
る⽔素や⽔の電気分解で⽣産される⽔素及びバイオマス由来の⽔素などがあるが、CCS を
付置した化⽯燃料由来の⽔素をブルー⽔素、再エネ電⼒を利⽤した電気分解由来の⽔素を
グリーン⽔素と呼んでいる。現在の技術動向はこのブルー⽔素やグリーン⽔素の⽣産や輸
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送、消費に焦点を当てている。消費に関しては、上述のような発電⽤燃料としての利⽤や産
業⽤ボイラーへの⽔素利⽤、⾃動⾞⽤燃料電池システム及びコジェネ⽤の定置型燃料電池
システムの開発、⺠⽣部⾨の熱需要への⽔素利⽤などの技術開発が実施されている。現在で
は⽔素の⽣産コストが⾼く商業ベースでは利⽤されていないが、innovativeな技術開発、⽔
素需要の拡⼤を通じて⺠間主導へ移⾏するものと期待されている。以上のことから、グロー
バルサウスとしてはまず⽔素に関する国際及び地域フォーラムに参加し、⽕⼒発電への混
焼利⽤など先進国が取り組んでいる⽔素利⽤技術の開発動向をモニターすることが肝⼼で
ある。⽔素利⽤がどの⽅向に向かおうとしているかを⾒極めるためである。次に、JCM な
どの炭素クレジットメカニズムを介して先進国から⽔素プロジェクトを招聘し、⽔素の利
⽤を進めることである。最終段階では、⽔素の⽣産者と消費者を繋ぐ⽔素サプライチェーン
（バリューチェーン）を介して⽔素貿易に参加し、⽔素をクリーンな燃料として利⽤するこ
とが望まれる。 

Carbon Capture and Storage (CCS) は、CO2 を物理的に回収して地下の地層内に⻑期的
に貯留する技術である。CCS は元々CO2 を地下に圧⼊することで⽣産中の油⽥の⽣産性を
向上させる⼿段（Enhanced Oil Recovery: EOR）としてアメリカや中東を中⼼に広く採⽤さ
れてきたが、近年では豪州やノルウェーなどにおいて純粋に CO2 を地下に貯留する事例も
みられるようになってきている。CCS は多様な排出源に適⽤可能な汎⽤性の⾼い技術であ
るが、特に、⾼温度の熱が必要で電化による脱炭素化が難しく、エネルギー利⽤だけではな
く製造プロセスからも CO2 が排出されるような産業部⾨（製鉄・セメントなど）の脱炭素
化を図るためには⾮常に有効な⼿段である。また CCS は、⼤気中の CO2 を純減させる炭
素除去（Carbon Dioxide Removal）を⾏う上でも重要な役割を果たす技術であり、排出削減
が難しい残余排出量を相殺するためには不可⽋な技術である。現在 CCS が商⽤化されてい
る国は⽶国やカナダ、豪州、ノルウェーなど先進国が多いが、それ以外のグローバルサウス
ではサウジアラビアやUAEなどの中東産油国における導⼊事例がある。アジアにおいては、
マレーシアやインドネシアなどで国内ないしは海外から受け⼊れたCO2 を⾃国内の枯渇ガ
ス⽥や帯⽔層に貯留するプロジェクトが検討されており、それを実現するための法制度の
整備も急ピッチで進められている。今後は、グローバルサウスとグローバルノースが、技術
や資⾦、知⾒を持ちよって国境を越えた CCS を共同で実施し、その成果を分け合うことが
できれば、相互にとってメリットのある排出削減を⾏うことができる。今後のグローバルサ
ウスにおける脱炭素化においても、CCS は有⼒な脱炭素化⼿段として考慮すべき技術であ
る。 

原⼦⼒も⻑期的にはグローバルサウスにおいて重要な役割を果たしうる。発電時に CO2
を発⽣せず、再⽣可能エネルギーとは異なり安定した発電を⾏うことができ、かつ⼩さい⾯
積の⼟地において⼤量の電⼒を供給できるという利点を持つ原⼦⼒発電は、今後エネルギ
ー需要が⼤きく増加すると予想されているグローバルサウスにとっても魅⼒的なオプショ
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ンである。近年では、⼩型の原⼦炉をモジュール形式で建設する Small Modular Reactor 
(SMR) に関する検討が進められており、今後その導⼊が進むことでコストが低減すれば、
グローバルサウスの国々にとっても、原⼦⼒発電の導⼊に向けた経済的なハードルが下が
るだろう。特に島しょ部を抱える国々においては、現在、主として diesel oil を燃料とした
発電設備が⽤いられているが、これらの設備は全般的に⽼朽化が進んでおり、エネルギー効
率が悪く、燃料価格も地政学的リスクなどの事象により⼤きく変動する。また、燃料の軽油
を各離島へ運搬するコストの削減も⾒込まれる。原⼦⼒発電、特に SMRは、そうした島し
ょ部における安定的な電⼒供給を実現するための有⼒なオプションとなる。原⼦⼒発電の
導⼊においては、いうまでもなくその運転に関する安全性や使⽤済み燃料の取扱いなどに
ついて⾮常に⾼い⽔準での管理体制が要求される。このため、導⼊コストが下がったからと
いってすべての国々にとって原⼦⼒発電の導⼊が可能になるわけではない。しかし、最近で
は UAEにおいて原⼦⼒発電が導⼊され、実際に同国の発電部⾨の脱炭素化とエネルギー供
給の安定化に⼤きく貢献しているという事例もあり、充分な体制が整備された国々におい
ては原⼦⼒発電の導⼊も有⼒な脱炭素化オプションとなろう。 

⼀⽅、再⽣可能エネルギーは、いうまでもなく脱炭素化の主役となるべきエネルギー源で
ある。しかし多様性経路の中では、正統派経路における位置づけとは異なり、再⽣可能エネ
ルギーは唯⼀無⼆の脱炭素化⼿段ではなく、あくまで各国の実情を踏まえた上で各国が選
択すべき脱炭素化オプションの⼀つという位置づけとなる。例えば、南⽶地域におけるグロ
ーバルサウス諸国の中には、バイオマスを含めて恵まれた再⽣可能エネルギー資源を有す
る国が多く存在しており、これらの国々においては、正統派経路で想定されているような再
⽣可能エネルギーによる化⽯燃料代替を主軸にした脱炭素化を進めていくことが合理的な
選択肢となる、他⽅、アジア地域におけるグローバルサウス諸国の中には、国内に⼀定規模
の再⽣可能エネルギー資源が存在するものの、⼈⼝が多くエネルギー需要の規模が⼤きく、
そのエネルギー需要が今後さらに増加していくと予想されている国が多い。こうした国々
では、もちろん今後再⽣可能エネルギーの導⼊を進めていくことが重要である⼀⽅、再エネ
のみによってカーボンニュートラルの実現は⾮常に困難であり、再エネ以外の脱炭素化⼿
段も採⽤していかなければならない。再⽣可能エネルギーが果たすことができる役割はそ
れぞれの国によって⼤きく異なることを踏まえ、経済性や供給の安定性のバランスを考慮
しながら再エネの導⼊を検討していくべきである。 

4. 多様性経路実現のための施策 

 世界のエネルギー転換を考える上で量的に圧倒的な位置づけを占めるのはグローバルサ
ウスである。上記で述べた多様性経路は正統派経路で重視される再エネや省エネを否定す
るものでは全くない。むしろグローバルサウスが掲げているエネルギー転換においても再
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エネ、省エネは中核的役割を占めている。したがって多様性経路においても省エネや再エネ
を強化するための施策は正当派経路と共通するものが中⼼となる。また多様性経路におい
てもカーボンプライシング、炭素市場の活⽤が進むこととなろう（Ⅰ．（3）「カーボンクレ
ジット国際市場」参照）。 

エネルギーはあらゆる国⺠⽣活や経済活動に不可⽋な公共サービスであり、エネルギー
転換にあたって、サステナビリティと併せ、３つの A（Availability, Accessibility, Affordability）
を確保することが⼤前提である。特に多様性経路を追及するグローバルサウスにおいては
温室効果ガス削減が⾄⾼の価値ではない。正統派経路と同様の施策が追求されるとしても、
それがエネルギーコスト、ひいては国⺠⽣活、産業活動に与える影響についてはグローバル
ノースに⽐して格段に厳しくチェックされることとなろう。 

正統派経路と多様性経路の最⼤の違いは前者が IEA の NZE2050 に代表されるように全
球 2050 年カーボンニュートラルを所与の⽬標とし、そこからバックキャストしてエネルギ
ー転換経路を導くため、化⽯燃料技術や化⽯燃料開発に対する投資を排除する傾向が強い
ことである。2050 年全球カーボンニュートラルを所与の前提とする正統派経路に従えば、
⽯炭⽕⼒発電所は可及的速やかに運転停⽌をせねばならない。電⼒需要が急増しているア
ジア地域においてはプラント年齢の若い多くの⽯炭⽕⼒発電所を耐⽤年数を何⼗年も残し
たままで閉鎖せねばならないことになる。これはグローバルサウスの実情を考えれば到底
現実的なオプションとは⾔えない。COP26において⽯炭⽕⼒の段階的廃⽌という議⻑国英
国の案にインドが強く反対したのはそれが理由である。G7は JETP（Just Energy Transition 
Partnership）を通じてアジア地域の脱⽯炭の加速を⽀援するとしているが、JETPの⽀援額
は膨⼤な⽯炭⽕⼒を中途で閉鎖するための追加的コストとは⽐較にならない。 

多様性経路を実現するために第⼀に重要なのは 2050 年全球カーボンニュートラルからバ
ックキャストしたエネルギーミックスをトップダウンで押し付けるのではなく、グローバ
ルサウス諸国⾃⾝が、ERIA等の地域のシンクタンクとも協⼒しつつ、エネルギーの低炭素
化、脱炭素化に向けたリアリティのあるロードマップを策定することである。こうしたロー
ドマップは様々な各国の国情、資源賦存状況を踏まえた多様なものであるべきであり、化⽯
燃料依存の⾒通し、カーボンフットプリントを下げるための⽅策（省エネルギー、⽯炭とア
ンモニアの混焼、天然ガスと⽔素の混焼、CCUS、原⼦⼒、再エネ等の⾮化⽯エネルギーの
導⼊等）、クリーンエネルギー技術のコスト⾒通し、クリーンエネルギー技術に不可⽋な重
要鉱物の需給⾒通し、低炭素化・脱炭素化施策がエネルギーコストにもたらす影響等を定期
的にレビューし、不断に⾒直しを⾏うべきである。 

第⼆に多様性経路に必要な投資資⾦が⼿当てされるようトランジション・ファイナンス
を整備することである。正当派経路においては EU タクソノミーに代表されるように専ら
省エネ、再エネ等のグリーン技術に資⾦フローを振り向け、化⽯燃料関連技術への資⾦をブ
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ロックする傾向があるが、欧州のような成熟市場の事例を、今後もエネルギー需要が急増す
るグローバルサウスにそのまま適⽤するのは不適切である。特にアジアの新興国・途上国で
は、電⼒の供給が旺盛な需要に追いつかないことに加え、稼働して間もない新しい⽕⼒発電
所が多い。再エネ等へのリプレースメントを前倒しで図りつつも、既存の⽕⼒発電を稼働さ
せながら、⽔素や CCUS などを使って GHG 排出量を削減させる取り組みが必要である。
またアジアでは電⼒消費度の⾼い製造業が多いが、鉄鋼、アルミニウム、セメント、肥料、
化学などの⾼炭素集約型セクター分野を中⼼に、現時点では低コストで排出削減できる低
炭素技術がまだ確⽴しておらず、⼤幅な投資や技術開発が必要になる。こうしたアジアさら
にはグローバルサウスの実情を踏まえたエネルギー転換を⾦融⾯から⽀援することが不可
⽋である。そのためにはアジア各国の官⺠と投資家が、アジア固有の状況を理解しあい、協
⼒しあっていく必要がある。同時に国際的な⾦融システムにおけるグローバルノースの規
範設定⼒の⾼さに鑑み、世界の投資家や専⾨家とも議論を深めつつ、可能な分野で共通のア
プローチを模索していくことも重要である。 

第三に多様性経路の必要性、重要性についてグローバルサウス⾃⾝が COPIEA等、マル
チの場で積極的に発信すべきである。世界のエネルギー供給の 8 割が化⽯燃料に依存して
いる⼀⽅、COP28 では化⽯燃料フェーズアウトが強く主張される等、グローバルサウスに
おけるエネルギ―の現実と COPにおける議論とのギャップが拡⼤している。国際的にも影
響⼒の強い IEAのWorld Energy Outlook において NZE2050 が進むべき道筋として推奨さ
れていることも、国際的なエネルギー転換の議論において欧⽶主導の正統派経路を主流と
する⼤きな要因になっている。こうした傾向は、多国間⾦融機関の融資⽅針等、欧⽶が強い
規範設定⼒を有する国際⾦融システムにおいてグローバルサウスの経済発展に必要な化⽯
燃料関連投資を阻害することにもつながっている。これは本章冒頭にも述べたようなグロ
ーバルサウスからのダブルスタンダード、エコ植⺠地主義批判にもつながり、南北対⽴を更
に深刻化させることになりかねない。 

こうした事態を防ぐためには、グローバルサウスがエネルギー転換を⾏うにあたって、各
国の国情に照らした多様性経路に基づいて⾏うこと、それを⽀援するファイナンスが必要
であることを COPなどの国連会議、世銀、アジア開銀などの開発⾦融機関の理事会等にお
いて声をあげていくことが必要である。個別に声をあげるのみならず、グループとして発信
していくことも意味が⼤きい。アジアゼロエミッション共同体（AZEC）は⽇本の技術、制
度、ノウハウを活かし、アジアの脱炭素化に貢献し、技術標準や国際的なインフラ整備をア
ジア各国と共に主導することを⽬指すものであしており、現在、オーストラリア、ブルネイ、
カンボジア、インドネシア、⽇本、ラオス、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、
ベトナムの 11 か国がパートナー国となっている。AZECの基本理念は「One Goal, Diverse 
Pathways」である。AZECは各国のロードマップ策定、トランジションファイナンスの推進
を含め、様々な協⼒プロジェクトのプラットフォームであるが、アジア諸国の声を対外的に
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発信する機能も期待される。 

最後に低廉で安定的なエネルギー供給の確保と地球温暖化防⽌を同時追求するためには、
現在ある技術だけでは対応不可能であり、イノベーションを通じた⾰新的技術開発（⽔素、
CCUS、次世代蓄電池、次世代原⼦⼒技術等）が不可⽋であることを忘れてはならない。グ
ローバルノースは⾰新的技術開発に対する R＆D 予算の増額等を通じて先導的な役割を果
たすとともに、協⼒可能な分野についてはグローバルノース、グローバルサウスの有志国が
技術開発、実証⾯で協⼒を⾏い、グローバルサウスにおける技術普及を⽀援していくべきで
ある。 

  



 

52 
 

政策提⾔ III カーボンクレジット・ボランタリー市場

の活性化 

前⽥ 充浩 武蔵野⼤学客員教授 

（１．及び２．は前節を踏襲） 

3. 多様性経路 

  地球全体の温室効果ガス排出削減を推進するためには、地球社会のより多くの主体を、温
室効果ガス排出削減に動員していくことが必要であると考える。そのための⽅法論の１つ
は、カーボンクレジット市場を活性化させることであると考えられる。 
 カーボンクレジット市場には、コンプライアンス市場とボランタリー市場の 2 種類が存
在する。コンプライアンス市場は、2015 年のパリ協定の下、各国で規定した “NDCs” 
(Nationally Determined Contribution(s)) の達成への貢献を⽬的として整備された市場で
あり、ボランタリー市場は、基準や規定は⺠間によって開発、運営されるものである。なお、
シンガポールなどでは、ボランタリー市場は、炭素税への対応でも活⽤可能になっている。 
 ボランタリー市場の発展は、その市場にカーボンクレジットを売却しようとする主体の
数を拡⼤することとなり、即ち現状おいては温室効果ガス排出削減に取り組んでいない主
体を新たに取り組みに動員することにより、結果として地球全体における温室効果ガス排
出削減に繋がることが期待される。 
 ⼀⽅、市場の整備状況を⾒ると、コンプライアンス市場は、各国が政府としてコミット
した義務を果たすためのものであるため、その市場については相当の整備が進んでいる。
⼀⽅で、ボランタリー市場については、今後の制度整備の⽅法如何によって、⼤きな発展
を期待することが出来るのではないかと考える。特に、今後各国において炭素税の動きが
強まるとすれば、それへの対応のためにボランタリー市場の⼀層の活性化が期待されるよ
うになると⾔える。 
 世界銀⾏によると、カーボンクレジット価格は下落している。“State and Trends of 
Carbon Pricing International Carbon Markets (worldbank.org)”によると、この下落に関す
る要因としては、カーボンクレジットの法的性質に関する曖昧さ、市場インフラストラク
チャーにおける調和・相互運⽤性・監査の⽋如等クレジットに関する⾦融・市場の信頼性
に関する明確な指針の⽋如であると考えられている。即ち現状では、不確実な投資環境に
よる詐欺⾏為のリスク増⼤が市場拡⼤にとって主要な障害なっている。  



 

53 
 

 このような問題を受けて、国際機関によるクレジットの法的性質を明確化や、規制の監督
を改善する取り組みが最近⾏われ始めている。例えば、the International Institute for the 
Unification of Private Law (UNIDROIT) はカーボンクレジットの法的性質を決定するため
のガイドラインを作成し、the International Organization for Securities Commissionsは good 
practices を⽰した協議書を公表した。⼀⽅、これらの取り組みをベースにしたガイダンス
はまだ最終化されておらず、各国の規制当局が採⽤する可能性は未定である。 
 問題の根幹は、カーボンクレジットに関する確固たるモニタリング制度が整備されてい
ないことにあると考えられる。カーボンクレジットは「現状との⽐較によりその削減効果を
クレジット化する」という性質から、その計測の⽅法論と策定後の管理において厳密な対応
が求められる⼀⽅、モニタリング制度が未整備な状況では、カーボンクレジットを購⼊後に
そのクレジットが無効になる可能性を排除できない。 
 以上のような背景から、私達は、今⽇世界の各地域に存在する地域機構単位で、それら地
域機構の特殊性に⼗分配慮した形での、カーボンクレジットに関する新たな監査制度を創
設することにより、それら地域機構毎でのボランタリー市場の活性化を推進することを提
⾔する。 

4. 多様性経路実現のための政策 

 私達の提案は、［図表１］に⽰される。 
［図表１］地域機構によるカーボンクレジット監査⼈の認証制度 

 
（出典：筆者及び伊藤嘉起作成） 
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 現状、カーボンクレジットについては、マーケットまたは認証機関が個別でそのプロジェ
クトの⽅法論を策定し、モニタリングを実施している。しかしながら、この現状の制度では、
当初にカーボンクレジットとして認証された案件については、爾後の定期的なモニタリン
グが担保されておらず、このため、認証後数年間が経過した案件について、現時点において
も正確にカーボンクレジットとして採⽤される保証がない。 
 このことから、地域機構という国際機関がカーボンクレジットの監査⼈を 1 年毎に認証
する制度を設け、認証を受けた監査⼈が地域機構各国におけるカーボンクレジットを毎年
確認し、その質を保証する制度を提案するものである。 
 これにより、ボランタリー市場の活性化がもたらされ、より多くの主体がカーボンクレジ
ットの売却のために温室効果ガス排出削減への取り組みを開始し、結果として地球全体の
温室効果ガス排出削減に貢献することが期待される。 
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政策提⾔ IV 持続可能な開発に向けた多様な経路に  

おける集積の役割 
ケオラ・スックニラン シニアエコノミスト ERIA (Economic Research Institute for 

ASEAN and East Asia)  

1. はじめに 

マディソン・プロジェクト・データベース（1 ）によると、世界の経済成⻑の加速は 1820

年頃から始まり、⼯業技術の普及と産業資本主義の台頭と重なることが明らかになった。世
界の都市化率も同時期に急上昇した（Hoselitz, 1953; Davis, 1965; Kuznets, 1966）。クズネッツ
(1966)の代表的な研究は、都市化と急速な⼯業化を明確に結びつけている。企業、労働者、
インフラなど、経済活動が特定の地理的領域に集中すること、すなわち集積は、産業⾰命後
の空前の経済成⻑において重要な役割を果たしている。経済活動の集積は、⽣産性、イノベ
ーション、経済全体のパフォーマンスを押し上げる様々なメリットを⽣み出す。 

⼀⽅、開発が環境に与える影響も産業⾰命とともに加速した（McNeill, 2000; Steffen et al., 

2007; Crtzen, 2016）。Crutzen (2016)は、産業⾰命後の地球環境に対する⼈間の重⼤な影響を
新しい地質学的時代として捉える「⼈新世」を提唱した。その⼀⽅で、産業⾰命は社会の不
平等を⼤幅に拡⼤させた（Lindert et al., 1985; Williamson, 1985; Peketty, 2014）。先進国では、
経済発展が進展した後、格差が減少する傾向があるものの、近年格差が反対に拡⼤をしてい
る先進国もある（世界開発指数2）。 

アジェンダ 2030 は、2015 年にすべての国連加盟国によって採択された世界的な⾏動計画
であり、あまりに急速な発展が地球環境や社会を破壊しかねないという共通の懸念に応え
るものである。アジェンダ 2030 の中核をなすのは 17 の持続可能な開発⽬標（SDGs）であ
り、グローバルなパートナーシップのもと、すべての先進国と開発途上国が⾏動を起こすた
めの緊急の呼びかけである。  

しかし、産業⾰命以前の世界に戻るという選択肢は、誰にとっても受け⼊れられそうにな
い。環境にやさしいがコストのかかる技術の導⼊が遅れていることは、経済、環境、社会の
バランスをとることが、先進国であっても「⾔うは易く⾏うは難し」であることを⽰してい
る。技術的・財政的資源が少ない途上国では、SDGs のハードルはさらに著しく⾼くなるは
ずである。 

本章では、SDGs達成への多様な経路の可能性を探るため、集積に焦点を当てる。経済成
⻑と都市化を含む集積の関係は、学術研究が進み、先進国では当局によって⽐較的よく対処

 
1https://www.rug.nl/ggdc/overview-databases/ 
2 https://data.worldbank.org/indicator/SI.POV.GINI 
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されている。⽇本や⻄欧諸国は、公共⽀出によって地域的不平等に対処する⼀⽅で、特定の
場所に経済活動を集中させることによって、国が集積効果を活⽤できる政策を採⽤した典
型例である。しかしながら、環境への集積の影響ついては、さらなる研究が必要である。本
章では、環境に対する集積効果の研究成果を検証し、持続可能な発展のための経路多様性の
可能性の探求に貢献することを⽬的とする。 

本章の構成は以下の通りである。「はじめに」に続いて、第 2節では、集積が経済発展に
及ぼす影響を要約する。第 3節では、産業集積から⽣じる不平や対処に関する従来の政策の
実践について論じる。本章の中⼼である第 4節では、集積が環境に与える影響に関する学術
的研究について論じ、持続可能な発展を達成するための⽅法として学際的アプローチを提
案する。第 5節は、政策提⾔で締めくくる。 

2. 経済発展における集積の役割 

Maddison Historical Statisticsや History Database of the Global Environment（HYDE）などの
⻑期時系列データベースは、産業⾰命後に世界の⼀⼈当たり所得と都市化が急増したこと
を明確に⽰している。アジアの世界 GDP シェアは、産業⾰命前には 60％にも達していた
（中曽、2015 年）。しかし、アジアの⼈⼝は⼤きかったため、アジア諸国の⼀⼈当たり GDP

はそれ以外の国と⽐べてそれほど⾼くなかったことに注意する必要がある。反対に、⻄欧諸
国の GDP が上昇したのは、世界⼈⼝におけるシェアが急速に⾼まったからではなく、集積
から⽣じる⽣産性の向上のためである（Hoselitz, 1953; Davis, 1965; Kuznets, 1966）。 

経済発展における集積効果を説明しようとする試みは、経済学そのものと同じくらい古
い。マーシャル（1920）は、集積効果として知識スピルオーバーの概念を導⼊した。ジェイ
コブ（1970）は、インプットの共有が都市においては有益であると主張した。ヘルスリーと
ストレンジ（1990）は、都市システムにおける資源配分を検討した。彼らは、労働者と企業
のマッチング・プロセスから、労働市場に集積経済が存在すると結論づけた。この仮説は、
いくつかの実証分析でも確認されている。例えば、Glaeser ら（1992）は、密集地域は⽣産
性と賃⾦が⾼い傾向にあることを明らかにした。Audretsch ら(1996)は、イノベーション活動
の空間分布を調査し、知識がより重要な役割を果たす産業は、より集積の恩恵を受ける傾向
があると論じた。空間経済学としても知られる新経済地理学は、集積や空間的な経済活動の
偏在がもたらす成⻑効果を説明するための、統合的かつミクロな根拠に基づくアプローチ
を提供している（Krugman, 1996; Fujita et al., 1999; Duranton et al.）。 

しかし、多くの要因、特に混雑と公害のために、集積経済には限界がある（Selden & Song, 

1994; Henderson, 1996; Glaeser & Kahn, 2004; Anderson & Duranton, 2005; Broersma & Dijk, 2008; 

Duranton & Turner, 2012）。道路は、当初は成⻑を促進するかもしれないが、⻑期的には混雑
やスプロールの拡⼤につながる可能性もある。集積による公害の証拠は、先進国全体で⾒つ
かっている。いくつかの研究は、集積経済の逓減的な特性を説明している。例えば、Glaeser 



 

57 
 

and Gottlieb (2009)は、⽶国における集積と⽣産性の関係を検証している。著者らは、集積の
プラスの効果を認めつつも、都市が⼤規模化し、混雑が進むにつれて、こうした効果が減少
する可能性があることも指摘している。混雑と住宅価格の⾼騰というコストが集積のメリ
ットを上回り、成⻑が鈍化するポイントが存在する可能性を⽰唆している。また、イークハ
ウトは、⼤都市よりも⼩都市の⽅が成⻑が速い傾向にあることも明らかにしている。つまり、
都市が⼤きくなるにつれて集積効果が弱まり、成⻑の鈍化につながる可能性があるという
ことだ。 

他⽅、Au and Henderson（2006）は、中国の多くの都市が移住制限のために規模が過⼩で
あり、その結果、所得が⼤きく減少していることを⽰唆している。Camagni ら（2016）は、
混雑、汚染、社会的不平等など、集積がもたらす負の影響を緩和するための持続可能な都市
計画の重要性を強調している。著者らは、適切な管理が⾏われなければ、こうした課題は経
済成⻑を妨げ、都市における⽣活の質を低下させると主張している。 

次に、集積は地域格差をもたらす（Myrdal, 1957; Krugman, 1991; Overman & Puga, 2010）。
地域格差に対処するには、経済学を超えた論理が必要である。集積から⽣じる地域格差に対
処するための研究と実践については、次節で述べる。ここでは、集積効果と地域格差から⽣
じる成⻑もシミュレーション分析によって予測されていることを強調したい。集積効果に
由来する成⻑と地域格差は、空間経済学の概念を実装したシミュレーション分析からも明
らかである。IDE/ERIA-GSM（Institute of Developing Economies/ERIA Geographical Simulation 

Model）は、空間経済学の概念を実装し、政策⽴案者や実務家に提供する数少ないグローバ
ル・モデルの⼀つである（熊⾕他、2013；熊⾕他、2021；熊⾕他、2023）。IMEC（India-Middle 

East-Europe Economic Corridor）の最近のシミュレーションを図 1 に⽰す。IMEC は BRI（⼀
帯⼀路開発）に似た接続コンセプトだが、規模は⼩さく、アラブ⾸⻑国連邦やサウジアラビ
アなどの中東諸国を経由してインドと⻄ヨーロッパを結ぶ。図 1 は、⼀⽅では、提案されて
いるプロジェクトに沿ったサブ・ナショナル地域は、より良いコネクティビティと集積経済
により利益を得（⻘⾊）、より遠い地域は、ベースラインシナリオと⽐較して成⻑が⼩さく
なるか、場合によってはマイナスになる（⾚⾊）ことを⽰している。ベース・ライン・シナ
リオは、そもそも⼤幅な成⻑を前提としているため、⾚⾊のサブナショナル地域であっても、
現在よりはまだましであることに注意されたい。とはいえ、この結果は、地域的不平等に対
処するためには、さらなる対策が必要であることを⽰唆している。 
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3. 産業集積による地域格差への対応 

 
過密⼈⼝による混雑は集積に制限を課すが、それで⾃動的に地域格差が是正されるわけ

ではない。以下は、集積の恩恵を受けながら地域格差を緩和するために先進国が⾏ってきた
ことである。 

代表的なものとしては、EU の結束政策（3）がある。これは、低開発地域へのインフラ、
⼈的資本、ビジネス⽀援への投資を通じて、EU域内の地域格差を是正することを⽬的とし
た取り組みである。結束政策は、雇⽤創出、企業競争⼒、経済成⻑、持続可能な開発、市⺠
の⽣活の質の向上を⽀援するため、欧州連合内のすべての地域と都市を対象としている。
2021 年から 2027 年の間にこれらの⽬標を達成するために計上された資⾦は、3920 億ユー
ロという途⽅もない額である。ドイツは再統⼀後に導⼊された「連帯協定」を結んでいる。
この協定は、資源の公平な分配を確保し、遅れている地域の経済発展を⽀援するための、ド
イツの州間の財政移転制度である4 。連帯盟約の財源は税⾦であり、2018 年には約 212 億
ドルであった。 

⽇本では、中央政府が税収の⼀部を地⽅⾃治体に配分している。2021 年の地⽅配分額は
1200億ドル以上5 。また、地⽅分権、地⽅への投資、地場産業への⽀援を通じて地域格差に
対処するための総合計画である「再⽣戦略」もある。⽇本では、納税額の⼀部を寄付するこ
とで、税⾦の控除とその⾃治体からのお礼の品を受け取ることができる。こうした寄付は
2022 年に 60億ドルを突破した6 。 

 
3https://ec.europa.eu/regional_policy/policy/what/investment-policy_en 
4https://ghdi.ghi-dc.org/sub_document.cfm?document_id=3105 
5https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/r05data/chihouzaisei_2023_en.pdf 
6https://mainichi.jp/english/articles/20230804/p2a/00m/0op/009000c 

ソース IDE/ERIA-GSM 

［図１］IMEC の影響に関するシミュレーション分析の例 
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格差に対処する政策により、先進国の地域格差は⼀般的に発展途上国よりも⼩さい。例え
ば、⼀⼈当たりの GRDP（地域総⽣産）は、最も⾼い東京でも沖縄の約 2倍に過ぎない。逆
に、タイの 76県の上位と下位の差は 2021 年には 15倍以上になる7 。 

地域格差に対処するための政策の有効性は、多くの要因に左右される。第⼀に、地域格差
に取り組むには、持続的な政治的意志と⻑期的なコミットメントが必要である。第⼆に、経
済成⻑と地域公平性の⽬標を両⽴させることは困難である。経済成⻑がなければ、地域格差
に対処するための財源は確保できない。⾔い換えれば、集積が地域格差の原因であるとはい
え、そもそも集積による経済成⻑を実現しなければ解決には⾄らない。すべての地域が等し
く貧しいという平等は、持続可能ではない。第三に、政策は、それぞれの地域特有のニーズ
や課題に合わせて調整されるべきである。 

4. ⾃然利⽤の集積効果：学際的アプローチの必要性 

現在、⽣産には⾃然の消費が必要である。鉱物、化⽯燃料、⽔、⽊材、農産物など、ほと
んどすべての⽣産過程で⾃然からの原材料が必要となる。⽣産にはエネルギーが必要であ
り、それは化⽯燃料、⽔⼒発電、太陽放射などの天然資源から⽣成されることが多い。環境
への集積効果を研究するには、経済活動における⾃然の効率的な利⽤を考慮しなければな
らない。しかし、経済学では⼀般に、集積による環境への影響は、集積による利益の減少に
どう対処するかという⽂脈で検討される（第 2節参照）。⽬的は、経済発展において環境を
より効率的に利⽤することではない。したがって、経済・環境・社会のバランスをとりなが
ら持続可能な発展を実現しようとする現在の試みとは異なる。 

経済学的アプローチと⾃然科学の環境学とのもう⼀つの違いは、異なるルールに基づい
て意思決定を⾏う⼈々の関与である。例えば、コンパクト・シティや⾼密度都市の推進派は、
交通部⾨が GHG（温室効果ガス）の⼤部分を発⽣させ、その量も急増していることから、
それが環境にやさしいと考えている（Gaigne et al.）。しかし、著者らは数理モデルを⽤いて、
⾼密度化政策が物価、賃⾦、地代に影響を与えるため、企業や⼈々が場所を変える場合、企
業や家計が利益と効⽤を再最適化するために場所を変えることが合理的であることを⽰し
た。その結果、輸送需要が増加し、温室効果ガスが増加する可能性があるとした。⼈々が政
策にどのように反応するかといった⼼理的側⾯は、社会研究における分析の基本である。 

以下の研究は、環境の持続可能な利⽤に焦点を当てたものである。Selden と Song (1994)

は、世界各国の⼀⼈当たり GDP と様々な⼤気汚染物質のパネル・データを⽤いて、⼯業化
と集積化によって当初は汚染が増加するが、⼀定の所得⽔準に達すると減少する可能性が
あることを⽰し、環境クズネッツ曲線（EKC）の存在を確認した。Liu ら（2007）は、中国・
深圳の企業レベルのデータから、⽣産誘発の汚染物質は EKC の通りに推移するが、消費誘
発の汚染物質は EKC の通りには推移しないと結論づけた。中国の 282 都市を対象とした

 
7https://www.nesdc.go.th/nesdb_en/main.php?filename=national_account 
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Hong ら（2020）は、企業を誘致し集積を促進するために設けられた⾃治体税が、環境にマ
イナスの影響を与えていることを明らかにした。 

⼤気汚染に加え、⽔資源も、集積の持続可能性におけるもう⼀つの⼤きな懸念事項である。
Gleich (2003)は、都市化や集積による圧⼒など、需要の増⼤に直⾯する世界の淡⽔資源管理
の課題について論じている。都市部における⽔不⾜に対処するため、節⽔、効率改善、持続
可能な⽔管理の実践といった「ソフト・パス」の解決策を提唱している。グリム（Grimm）
ら（2008 年）は、⽔資源への影響を含め、都市化が⽣態系に与える影響を調査した。特に急
成⻑している都市部では、集積によって⽔循環が変化し、⽔質汚染が進み、⽔不⾜に対する
脆弱性が⾼まる可能性があると論じている。 

同様に、マクドナルド（McDonald）ら（2011）は、都市化と気候変動が淡⽔資源に与える
影響の増⼤に注⽬している。彼らは、都市部での集積は⽔需要の増加につながり、気候変動
の影響と相まって、⽔不⾜と⽔資源への需要を増⼤させる可能性があると結論づけた。Bai

ら（2014）は、集積についてより将来を⾒据えた⾒解を⽰しており、中国の都市で持続可能
な⽔利⽤を確保するために、⾰新的な⽔管理ソリューションと政策介⼊を呼びかけている。
和⽥ら（2011, 2016）は、⽔⽂学モデルを⽤いて、世界の消費量を詳細にモデル化した。そ
の結果、⼈⼝が多く、経済成⻑が著しく、灌漑農業が盛んな地域では⽔需要が⾼いことを⽰
した。しかし、⽔ストレスは⽔需要の多い地域では必ずしも予測されない。むしろ、⽔スト
レスの⾼い地域は、多くの場合、⾼い⽔需要、限られた⽔利⽤可能量、⾮効率的な⽔利⽤⽅
法の組み合わせによって特徴付けられる。 

これらの分析のほとんどに共通しているのは、そもそも集積を構成する企業や⼈々の相
互作⽤の可能性をもっと考慮する必要があるということである。集積は、企業や個⼈が空間
的な移転を決定する理由である。企業や個⼈の意思決定の背後にある論理を理解しなけれ
ば、将来消滅するかもしれない、あるいは存在しないかもしれない集積が環境に与える影響
をリスクとして評価できない。⼈々が災害の起こりやすい地域に住み続けているという証
拠は圧倒的である8。 

経済モデリングの基礎は、利潤や効⽤など、何かを最⼤化しようとする企業や個⼈の探求
を抽象化することにある。IDE-GSM のような空間経済モデルは、企業や個⼈の位置や空間
上の移動を考慮する数少ないモデルの⼀つである。空間経済モデルをエネルギー・モデルや
⽔⽂学モデルと組み合わせることは、持続可能性を検討するための重要な⽅法である。 

 

 

 

 

 
8例として https://www.rte.ie/brainstorm/2017/1013/911604-why-do-people-stay-living-
in-disaster-prone-cities-and-areas/, https://blogs.worldbank.org/en/nasikiliza/why-do-
people-live-in-flood-prone-areas-reflections-from-dar-es-salaam を参照。 
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最後に本章では、1980 年代以降に産業集積が⼤きく進んだ地域のひとつである ASEAN

（東南アジア諸国連合）の環境変化を取り上げる。  
 
［図表 2］ASEAN の最⼤経済地域の年間平均⽔位 

 
(出典 GRACE Monthly Mass Grids Release 6.1 Version 3 - Global Mascons.) 
 
図表 2 は、ASEAN（東南アジア諸国連合）加盟 10 カ国の⼈⼯衛星による⽔位観測の年平
均値である。⽔位の変化は複雑な状況を⽰しており、さらなる調査が必要である。まず、
ASEAN ⼤陸の経済⾸都の⽔位は、2002 年から 2021 年にかけて明確な減少傾向を⽰してい
る。その減少幅は最も⼤きなプノンペン、バンコク、ホーチミン・シティでは約 30cm から
-20cm となっている。ヤンゴンとビエンチャンは減少幅が⼩さく、20cm から-10cm で、変動
が⼤きい。 

⼀⽅、海上 ASEAN では、正反対とは⾔わないまでも、状況は異なっている。ブルネイ、
ジャカルタ、マニラの⽔位はわずかに上昇した。シンガポールとクアラルンプールの⽔位低
下は明らかだが、その⼤きさはメコン地域の都市と⽐べるとかなり⼩さい。製造業の⽴地、
主要な農業地域、気候変動による海⾯⽔位の影響などは、さらに詳細な調査が必要な重要な
要因のひとつである。 

5. 結びの⾔葉 

都市部への経済活動の集中である集積は、産業⾰命以来、経済成⻑と発展の重要な原動⼒
となってきた。集積は⽣産性、イノベーション、⽣活⽔準の向上を促進する。しかし、集積
は地域間格差や環境問題などの課題も提⽰することを理解することが極めて重要である。
集積は経済成⻑を促進する⼀⽅で、富の不平等な分配や天然資源への負担につながる可能
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性がある。こうした課題について知ることが、課題解決への第⼀歩となる。  

政策⽴案者は、これらの課題に対処するために包括的なアプローチを採⽤する必要があ
る。経済成⻑、環境保護、社会的公平性を考慮し、持続可能でバランスの取れた発展を促進
する政策でなければならない。グリーン・インフラへの投資、厳格な環境規制の実施、グリ
ーン・テクノロジーのイノベーションの促進は、極めて重要なステップである。さらに、格
差に対処し、集積の恩恵をより広く分かち合えるようにする上で、地域開発政策の強化が果
たす影響⼒は、極めて重要である。経済成⻑と環境の持続可能性のバランスを達成するには、
⻑期的なコミットメントと、すべての利害関係者の継続的な努⼒が必要である。 

各分野の従来のアプローチでは、持続可能性への道筋を導き出すことはできないだろう。
社会科学と⾃然科学の分野を超えた実践的な知恵の結集が強く求められている。 
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政策提⾔ V 流域⽣態系強化型都市開発 

前⽥ 充浩 武蔵野⼤学客員教授 

1. グローバル・コモン・ターゲット 

今⽇の地球社会にとって、地球環境問題対策は⽂明史的重要性を持った課題となってい
る。⼈類の産業活動に伴う温室効果ガス排出増⼤に起因する地球温暖化によってもたらさ
れる様々な地球規模の環境問題の先鋭化は、近代⽂明のシステミック・リスクの１つとして
捉えることが出来る。 
 このような認識に⽴ち、国際社会はこの数⼗年間、多くの困難、国家間の深刻な利害対⽴
等を乗り越えて、構成主義的にこの問題に対処して来た。地球環境問題への対応は、先進諸
国、グローバルサウス諸国の分け隔てなく、地球社会のメンバーが⼀致団結して取り組まな
ければならないグローバル・コモン・ターゲットの典型であると⾒ることが出来る。 

2. 正統派経路 

 過去数⼗年間の国際社会の地球環境問題への対応策は、削減策（mitigation measures）と
適応策（adaptation measures）に⼤別される。削減策は、温室効果ガスの排出そのものを削
減し、結果として⽣じる気温の上昇を抑えようとするものである。適応策は、温室効果ガス
の排出そのものについては対策を講じることがなく、そのため気温の上昇を容認し、結果と
して⽣じる⾃然災害への対応（防災対策）に⼒を尽くすものである。 
 国際社会は、⻑きにわたって削減策に、年間数百兆円にも上る膨⼤なコストを投じて来た。
発電分野においては⽕⼒発電の新設に厳しい規制をかける⼀⽅で、再⽣可能エネルギーの
振興を⼤きく補助して来た。運輸部⾨、産業部⾨、⺠⽣部⾨でも、それぞれ様々な規制をか
ける⼀⽅で技術開発に莫⼤なコストをかけて、温室効果ガスの排出削減に取り組んできた。
今⽇も引き続き、パリ協定のレジームの下、各国にはそれぞれ削減義務が課され、国際社会
を挙げての取り組みが進められている。 
 にもかかわらず、その効果は決して芳しいとは⾔えない。 
 国際連合は、産業化前に⽐べた地球の温度上昇を 1.5度以下に抑えることを⽬標にしてい
るにもかかわらず、直近ではその温度上昇は 1.45度に達している。2050 年に本気でカーボ
ン・ニュートラルを実現するためには、毎年 500 兆円を上回る投資が必要であるとの試算
もある。 
 このような厳しい現実を前に、国際社会では、削減策⼀辺倒の対応から離れて適応策の拡
⼤にも⽬を向ける動きが出てきている。2022 年にシャルムエルシェイクで開催された
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COP27がその嚆⽮であり、以降、国際社会においては、適応策の拡⼤に関する議論が活発
になされるようになってきている。 
 すなわち現下の状況を総括すると、削減策に関する強⼒なパリ協定のレジームを中核に
据えて、それに付加する形で様々な適応策の議論が展開されているという状況にあると⾔
える。これが、現下の地球環境問題への対応に関する国際社会の正統派経路であると⾒做す
ことが出来る。 

3. 多様性経路 

 このような正統派経路の有効性についてはここでは論じるものではない。⼀⽅ここでは、
このような正統派経路に付加されるべきものとして現在提⽰されている多様性経路の考え
⽅を⽰す。基本的な⽅向性は、グローバルサウス諸国の伝統、歴史的背景に育まれた叡智を
活⽤し、その叡智を最新のデジタル技術（デジタル・トラスフォーメーション：DX）によ
って現代化することにより、現下のグローバル・コモン・ターゲットへの対応に即応した新
しい適応策を提⽰する、というものである。 
 削減策は、⼈類が歴史上初めて取り組む課題であり、近代⽂明の性（さが）とでも⾔うべ
き産業化そのものの在り⽅を問うものである。これに対して適応策は、対策の根幹は防災で
ある。グローバルサウス諸国を含め、世界中の⺠族は、近代⽂明以前の時代から、それぞれ
の時代に応じた防災対策の制度を構築し、⾃然災害に対処してきた。勿論、⾃然災害の内容
は、地球環境問題が先鋭化する今⽇のものとは⼤きく異なるものではある。⼀⽅で、合意形
成、住⺠の参画、⾏政的な対応等の⾯においてグローバルサウス諸国において歴史的に育ま
れてきた制度は、基本的に今⽇においても有効であるものが少なくはないと考える。特に、
それらの制度を最新のデジタル技術によって強化する場合には、その有効性は極めて⾼く
なると考えられる。 
 そのようなグローバルサウス諸国の伝統的な叡智に裏付けられた適応策の中で、現在⽇
本が中⼼となり、既に幾つかのグローバルサウス諸国において共催セミナー等を開催して
いる適応策の１つが、流域⽣態系強化型都市開発、というものである。その内容は、要約す
れば、適応策としての防災対策、特に治⽔（洪⽔対策）を、流域⽣態系を強化するという視
点において推進するものである。 
 ⽣態系の強化もまた、今⽇の地球社会が直⾯する近代⽂明のシステミック・リスクの１つ
であると⾔える。現在の国際社会は、2022 年に定められた昆明モントリオール⽣物多様性
枠組みのレジームの中にある。流域⽣態系強化型都市開発は、「The Watershed is a 
topography of converting rainfall to a water system or a river in accordance with the law of 
gravitation.」と定義される流域という概念に着⽬するものである。流域は、定義の通り、⾬
⽔が川となり、最終的に海へと注がれる⽔の流れであり、これが⽣物多様性の強化にとって
決定的な重要性を果たすと考えられる。流域を保全することを中⼼に考えることは、結果と
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して、⽣物多様性の強化を効率的にもたらすこととなる。逆に⾔えば、流域を無視して⽣物
多様性に取り組んだとしても、そのような取り組みは細部において致命的な⽋陥を⽣むリ
スクを避けられない。 
 この考え⽅は、⽇本において 1980 年代より展開されてきたものである。 
 流域を中核概念に置く防災対策の考え⽅の根本は、⽇本独⾃の⾥⼭の考え⽅である。⾥⼭
の考え⽅とは、今⽇では⼀般化されて OECM（Other Effective area based Conservation 
Measures）と呼ばれているものであり、⼈間が⽇々⼿を加えている 2 次的⾃然、⾔わば⼈
間と⾃然との共⽣地域のことである。OECM の中核をなすものが流域である。⼈間が⽇々
⼿を加え、流域を適切に保全、運⽤することが、⽣物多様性の強化をもたらす⼀⽅で、⼈間
の社会活動に利する治⽔の効果をも⽣むということである。即ち、⼈間そのものも、⽣態系
を構成する⽣物の１つであると捉える思想に⽴ち、その思想の上で、⼈間の⽣活の利便性を
⾼めることを主⽬的とする防災対策を⼈間の側の視点だけではなく⽣態系強化の枠組みの
中で捉える、という点に⼤きな特徴がある。この場合に、更に、⾃然として、⼈間の⼿付か
ずの⾃然に加えて、⼈間と⾃然の程よい共⽣によって構築される 2 次的⾃然である⾥⼭の
考え⽅を強調する点にも⼤きな特徴がある。 
 このような⽇本的な独⾃の考え⽅を基盤に置く流域⽣態系強化型都市開発の考え⽅は、
近代⽂明の受容前から連綿と続く⽇本の伝統的な思想に基盤を持つものである。このため、
⽇本という国そのものはグローバルサウス諸国の⼀員であるとは⾒なされないものの、こ
こではこの考え⽅を多様性経路の１つとして捉えることとする。 

4. 多様性経路実現のための政策 

 流域⽣態系強化型都市開発は、以下のように３つの政策の柱によって推進されることと
なる。 
 第１の柱は、地域を、⽣態系保全地域、総合治⽔地域及び都市開発地域の３分類の地域に
ゾーニングすることである。 
 ⽣態系保全地域とは、⽣態系を守るために、住宅、商業施設等の建設を厳しく制限する地
域のことである。都市開発地域とは、そのような制限を原則設けないで、⼈間の経済活動に
資するように⾃由に都市開発を進めることを認める地域である。 
 この２つの地域分けは、世界で⼀般的なものであると⾔える。⽇本においても、都市計画
法では、この２種類のゾーニングを設けている。 
 これに対して流域⽣態系強化型都市開発が⼤きな特⾊を持つのは、通常川上に存在する
⽣態系保存地域と川下に存在する都市開発地域の間に、総合治⽔地域というゾーンを設け
ることである。これは、平時においては農地等として⽤いられている⼀⽅、洪⽔発⽣時にお
いては、遊⽔池として放⽔される地域のことである。即ち、⾮常時には⽔に浸かることが予
定されている地域である。 
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 総合治⽔地域の考え⽅は⽇本においては伝統的なものであり、広く知られるのは戦国時
代（15世紀末〜16世紀末）の戦国武将の⼀⼈である武⽥信⽞が実施した霞堤である。これ
は、河川に、洪⽔対策として堤防に予め切れ⽬を⼊れておくものであり、洪⽔発⽣地にはそ
の切れ⽬より遊⽔池に放⽔がなされ、それより下流は⽔害から免れることになるものであ
る。 
 地球温暖化に伴う異常気象の増加により、世界ではこれから⼤⾬の災害はより激化した
形で頻発することになる。そのための治⽔対策として、堤防を強化することは、莫⼤なコス
トを必要とする⼀⽅、その効果は限定的なものとなる。これに対して、平時においては農地
等通常の利⽤に供されながらも洪⽔時においては放⽔され、⽔没する総合遊⽔池を予め設
定しておくことは、⽐較的低コストで莫⼤な治⽔効果を⽣むことが出来るものである。この
ような総合遊⽔池⽅式は、⽇本では、1980 年代以降、神奈川県鶴⾒川において実施された
ものが典型的である。 
 この⽅式を⼀般化して、流域（河川）沿いの地域を、⽣態系保存地域、総合治⽔地域及び
都市開発地域の 3 類型の地域にゾーニングするものである。 
 第２の柱は、流域ゾーニング、即ち、上記のゾーニングを流域に即した範囲で設定するこ
とである。 
 先にふれたように、河川沿いの地域を⽣態系保存地域と都市開発地域とにゾーニングす
ることは、⽇本の都市計画法制度等、世界各地で実施されている。即ち、世界の多くの地域
では、既に⽣態系保存地域は設定されている。 
 しかしながら問題は、その地域の設定は、基本的に⾏政単位によってなされていることで
ある。即ち、〇〇村⼤字△△は⽣態系保存地域であり、〇〇村⼤字◇◇は都市開発地域、と
いう⽅式である。 

この場合、当然ながら⾏政単位の境界は、流域を全く無視して設定されている。このため、
折⾓広⼤な⾯積を⽣態系保存地域に指定していても、その地域を流れる流域の上流または
下流部分が他の⾏政単位に所属し、都市計画地域とされてそこで都市開発されてしまうと、
当該流域全体が死ぬこととなる。⽣態系の観点からは、流域は、最初に⾬が地表に落ちる地
点から川となって流れる地域を含めて最終的に海に到達するまでの全ての地域が保全され
なくては意味がない。その流域のどこか⼀部に道路が通されると、⽣態系の観点からは流域
全体の死がもたらされるのである。このため、⽣態系保全地域として守るのは、⾏政単位の
範囲で指定された地域ではなく、幾つもの⾏政単位を貫く流域を単位にして設定されるべ
きである。⽣態系を守ると決めた流域については、⾬⽔が地表に落ちるところから川の領域
を通って最終的に海に出るところまでの全ての地域を完全に守らなければ⽣態系に関して
は意味がないのである。 
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［図表１］流域ゾーニング 

  

（注）⿊線が⽔の流れ。それをもとにした流域の範囲が⽩太線の内部。⽩太線は、複数の⾏
政単位の範囲に跨る。 
 
 ⼀⽅、このように流域を単位にしてゾーニングを⾏うことは、複数の⾏政単位を貫き、か
つそれらの⾏政単位の⼀部のみを含むことから、⽇本を含めて通常は実務的に困難なこと
となっている。⽇本においては、それを実現した例が存在する。神奈川県三浦半島の⼩網代
地域である。 
 
［図表２］⼩網代地域 

  
（注）道路は、⽣態系保全の流域を避けて、その外側を通る。住宅地域に近接する河⼝地域
には道路は通らない。 
 
 第３の柱は、都市開発のファイナンスに関するものである。 
 ⾔うまでもなく、グローバルサウス諸国におけるインフラ開発の最重要課題はファイナ
ンスである。流域⽣態系強化型都市開発は、地球環境対策の緩和策、または堤防の強化等他
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の適応策と⽐べれば割安になる可能性があるとはいえ、総合遊⽔池の建設等に膨⼤なコス
トがかかることには変わりはない。⼀⽅、この⽅式がグローバルサウス諸国に広く普及して
いくためには、グローバルサウス諸国にとって可能なファイナンスの仕組みが組み込まれ
なければならない。 
 それを流域⽣態系強化型都市開発では、⽇本の都市計画法の⼟地区画整理事業を基盤と
する進化型LVC（Land Value Capture）によって実現しようとする。 
 LVC とは、公的機関がインフラ開発資⾦を調達する⽅法であり、インフラ開発、典型的
には鉄道の敷設により将来値上がりする⼟地等不動産価格の値上がり分を現在に引き戻し、
証券化等により資⾦を調達する⼿法である。流域⽣態系強化型都市開発においては、流域の
河⼝部分における都市開発地域においてこの⼿法を活⽤し、流域⽣態系強化型都市開発に
よって将来値上がりする⼟地等不動産価格を現在に割り戻し、証券化等によって資⾦を調
達することを考えている。 
 ここで疑問になるのは、ＬＶＣの代表的な成功例は鉄道建設であり、鉄道建設は将来の⼟
地等不動産価格の上昇を確実にもたらすことが期待できる⼀⽅、本件は治⽔であるため、必
ずしも将来の⼟地等不動産価格の上昇が確実視できないのではないか、という点である。 
 これに対応するために、⽇本の⼟地区画整理法に基づく⼟地区画整理事業を、新たなＬＶ
Ｃ⽅法として導⼊することを提案する。⼟地区画整理事業とは、⼟地利⽤の効率を⾼めるた
め、⺠間⼈の所有地を換地によって合理化していく事業であり、これにより、⺠間⼈の所有
する⼟地の価値は確実に⾼まることとなる。 
 この事業により、将来的な⼟地等不動産価格の上昇分を現在に割り戻し、証券化等により
資⾦調達するものが、流域⽣態系強化型都市開発における進化型ＬＶＣである。 
 以上の３つの政策の柱によって構成される流域⽣態系強化型都市開発を実際に今後のグ
ローバルサウス諸国において推進するためには、以下のような政策を実施することが必要
になる。 
 第 1 は、ゾーニングの根拠となる法制度の整備である。 
 ⽇本では、都市計画法によって、地域を市街化区域と市街化調整区域に分類し、後者にお
ける都市開発を規制している。流域⽣態系強化型都市開発の枠組みにあてはめると、市街化
区域は都市開発地域、市街化調整区域は⽣態系保全区域の⼀部が相当する。これに加えて、
前述のように流域⽣態系強化型都市開発では、総合遊⽔地域という第３のカテゴリーを設
定する。このような３つのカテゴリーのゾーニングを⾏うためには、その根拠となる法制度
の整備が必要となる。 
 第２は、ゾーニングを流域単位で実施するために必要な法制度を整備することである。⽇
本の都市計画法を始め、世界で現在実施されているゾーニングは、いずれも⾏政区画に基づ
いている。流域を独⽴したゾーニングの単位として実施されている例は、現下、存在しない。
また、そもそも流域、という⼟地の範囲が世界中で判然とはしていない。 
 今⽇においては技術的には、今⽇では陸地の傾斜等を⼊⼒することにより、先述の⼩網代
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地域の⽩太線で囲ったように、解析によって流域を明⽰することは可能になっている。第１
に、その作業を、広⼤なグローバルサウス諸国全域で実施していくことが必要となる。 
 第２に、その流域の区域は、複数の⾏政区域の⼀部を貫通するものとなっている。特定の
⾏政区域の中で、流域の別によって、⽣態系保全地域、総合遊⽔地域及び都市開発地域が混
在することとなる。現在の各国の法制度では、このような同⼀の⾏政区域の中でのゾーニン
グの混在を前提にした政策的対応が極めて困難になっている。このため、そのような政策的
対応を可能にするための法制度の整備が必要となる。 
 第３に、進化型LVCに関する法制度の整備が必要となる。 
 先述の通り、進化型 LVCは、⽇本における⼟地区画整理事業がモデルとなっている。換
地による保証制度が存在し、かつ最終的には地価の上昇による利益を享受できるとはいえ、
その過程においては、⼀定の範囲の私権の制限は免れないところである。更にグローバルサ
ウス諸国特有の問題としては、⼟地の所有に関する法制度の整備が⼗分でない諸国も存在
することが考えられる。 
 これらの諸問題を克服して、円滑な⼟地区画整理事業を推進するための法制度を整備し
ていくことが必要となる。 
 加えて、進化型 LVCでは、将来の不動産価格の上昇を現在に引き直して証券化し、それ
によって流域⽣態系強化型都市開発プロジェクト全体の資⾦を捻出することを想定してお
り、そのためのファイナンス制度に関する法制度の整備が必要となる。 
 当⾯は、ファイナンス制度としては、通常のプロジェクト債を想定している。⼀⽅、通常
のプロジェクト債によるファイナンスの実施においても、実際には幾つかの制度整備が必
要となる。例えば、プロジェクトの評価⼿法であり、必要に応じてプロジェクトに特化した
格付制度の構築も必要となる。更に、既に 20 世紀末にタクシン元⾸相によって開始された
アジア債券市場イニシアティブにおいて指摘されていたことながら、現下においても⽇本
を含めてアジア諸国においては債券市場の整備が遅れている。このため、流域⽣態系強化型
都市開発のコストを賄うための進化型 LVCに関するプロジェクト債市場を活性化するため
には、関連法制度の整備を含めた制度構築が必要となる。 
 更に、今後、グローバルサウス諸国において広くこの⽅法が普及した暁を想像するならば、
ファイナンス制度についても、通常のプロジェクト債だけではなく、広範な可能性を検討す
べきである。現下、グローバルサウス諸国におけるインフラ建設のための新たな⼿法として
検討されている様々な⼿法の採⽤の可能性を検討すべきである。例えば、本 MIGA コンセ
ンサス［各論］の他の場所で提⾔する、ブロックチェインを基盤とした STO（Security Token 
Offering）はその有⼒な候補となると考えられる。 
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第３章 

発展戦略 
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政策提⾔ VI 「リープフロッグ」発展戦略 

安橋 正⼈ 奈良⼥⼦⼤学⽣活環境科学系・准教授 
岩崎 総則 経済産業研究所（RIETI）コンサルティングフェロー 
藤岡 亮介 ⽇ ASEAN経済産業協⼒委員会（AMEICC）事務局代表 
及川 景太 経済産業研究所（RIETI）コンサルティングフェロー 

1. グローバル・コモン・ターゲット：グローバルサウス諸
国のサステナブルな経済成⻑ 

 世界のグローバルサウス諸国の中には、開発途上国と呼ばれる貧困国が存在する。世界銀
⾏が定義した低所得国（1⼈あたり所得が 1,085ドル以下）の国はサハラ以南アフリカを中
⼼に存在し、下位中所得国（同 4,255ドル以下）の国はサハラ以南アフリカ以外に南アジア、
東南アジアにまで広がる。低所得国と下位中所得国の⼈⼝はそれぞれ、約 7.2 億⼈と約 34
億⼈と推計されている。したがって、世界の総⼈⼝の約 50%が開発途上国で⽣活している。 
 他⽅で、開発途上国もここ 20 年間で経済成⻑を実現し、貧困を改善してきた。2000 年に
は低所得国と下位中所得国の合計⼈⼝は世界の総⼈⼝の約 80%であったから、貧困⼈⼝は
⼤幅に減少してきた。特に経済成⻑が著しいのが、南アジアのインド、バングラデシュや東
南アジア諸国である。例えば、インドネシアは、2000 年に 1 ⼈あたり GDP（実質、2015
年⽶ドル）が 1,845ドルであったが、2023年には 4,248ドルまで増加し、⾼い成⻑性を持
つ新興国への仲間⼊りを果たしている。インドネシアでは、1⼈あたり GDPの増加と歩調
をあわせて、1 ⽇ 2.15ドル以下で⽣活する貧困者⽐率も着実に低下している（下図）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 しかし、このように経済発展を続けるグローバルサウス諸国が、今後もサステナブルな経
済成⻑を続けられるのかという懸念もある。特に、極端な貧困を脱出できたとしても、1⼈

[図表１]：インドネシアの１⼈当たり実質 GDP と貧困者⽐率の推移 
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あたり GDPが中所得国の⽔準で⻑期間停滞する「中所得国の罠」といわれる現象が注⽬さ
れている。実際に過去の経済発展の歴史において、この中所得国の罠に陥らずに先進国・地
域となれたのは、⽇本、韓国、台湾、⾹港、シンガポールなどのわずかな例が存在するのみ
である。タイなどのいくつかのグローバルサウス諸国は、既に中所得国の罠にはまったと評
価する論者もいる。グローバルサウス諸国共通のターゲットとして、新たにサステナブルな
経済発展を遂げる⼿段を⾒出すことが重要な課題である。 

2. 正統派経路：東アジアの成功体験の踏襲 

 グローバルサウスの経済発展の要諦は、あくまでも雇⽤先を創出する⾃国の産業育成で
ある。東アジアの国々は、国際競争⼒のある産業、特に製造業の育成に成功して経済成⻑を
実現した。そのために、⽇本や韓国は、製造業にとって必要となるストックの蓄積に時間を
かけて⼒を注いだ。産業育成に必要なストックには、⼈的資本（質の⾼い労働者）、物的資
本（⺠間の機械・設備・建物）、インフラストラクチャー（道路、鉄道、港湾、空港などの
公共資本）、社会関係資本（効率的な契約制度、信頼関係）、知的資本（科学的・技術的・経
営的知識）があり、これらは互いに補完的である。グローバルサウス諸国もこれらストック
の蓄積を進めており、⽇本の国際協⼒機構（JICA）などがストックの構築を積極的に⽀援し
てきた。これには、ストックがなければ製造業が発展しないという想定された前提がある。 
 過去の経済発展においては、所得の増加とともに農業から製造業、製造業からサービス業
というように、産業構造が緩やかに変化するパターンが観察される（ペティ=クラークの法
則）。ところが、実際のグローバルサウス諸国の産業構造を⾒ると、⼗分に所得が増加する
前に製造業の⽐重が低下する「早すぎる脱産業化」（Rodrik 2017）という問題がみられる。
早すぎる脱産業化が進むと、製造業内外でのスピルオーバー効果が発揮されなくなり、⼈的
資本や技術の蓄積が進まないために、将来の経済成⻑が阻害されるという意⾒がある。した
がって、オーソドックスな経済発展戦略を描く論者からは、まずは製造業の育成を第⼀に考
えるべきだとの主張がなされる。 
 それでは、製造業を育成する⼯業化はいかにあるべきか。この論点に関して既存の論者が
提唱するのは、「段階的⼯業化」といえるものである。⼀般的に開発途上国の⼈々は教育⽔
準が低く、⾮熟練の労働者であることが多い。これより、まず発展初期に製造業を⽴ち上げ
るには、⾮熟練労働集約的な軽⼯業を発展させることが必要となる。軽⼯業の具体的なセク
ターには、繊維・アパレル産業、⾰靴産業、⾷品加⼯業、⾦属加⼯業、電⼦部品（かつては
知識集約的だったが、徐々に⾮熟練労働で製造可能）がある。軽⼯業で産業化を実現した例
として、バングラデシュやベトナムの繊維・アパレル産業、エチオピアの⾰靴産業などが挙
げられる。軽⼯業の次に進むべきは、資本集約的な重化学⼯業である。軽⼯業を育成する過
程でストック（特にインフラストラクチャー）の整備が進み、重化学⼯業にもスムーズに移
⾏できることが期待される。重化学⼯業には、⾃動⾞、鉄鋼業、⾮鉄製品・⾦属製品製造業、
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機械⼯業、化学⼯業、⽯油製品製造業などが含まれる。最後の製造業の発展段階として、知
識集約的産業がある。これには⾼度な⼈的資本や科学的知識が必要であり、情報通信技術、
バイオ、ナノテクノロジー、⼈⼯知能（AI）、ロボット、⾃動⾞（電気⾃動⾞や⾃動運転技
術は知識集約的な側⾯もある）などのセクターが挙げられる。 

グローバルサウス諸国の中には、かつて 1970 年代・1980 年代に開発途上国として輸⼊
代替⼯業化を⽬指して重化学⼯業の育成に取り組んだ国もあった。しかし、その多くの取組
は失敗したと評価されている。このときの反省も踏まえて、東南アジア諸国は外資依存・輸
出志向型の段階的⼯業化に取り組み、インドネシア、マレーシア、タイなどが重化学⼯業⽐
率を上昇させるのに成功している。その⼀⽅で、アフリカ各国は軽⼯業⽐率が⾼く、上述の
本格的な⼯業化はまだこれからの段階である。なお、先進国は引き続き重化学⼯業⽐率が⾼
いが、近年は知識集約的産業に移⾏しつつある。 
 東アジア型の経済発展において、段階的⼯業化を推し進めたのが世界経済のアンバンド
ル化である（Baldwin 2016）。1980 年代以前の製造業では、中間部品の製造から最終製品の
製造に⾄る⼀連の⽣産⼯程（タスク）は、⼯程間の情報のやりとり（擦り合わせ）の必要性
から地理的に密接に⽴地していた。その後、1980 年代頃からの情報通信技術の発達が⽣産
⼯程の近接⽴地制約を緩めることにより、先進国に集積していた製造業の⽣産⼯程が、開発
途上国を含め、国境を超えて分離（アンバンドル化）する、いわゆるタスク単位の国際分業
が始まった（ERIA 2022）。この国際分業は各国の持つ⽣産資源の⽐較優位の利⽤を容易に
し、開発途上国は低コストの⾮熟練労働をテコに労働集約産業を発展させ、その労働集約的
な⼯業製品を輸出するという経済発展モデルを可能にした。製造業製品の輸出では、グロー
バルなサプライチェーンとの連結性や海外市場の獲得が重視された。というのも、海外市場
への輸出には、取引先である先進国からの技術・知識のスピルオーバーというメリットもあ
った。 
 東アジアでは、（⽶国とのキャッチアップを果たしつつあった）⽇本との技術ギャップを
いかに埋めるかで試⾏錯誤がなされ、韓国、台湾、中国、ASEAN諸国の急激なキャッチア
ップという経済発展の連鎖が続いた（いわゆる「雁⾏形態論」）。「東アジアの奇跡」（East 
Asian Growth Miracle）といわれる急速な経済発展の背後には、海外直接投資（技術の模倣
を促進）、適正技術を採⽤した⾝の丈にあった産業育成（性急な重化学⼯業化を⾏わない）、
積極的な⼈的資本への投資（研修所、職業訓練学校、⾼等専⾨学校の設置など）がある。こ
れらの点において⽇本が⼿本となり、アジア各国は「労働集約型製造業から開始し、徐々に
技術⽔準を⾼めて産業⾼度化を達成する」という、東アジア型の経済発展を次々と実現した。
さらにこの東アジア型の経済発展では、⼯業化の進展に伴って近代的な制度が国や社会に
浸透し、⾦融市場、知財制度、科学技術システムなどを発展させるなどの副次的効果もあっ
た。 
 この段階的⼯業化の議論では、労働集約的産業、資本集約的産業、知識集約的産業と順に
段階を踏まないと開発途上国の経済発展はありえない可能性を⽰唆している。だが、世界の
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グローバルサウス諸国も東アジアと同じ発展経路を歩まないといけないかどうかは、最近
になって議論の余地があると考えられる。 

3. 多様性経路：デジタル技術を基にしたリープフロッグ経
済発展戦略 

 グローバルサウス諸国の中には、軽⼯業も含めた⼯業化がなかなか⽴ち上がらない困難
に直⾯する低所得国、中所得国の罠が深刻となり⾼所得国への移⾏が重要な課題となって
いる中所得国がある。これらの国々には⼯業化の進展度合いに違いがあるものの、いずれも
東アジア型の段階的⼯業化が実現したようなスピードで、次の⼯業化段階への移⾏が順調
に進んでいるとはいえない状況である。そこで、このようなグローバルサウス諸国にとって、
第 2 節で議論した伝統的な段階的⼯業化論とは異なる「リープフロッグ」型の経済発展戦
略への期待が⾼まっている。つまり、この新しい経済発展戦略が意図することは、製造業を
中⼼とした⼯業化の⾼度化を段階的に進めるのではなく、⾼所得国に追い付く産業発展を
⼀気に⽬指すことにある。結論から述べると、この経済発展の原動⼒は、デジタルによる近
代的サービス産業の発展とイノベーションが鍵と考えられている。 
 初めに、デジタルによって新興国や開発途上国が先進国との経済発展のギャップを埋め
るメカニズムを確認する。標準的な経済成⻑理論の成⻑会計によると、先進国との所得⽔準
の差のほとんどは全要素⽣産性（TFP）（広い意味での技術⽔準）で説明できる。TFPの差
は、（１）既に世の中にある技術のうちその国で使えている技術⽔準の格差、（２）財産権な
ど制度の違いによって⽣じる⽣産資源のミスマッチによる⾮効率性の格差と考えられる。
グローバルサウス諸国が、先端のデジタル技術を使えれば（１）技術⽔準の格差は埋まる。
また、デジタル技術を使えば、（２）制度の⾮効率性の改善にも資する可能性がある。デジ
タル技術によって情報の⾮対称性が緩和されるなどして、市場やマッチングの質が向上し
たり、法や財産権に関わる制度が改善したりすることが期待される。ただし、そのためには、
制度をエンフォースメントできる良いガバナンスを持つ政府の存在、デジタルに対する⾼
い社会的受容度などの前提条件が必要である。 
次に、近代的なデジタル・サービス経済の典型的な特徴を⾒ておく。現下の新興国や開発

途上国では、デジタル化を契機としたサービス部⾨でのイノベーションが労働者のマッチ
ングコストを引き下げ、モバイルアプリを活⽤したライドシェア・サービスなどの新たな雇
⽤機会を⽣み出すといった動きがみられる（インドネシアの Gojek や Grab が提供するサー
ビスなど）。加えて、デジタル技術によって⾦融サービスの⾰新も進展しており、ケニアで
は個⼈が携帯電話を介して⾦融取引を⾏う⾦融サービスが提供されている（Safaricom社が
⽴ち上げたM-PESA）。これらの動きはまさに、製造業の開発を経ないでイノベーションに
基づくデジタル・サービス経済への移⾏であり、リープフロッグ経済発展戦略を体現したも
のである。また、リープフロッグから派⽣するものとして「フィードバック」がある。デジ
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タル技術が新たなサービス業で展開されるのではなく、既に存在する従来産業でユニーク
な⽅法で適⽤されることもある。例として、農業におけるドローン技術を使った耕作管理や、
製造業におけるモノのインターネット（スマートフォンによる家電製品の遠隔コントロー
ルなど）、すなわち、製造業のサービス化がある。 

特筆すべきは、デジタル・インフラストラクチャーの構築とあいまって、これらのデジタ
ル・サービス経済が開発途上国でも展開可能となっている点である。デジタル・イノベーシ
ョンの模倣が製造業の⼯業化に⽐べると容易であることが、リープフロッグを可能とする
後発者の利益を⽣み出している。確かに、多くの開発途上国にとって、⾼度なデジタル技術
の開発（⼈⼯知能、ロボティックス、量⼦コンピューターなど）は、直ちには難しいかもし
れない。だが、必ずしもこれら各国が独⾃のデジタル技術を開発してサービスを展開するこ
とは求められない。むしろ、他国や他企業が開発したデジタル・サービス知識の普及で、⼗
分ではないかとの⾒⽅もある。実際に開発途上国で運⽤されているライドシェアなどのデ
ジタル・サービスは、⽶国などの先進国で開発されたシステムを普及させたものである。し
かし、開発途上国の企業は単に模倣したものを⾃国に普及させているだけではない。例えば、
ライドシェア・アプリでは、利⽤者に⾦融サービスを提供するなど、模倣を基本にしつつも、
独⾃のイノベーションも実現している場合がある。過去の経験によれば、開発途上国であっ
ても、経済が成⻑して⽣活⽔準が向上するとサービス需要が拡⼤し、サービス産業でのイノ
ベーションが加速する傾向がある。したがって、デジタル技術を基にしたサービス産業の活
⼒を活かせれば、開発途上国は⼯業化の段階を経ずに経済成⻑を実現可能かもしれない
（Aghion et al. 2021）。 
 デジタル・サービス経済の開発を促進する鍵は、社会課題の発⾒とその解決に向けたイノ
ベーションである。グローバルサウス諸国には、持続可能な開発⽬標（SDGs）に関わる課
題（環境、エネルギー、教育、健康などの分野）が多く存在している。これらの課題にデジ
タル技術を使って積極的に取り組んでいくことが、デジタル・イノベーションを加速させる
（Ito 2020）。例えば、デジタル技術を使った新しい教育システム（Ed-Tech）は、これまで
の学校教育では実現できなかった個⼈の特性に応じたオーダーメードの教育機会の提供が
可能になると期待されている。このような Ed-Tech は、インターネットの普及によって、
開発途上国での教育⽔準や⼈的資本を根本的に変⾰させる潜在性がある。その他にも、開発
途上国では災害の激甚化への対応が急務である。スマートフォンのアプリを介した防災情
報・災害情報の共有や、基幹インフラのデジタル技術を使った保守や点検といったサービス
も、開発途上国の⼈々を災害から守るために有効なイノベーションである。 
 なお、開発途上国におけるデジタル・サービス経済の開発について、必ずしも肯定的な⾒
⽅ばかりとは限らない。サービス産業の中でも観光業のようなセクターは、製造業のような
技術開発に基づく⽣産性や効率性の向上が⾒込みがたいという⾒解がある。また、情報通信
技術（IT）などの近代的デジタル・サービス産業は、主に英語教育を含む⼤学教育を受けた
富裕層に雇⽤の場を創出するものであり、インクルーシブな成⻑と貧困削減にはつながら
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ないと主張する論者もいる（⼤塚 2020）。この⾒⽅が正しいとすれば、国⺠への⾼等教育の
提供が採⽤されるべき基本的政策となるが、初期教育の普及・改善が⼤きな課題となってい
る開発途上国ではハードルが⾼い可能性がある。例えば、インドのバンガロールやハイデラ
バードといった都市では、ITなどのハイテク産業が勃興しつつある、ただし、ITセクター
の発展がインドの国全体の貧困削減につながり、将来的にサステナブルな経済成⻑を実現
できるかはよく注視する必要がある。 

新興国や開発途上国でデジタル化を進める直接的効果、機会と可能性、リスクと脆弱性、
必要とされる政策的対応は、以下の表のようにまとめられる（Ito 2020）。これらの国では、
先進国と⽐べて機会と可能性が⼤きい⼀⽅で、リスクと脆弱性も⼤きく、政策的対応を確実
にとれる体制が必ずしも整備されていない点に留意すべきである。 
 
[図表 2]デジタル化が提供する機会とリスク 

デジタル技術の直

接的効果 
機会と可能性（＋） リスクと脆弱性（－） 政策的対応 

検索と情報アクセ

スの改善 
情報の非対称性の解

消による包摂性 
説明責任の欠如によ

る情報統制 
情報へのアクセス拡

大、プライバシー保護、

市民参加型の政策決定 

自動化技術の普及 企業、生活、政府の効

率性の向上 
技能教育がない状況

での非正規労働と不

平等の拡大 

デジタル経済の技能教

育と生涯学習の促進、

社会保障の整備 

プラットフォーム

企業の台頭 
規模の経済性とネッ

トワーク外部性によ

るイノベーション 

競争の欠如による寡

占化 
参入と競争を促進する

規制の実施 

(出所：Ito 2020) 

 
デジタル・サービス経済を基にしたリープフロッグ戦略の実現可能性について、評価をま

とめておこう。前節の製造業を中⼼とした東アジア型経済発展モデルは、グローバルサウス
諸国が⼯業化を⽴ち上げ、また中所得国の罠から脱却する最も⼿堅い発展モデルとみられ
る。しかし、これにはあらゆるレベルでのストックの蓄積が必要であり、経済発展に数⼗年
の年⽉が必要なことが難点である。これに対して、リープフロッグ経済発展戦略は、各国の
社会課題に応じてデジタル・サービス産業を活性化すれば、製造業を経ない経済発展も可能
であることを⾒込む。 

ただし、それには条件がある。この戦略ではデジタル知識を普及できるだけの受容能⼒の
養成が不可⽋であり、⼀般の⼈々を対象とした教育政策が重要になる。また、デジタル技術
の恩恵が、⼀部のデジタル・エリートだけではなく、国⺠のすべての階層に⾏き渡らせる⽅
策も必要である。上述の表で⽰したように、開発途上国では特に⾃動化技術の普及が脅威で
あり、適切な技能教育がなければ不平等は⼀層拡⼤すると予想される（Acemoglu and 
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Johnson 2023）。開発途上国にとって、⾃動化などの技術の⽅向性や普及を制御するのは容
易ではないが、デジタル・サービス経済に即した技能教育と⽣涯学習の促進、社会保障の整
備などは積極的に進めていくべきである。製造業の⼯業化における過程と同じく、デジタル
化によって⼈的資本や社会資本の蓄積、近代的な制度の国や社会への浸透を促進するべき
であり、これらの取組がなければリープフロッグ経済発展も⾒込めないだろう。 
 最後に、⽇本を含めた先進国がグローバルサウスにいかにアプローチすべきかについて
触れておく。戦後まもなくの 1960-1970 年代頃から、先進国と開発途上国の間にある経済
格差などの南北問題が議論となり、貧困削減や⼯業化⽀援などのために政府開発援助（ODA）
が現在まで提供されてきた。開発途上国の⼯業化が⽴ち上がるとともに、⽣産ネットワーク
の拡⼤を図るための海外直接投資（FDI）やインフラ投資、中間層をターゲットにした消費
市場の開拓が、⺠間企業も主体的に関わる形で進んできた。今世紀に⼊って以降のデジタ
ル・サービス経済化の時代には、先進国のグローバルサウスへのアプローチも変化が求めら
れている。具体的には、先進国は、少⼦⾼齢化・⼈⼝減少、環境問題、災害管理といった社
会課題に先取りして取り組んでいることから、先進国がこれら社会課題へのデジタル技術
を使った有効な対策を⽰すことが、グローバルサウスの発展、さらには先進国とグローバル
サウスの紐帯による世界の発展のために必要である。 

4. 多様性経路実現のための政策 

 第 3 節では、グローバルサウスのリープフロッグ経済発展戦略のあり⽅を⽰した。本節
では、当該戦略を実現するための具体的政策について考えてみたい。以下では、（１）デジ
タル技術を使った⼩規模企業事業振興と⼤企業組織化、（２）既存製造業のリニューアル・
サプライチェーンへの参画を取り上げる。 

（１） ⼩規模企業振興と⼤企業組織化 

デジタル技術を使った⼩規模企業振興は、第 2 節の東アジア型経済発展戦略のアナロジ
ーで考えるとよいだろう。つまり、開発途上国の⼩規模企業がすぐにデジタル技術を開発す
るスタートアップとなることは困難なことから、初期にはデジタル・サービス経済における
「軽⼯業」を⽬指すということである。従来のサービス産業での典型例として、インドやフ
ィリピンにおける先進国企業の電話オペレーティング・サービスの請負業務がある。デジタ
ル・サービス経済でいえば、グローバル企業の委託による⽐較的単純なデジタル加⼯の請負
業務などが考えられる。IT 関連の⼩規模企業には、オフィス建物、パソコン、インターネ
ットなど以外の物的資本は必要なく、この業務を⽐較的容易に始めることが可能である。ま
た、⼈的資本についても、⾼度なデジタル技能は必要とされず、⼀部の管理者を除いて初期
時点で⾼度な教育を受けていなくてもよい。現在、このようなデジタル業務の請負サービス
は、ラオスのような低賃⾦で労働者を雇⽤できる開発途上国に出現しつつある。  
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次の発展段階は、デジタル・サービスの「重化学⼯業」化である。デジタル・サービス経
済を推進するためのストックの蓄積を効果的に進めれば、⼩規模企業から⼤企業組織化に
成功する企業も現れることが期待される。このときには、グローバル経済において、より⾼
度なデジタル・サービスの提供や先進国も含めた国・地域への海外進出も可能となる。これ
には、より⾼度なデジタル技能を習得した労働者の厚みが必要であり、⼀定⽔準以上の教育
政策による⼈的資本の蓄積には時間がかかることが⾒込まれる。それでも、その他資本（物
的資本やインフラストラクチャー）の蓄積は、製造業での⼯業化の場合より少なくてすむと
⾒込まれる。すなわち、経済発展の⼀部段階を圧縮できることから、これはリープフロッグ
である。このようなデジタル・サービス産業の⾼度化は、ベトナムの FPT社などにみられ
る。FPT 社は、ベトナムの安い⼈件費を活かし、⼤⼿企業のデジタル・オフショア業務を
請け負ってきたが、今は⽇本などの先進国企業と共同事業を⾏うまでに業務を拡⼤・⾼度化
している。 

（２） 既存製造業のリニューアル・サプライチェーンへの参画 

グローバルサウス諸国においては、先進国企業と同様に、既存製造業のリニューアル・サ
プライチェーンへの参画も必要になるとみられる。東南アジアなどの各国の地場企業の中
には、現地多国籍企業との取引でグローバル・サプライチェーンと連結している。近年、気
候変動問題への ESG 対応から、多国籍企業が脱炭素化を軸にサプライチェーンをリニュー
アルしようとしており、この動きは不可逆的なものとなっている。例えば、⽶国の Apple社
は中国からベトナムやタイといった ASEAN諸国に製造拠点をシフトしつつある。同時に、
⾃らのサプライチェーンでの CO2 排出量を早期にゼロにすべく、サプライヤーには 2030
年までに同社に納める製品について全て再エネ電⼒で製造することを求めており、⽶系半
導体企業等を除き、ほぼ全てのサプライヤーがこの Apple社の要請に従っている（Apple）。
また、政策⾯でも、欧州による炭素国境調整措置（CBAM: Carbon Boarder Adjustment 
Mechanism）が本格的に稼働すると、製造時の CO2 を減らさなければ巨⼤な欧州市場で競
争⼒を有しないことになり、グローバル市場獲得を通じた経済成⻑の道を阻害されてしま
う。 

こうした事態を防ぐためには、グローバルサウス諸国も、投資誘致の観点で、グローバル
企業及びそのサプライヤーが GX（Green Transformation）を推進しやすい環境を整える必
要がある。ここにデジタル技術は密接に関係してくる。例えば、CO2 を減らすためには、
まずその排出量を可視化する必要があり、CO2 が⽬に⾒えないが故に、デジタル・ツール
が使われる。また、可視化後も、⽣産プロセスだけでなくエネルギー供給に潜む無駄を省く
GX カイゼンを⾏うことで、⾮常に⾼い費⽤対効果で CO2 の削減を実現できる。IoT セン
サーなどを活⽤することで、無駄もあわせて可視化されていれば、カイゼン活動をより効率
的に⾏うことができる。こうした可視化や GXカイゼンを⾏うためには、エネルギー利⽤側
の企業で、GX及びDX（Digital Transformation）に⼀定のリテラシーのある⼈材育成が必
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要である（政府やグローバル企業による⽀援も、⼀部で必要と考えられる）。仮に AIやビッ
クデータなどのデジタル技術を活⽤し、現場での GX カイゼンのノウハウの活⽤が容易に
なれば、先進国で実施されたような⻑年かけてカイゼンのノウハウを現場で蓄積する必要
がなくなるため、グローバルサウス諸国がリープフロッグを達成するきっかけにもなりえ
ると考えられる。 
加えて、近年コストが急速に低下した再エネ電⼒も、うまく活⽤することができれば、企
業単位の脱炭素化を推進する強⼒なツールになりえる（ただし、電源の持続可能な開発を⾏
う、出⼒変動に耐えうる⼗分な調整⼒を確保し安定的な電⼒供給を実現するといった前提
条件がある）。これも、グローバル企業等の誘致を⾏う上での⼤きな武器の⼀つとなる。再
エネ活⽤においても、デジタル技術は、正確な電⼒需給の予想を⾏う際や、分散型リソース
を集約して VPP (Virtual Power Plant)のように制御する際などに活⽤されることが⾒込ま
れる。仮にグローバルサウス諸国が、従来技術を活⽤して電⼒の低廉で安定的な供給を実現
している先進国よりも、こうした技術を積極的に取り込める環境が整っていれば、⻑い時間
をかけて電⼒系統運営ノウハウ等を蓄積する必要がないため、リープフロッグを達成でき
る可能性がある。そうした環境は、既得権がほとんどない中で健全な制度に基づき国レベル
の電⼒インフラを構築できるといった環境だけでなく、デジタル技術の実装初期では無電
化地域に太陽光などの変動電源と蓄電池のみで電⼒供給を最⼤限⾏うといった制約条件の
多い環境もありえる。 
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政策提⾔ VII 新たな国際開発⾦融制度の創設 

前⽥ 充浩 武蔵野⼤学客員教授 

1. グローバル・コモン・ターゲット 

グローバルサウス諸国の経済成⻑にとっての現下の最⼤の課題の１つは、インフラ開発
資⾦の調達である。経済成⻑の⼊り⼝に⽴つ多くのグローバルサウス諸国は、膨⼤な量のイ
ンフラ建設を必要としている。膨⼤な量のインフラ建設を順調に進めなくては発展途上国
の経済成⻑を進めることはできない。インフラ開発の成否は、今後のグローバルサウス諸国
の将来を左右する最重要事項なのである。 
UN “Financing for Sustainable Development Report 2024” によると、現下、発展途上国

は毎年 4 兆 USD の資⾦ギャップに直⾯しているとされる。同報告書はまた、2015 年資⾦
ギャップは 2.5 兆 USD だったのに対して 2023 年には４兆 USD に到達し増加傾向にある
としている。 

⼀⽅問題は、インフラ開発は「市場均衡による供給量が社会的に適正な（socially optimal）
な供給量を⼤きく下回る」という市場の失敗が発⽣する分野であることである。このため、
「通常の」市場メカニズムによって資⾦⼿当てをすることが原理的にできない。 
 市場の失敗が発⽣する分野であるため、⼀般的には資⾦の出し⼿は政府であることにな
る。問題は、グローバルサウス諸国は発展途上国であり、天然資源に恵まれている等の幸運
でもない限りにおいては、通常は政府財政はひっ迫しており、独⼒で⾃国が必要とするイン
フラ建設を推進するだけの⼗分な資⾦を⼿当てすることが不可能であることである。 
 発展途上国が独⼒では国内におけるインフラ建設に必要な資⾦⼿当てが出来ない場合に
は、当該政府は国際開発⾦融、即ち先進国またはMDBs（国際開発⾦融機関）からの譲許的
（concessional）資⾦に依存することになる。先進国側にしてみれば、発展途上国に対する
譲許的開発資⾦の供与は、相⼿国に対する外交⼒の強化をもたらすため、そのような資⾦の
提供には積極的な姿勢を⾒せることが少なくはない。なお、ODA（Official Developmental 
Assistance）という概念で捉えられる開発資⾦が、実際には供与する側の先進国の外交⼒の
強化に繋がることは、OECDにおいて ECG（Export Credit Group）が基幹の委員会として
設けられており、そこでは OECD加盟各国による ODA供与に関する「規制」が議論され
ており、歴史的に、1978 年のOECD輸出信⽤アレンジメント（Arrangement on Officially 
Supported Export Credits）を典型とする多くの「規制」の国際レジームが構築され、運⽤
されていることから明らかである。 
 したがって資⾦の借り⼿であるグローバルサウス諸国側から⾒ると、このように海外か
らの資⾦に依存することは、債務持続性の問題を⽣むこととなるため、極めて慎重な対応が
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必要となる。 
 1982 年のメキシコのデフォルト宣⾔により顕在化した発展途上国の累積債務問題は、爾
後、20 世紀中を通じて国際経済システムの根幹を揺るがす重要な問題であり続けてきた。
［表１］に⽰すように、1980 年代終わり以降は、定期的に G7 サミットにおいて、発展途
上国に対する⼤幅な債務削減が実施されるようになった。 
 
［表１］ history of Paris Club debt rescheduling schemes 

1988 Tronto Term (33% reduction for LLDC) 
1990 Houston Term (rescheduling for low- and medium-income countries) 
1991 London Term (50% reduction for LLDC) 
1994 Naples Term (67% reduction for LLDC) 
1995 Lyon Term (HIPC Initiative) 
1999 Koln Term (expanded HIPC Initiative) 
2000 Okinawa Initiative (100% reduction for HIPC) 
2003 Evian Approach 

（出典：公開資料より筆者取りまとめ） 
 
 21 世紀に⼊ると、20 世紀中とは異なる新たな深刻な問題が発⽣するようになった。新興、
かつ超強⼒な国際開発⾦融の供与者としての中国の台頭である。中国により⼤規模な融資
の実施と引き換えに⾏われる外交上の影響⼒の⾏使は、債務の罠（Debt Trap）と呼ばれる。
⽶⺠間調査機関（Aid Data）の調べによると、2021 年には、対中債務が国内総⽣産（GDP）
の 10%を超える国は 42 カ国にのぼるとされている。このような中国による債務の罠の脅威
は、⼀帯⼀路政策の本格化とともに、今⽇、⽇に⽇に深刻性を増すようになってきている。 
 即ち今⽇においては、年間数兆ドルにも及ぶグローバルサウス諸国における「⼿当されな
い」インフラ開発資⾦を、中国及び先進諸国による債務の罠を回避する形で、即ち債務持続
性を確保しつつ、供与することが求められていることになる。グローバルサウス諸国におけ
る債務持続性を確保した上での膨⼤なインフラ開発資⾦の供与という課題への対応が、現
下の国際社会のグローバル・コモン・ターゲットであることになる。 

2. 正統派経路 

 このグローバル・コモン・ターゲットへの対応の 1つの経路は、現⾏のソブリン型の国際
開発⾦融レジームを補強することにより債務持続性を確保する、というものである。ソブリ
ン型の国際開発⾦融レジームとは、発展途上国が国内で⼿当てできないインフラ開発資⾦
を、基本的に先進国政府と MDBsが融資形態で供与するというものである。なお、このよ
うに政府と国際機関が供与するものであるため、融資形態ではあるものの、その⾦利及び償
還期間は市場⾦融に⽐べて⼤幅に有利（concessional）な条件が設定されることとなる。 
 ただし条件は市場⾦融に⽐べて有利であるとしても融資であることには変わりはなく、
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借り⼿の発展途上国は償還義務を負う。発展途上国がこの償還義務を果たせない場合には
デフォルトとなり、累積債務問題が顕在化する。 
 ［表１］で⽰したように、20 世紀中において⻄側先進諸国は発展途上国の累積債務問題
への対応において、⼤変な労苦を強いられてきた。このような中で、発展途上国の債務持続
性確保のため、先進諸国主導により以下のような国際レジームが構築されている。 
 第１は、パリクラブである。これは、1956 年に創設された、フランス財務省でほぼ毎⽉
開催される、主要な債権国と債務国が⼆国間のリスケジュール（返済の繰り延べ）協議を⾏
う⾮公式会合である。債権国として加盟しているのは、主要な先進諸国及びロシアである。
中国が加盟していないことに留意が必要である。 
 この国際レジームが発展途上国の債務持続性確保にとって果たす重要性は、会議におい
て、個別の発展途上国の債務償還能⼒が明らかにされることである。債務償還能⼒に疑義が
持たれるようになった発展途上国に対しては、少なくともパリクラブ加盟の債権国からは
新規の融資が⽌められることとなる。21 世紀の今⽇では、中国、インド等の新興資⾦供与
国が⼊っていないため実効性が低下することが考えられるとはいえ、20 世紀中においては、
パリクラブ加盟の債権国全体からの融資が⽌められることは、事実上、海外からの資⾦調達
の途が塞がれることと意味していた。 
 第２は、IMF のシグナリング・システムである。これは、IMF が個別の発展途上国につ
いて逐⼀、債務償還能⼒については、緑、⻩、⾚のシグナリングを付するものである。 
 シグナル緑の国は、ストレス・テスト（海外から輸⼊する原油等の価格上昇、主要な輸出
品の国際価格の低迷等）をかけても⼗分な債務償還能⼒が⾒込まれる国である。シグナル⻩
の国は、現状が維持される限りにおいては債務償還能⼒はあると判断されるものの、ストレ
ス・テストをかけると債務償還能⼒に問題があると判断される国である。シグナル⾚の国は、
現状が維持される場合においても、債務償還能⼒に問題があると判断される国である。 
 これは、IMF がボランタリーに発表しているものである⼀⽅、この判断が、各国財務省
に対する発展途上国への融資決定において事実上強制⼒を有することとなっている。即ち、
各国財務省は、シグナル緑の国に対してのみ新規の融資を実施することとなり、シグナル⾚
は論外としても、シグナル⻩が点灯した国に対しては、新規融資を控えることとなっている。 
 この原則は各国において相当強固に維持されている。例えば 2008 年 TICAD（アフリカ
開発会議）の開催を機に、⽇本政府内ではアフリカ諸国へのODAを拡⼤することが検討さ
れたものの、対象国の多くにおいては既にシグナル⻩が点灯しており、新規の⼤規模円借款
の供与が⾒送られた。 
 これらの仕組みを活⽤して、発展途上国の債務持続性を確保しつつ、現⾏のソブリン型の
国際開発⾦融レジームを継続することが単系的経路である。この経路の最⼤の問題は、⾔う
までもなく、20 世紀中に構築されたこの⽅法は、20 世紀中においては主要な債権国ではな
かった中国、インド等の新興債権国を取り⼊れていないことである。それら新興債権国を取
り組むことによって、発展した国際レジームを構築することが課題となる。 
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3. 多様性経路 

 これに対して、MIGA-GSRC は、原理的に累積債務問題を発⽣しない、新たなインフラ
開発資⾦供給システムの構築を提案する。即ち、ブロックチェイン上で⺠間資⾦を調達する
STO（Security Token Offering）⽅式である。 
 そもそも、累積債務問題は、発展途上国の政府が⾃らの債務返済能⼒を超える債務を負う
ことによって発⽣する。このため、政府が債務を負わない限りにおいては、原理的に累積債
務問題は発⽣しない。即ち、⺠間資⾦の活⽤によってインフラ建設を推進することが考慮さ
れるべきであると判断される。 
 それでは、⺠間資⾦の活⽤は、現下必要とされる発展途上国における莫⼤なインフラ開発
需要に対する適切な対応⼿段になり得るのだろうか。 
 天然資源に恵まれない発展途上国が経済成⻑を開始する時点においては政府財政はひっ
迫しているのが常であり、⾃国の政府財政のみで必要なインフラ開発資⾦を⼿当てできる
ことは考えにくい。思い起こせば、⽇本もそのような経路を辿っており、⽇本では、郵便貯
⾦として集めた⺠間資⾦を国家の経済成⻑にとって重要なインフラ開発に回すという制度
を、1878 年の早きに開始している。財政投融資制度である。なお、財政投融資制度は、郵
便貯⾦として集めた⺠間資⾦によって⽇本の経済成⻑を牽引するインフラ建設を⽀えたの
みならず、円借款制度の原資として、アジア全体のインフラ建設を⽀え、爾後のアジアの発
展を⽀えるものとなったことは記憶に留めるべきである。⽇本独⾃の国際開発⾦融制度で
ある円借款制度は、サンフランシスコ講和条約で義務付けられたアジア諸国への賠償義務
を果たすために、財政投融資資⾦を活⽤して ODA 資⾦をねん出するという離れ業によっ
て、終戦後の経済混乱の中で⽇本がアジア諸国に対する開発援助を実施することを可能に
したものである。財政投融資資⾦を活⽤しているために、当時の趨勢に反してドル建てでは
なく円建てであり、また贈与ではなく借款制度となったものである。 
 今⽇の⺠間資⾦の現状を⾒ると、量としては、発展途上国のインフラ開発の推進に⼗分な
貢 献 を で き る だ け の も の が あ る と ⾒ 込 ま れ て い る 。 ⺠ 間 企 業 の 調 査
（https://www.visualcapitalist.com/the-109-trillion-global-stock-market-in-one-chart/）に
よれば、個⼈投資のマーケットは 2023年で 109兆⽶ドル程度という超巨額の規模があると
⾒込まれている。 
 ⼀⽅で、⺠間資⾦を発展途上国のインフラ開発に動員するためには、幾つかの困難な問題
を克服しなくてはならない。 
 第１が、収益性の問題である。⺠間資⾦は、必ず収益性が保証されなくてはならない。⼀
⽅でインフラ案件は、定義上市場の失敗が発⽣する。政府であれば、当該インフラ案件全体
としては⾚字であるとしても、正の外部性が発⽣するため、公共事業として、実施すること
が正当化されるとしても、⺠間資⾦ではそれは不可能である。 

https://www.visualcapitalist.com/the-109-trillion-global-stock-market-in-one-chart/
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 この問題に対処するため、私達はプロジェクト債の考え⽅を援⽤することを提案する。 
 インフラ案件においては、プロジェクトの切り分け⽅により、絶対に収益性が考えられな
い部分と収益性を⾒込むことが出来る部分とに切り分けることが出来る。この内の後者に
ついては、それをプロジェクト債として、独⽴して資⾦調達をすることが出来る。この考え
⽅を援⽤して、⺠間資⾦を、このプロジェクト債が成⽴する部分についてのみ動員すること
が考えられる。 
 第２が、⼩⼝化に伴う⼿続き上の問題である。ソブリン資⾦と⽐べた場合の⺠間資⾦の動
員の利点の１つは⼩⼝化である。政府に⽐べて⺠間投資家の投資規模は極めて⼩さいため、
巨額の資⾦を⼩⼝化して調達することが可能になる。 
 ⼀⽅で、⼩⼝化できるということは、莫⼤な投資家を集結させることが必要であることに
なる。例えば、1000 億円を必要とする発電所案件を考えると、ソブリンの場合には、政府
という１つの主体が全部を供給することになる⼀⽅、仮にこれを⼀⼝ 100 万円に⼩⼝化す
るとすれば、10 万⼈の投資家を集結させることが必要になる。この膨⼤な数の投資家を、
低いコストで集結させるための合理的な⼿続きを構築することが必要であることになる。 
 この場合の⼿続き上の問題は、投資⼿続き及び情報共有の２つの問題があることになる。
投資⼿続きとは、多数の投資家が安価で簡便に投資を実施できる制度構築のことである。情
報共有問題とは、多数の投資家に対して、投資の決定に必要な、プロジェクトに関する膨⼤
な情報を安価で提供するための制度構築のことである。 
 第３が、流動性の問題である。ソブリン資⾦とは異なり、個⼈投資家の場合には、⼀般的
には投資資⾦の流動性が求められることとなる。即ち、投資した資⾦をリスクの変化を⽢受
しつつ満期まで保有しなければならない場合には⺠間投資家の投資を期待することはでき
ない。⺠間投資家の資⾦を期待するためには、リスクの変化によって常時エグジットするこ
とが可能な仕組み、端的には 2次市場を準備することが必要となる。 
 これらの３つの問題に対応しつつ、⺠間投資家の資⾦を発展途上国のインフラ開発に向
けるために、私達は、ブロックチェイン上の STO ⽅式を活⽤した制度の整備を提案する。 
 なお、STO によってインフラ開発資⾦を調達するという考え⽅は突⾶なものではなく、
現在においても、特に不動産開発の分野において⾏われている。私達の提案は、これらの実
例を基盤にして、不動産開発に限定せず、広くインフラ開発に適⽤可能な制度を構築しよう
というものである。 
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[図表２] STOによる不動産開発の事例 

4. 多様性経路実現のための政策 

 現在、⽇本国内において不動産開発等において実施されている STO 制度を図⽰すると、
以下のようになる。 
 
［図表３］現状の STO制度の概要 

 
（出典：筆者及び⾼野和也作成） 
 
 私達は、この現状システムをインフラ開発⼀般に適⽤するためには、以下の点が問題であ
ると考える。 
 第１に、複数の業者により多額の⼿数料が徴収されており、結果として個⼈投資家の投資
コストが上昇することである。 
 現状システムでは、プロジェクト債を発⾏する信託銀⾏等の発⾏者、ブロックチェインの
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プラットフォーマー、及び個⼈投資家に STOを販売する証券会社の 3 者がそれぞれ⼿数料
を徴収している。発⾏者及び証券会社の⼿数料は、5%程度が相場であると⾒做される。 
 第２に、2次市場が整備されていないことである。 
 第３に、個⼈投資家に対して、投資プロジェクトに関する膨⼤な情報が安価に提供される
情報共有システムが整備されていないことである。 
 これらの問題を克服するものとして私達は、以下のような制度を提案する。 
 
［図表４］新提案 Project Bond STO Scheme 

（出典：筆者及び⾼野和也作成） 
 
 この私達の提案制度（Project Bond STO Scheme）の⾻⼦は、以下のものである。 
 第１に、ブロックチェインのプラットフォーマーが、同時に STOを⺠間投資家に対して
販売することとし、そのような新しいプラットフォーマーを、スーパー・プラットフォーマ
ーとして設⽴する。 

現⾏の制度においては、ブロックチェインのプラットフォーマーは、単にブロックチェイ
ンのシステムを運営するのみであり、STO という⾦融商品を⺠間投資家に販売する役割は
担わない。⼀⽅、考えてみればブロックチェイン上のシステムを使う限りにおいては、⺠間
投資家はブロックチェイン上で提供される情報を元に投資の有無を決定し、ブロックチェ
イン上のサイトをクリックすることにより STOを購⼊できる、即ち投資できるものであり、
改めて現状証券会社が担っている、商品に関する説明、購⼊⼿続きの代⾏等の業務は発⽣し
ない。このため、これらの付帯的な業務はブロックチェインのプラットフォーマーが簡便に
実施できるものであり、そのための⾼額な⼿数料は⼤幅に圧縮することが出来る。但し、ス
ーパー・プラットフォーマーは、現⾏のプラットフォーマーとは異なり、⾦融証券取引に関
する国内法制上の免許の取得が必要であり、また⾦融商品取引に関する知⾒も必要とされ
ることとなる。 

第２に、現状の制度では整備の進んでいない、STOの 2次市場を設⽴し、整備する。 
なお、このように 2次市場を組み合わせ、かつ STOによるインフラ開発資⾦に特化した⽬
的を果たすためには、グローバルサウス諸国における現状の電⼦証券取引所では適切な運
営が困難であると考えられるため、原則として、STO に特化した新たな電⼦証券取引所を
設⽴することが必要になると考えられる。 
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第３に、世界中の⺠間投資家に対して円滑な投資を促すためには、当該インフラ案件に関
する潤沢な情報の提供が求められる。このため、ブロックチェイン上に、有料の会員制の情
報共有のレイヤーを設けることとする。 
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第４章 

社会セクター 
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政策提⾔Ⅷ 農業システムの多様性の活⽤で実現する包摂

的で持続可能なバリューチェーンの構築 

植⽊ 靖 ⽇本貿易振興機構アジア経済研究所主任調査研究員 

1. グローバル・コモン・ターゲット 
発展途上国の開発において、農業の役割は中⼼テーマのひとつである。農業は、⼈が⽣き

ていく上で最低限必要な⾷料と環境（⾐・住・健康・医）の確保に必要な素材を⽣産する営
みである。農業は、いつの時代にも、世界のどこにでも存在する⽇常的な⽣産活動である。
それ故、産業⾰命以降の開発は、農業を近代化し、農業中⼼の産業構造からの脱⽪を意味し
た。多くの発展途上国が、農業⽣産性向上と新産業（製造業、サービス業）振興を通じて、
⾷料農業安全保障の強化と、国⺠の所得向上、飢餓の撲滅、⽣活の質の改善を実現しようと
してきた。 

発展途上国における農業の近代化は、植⺠地時代まで遡ることができる。植⺠地主義のも
と、欧州諸国は、商品作物を低コスト・⼤量栽培するために、⺠間資本も活⽤して、熱帯・
亜熱帯地域にプランテーション農業を導⼊した。植⺠地主義下のプランテーション農業に
おいては、奴隷の使役や先住⺠の低賃⾦・⻑時間労働など、深刻な⼈権侵害などの問題を引
き起こした。それでもプランテーション農業は、脱植⺠地化を達成した発展途上国で継続さ
れ、技術移転や雇⽤創出、外貨獲得などを通じて途上国経済に貢献している。 
プランテーション農業は、広⼤な農地を開拓し、機械や化学薬品などの資材を⼤量に投⼊

し、特定作物の⼤量栽培に特化（モノカルチャー化）することで、低コスト・⾼効率・⾼競
争⼒・⾼収益性の追求と農産品の増産を実現している。発展途上国のプランテーション農業
は、「フォーディズム」に象徴される製造業における少品種⼤量⽣産システムの発展・普及
と相まって、先進国の⼤量消費社会を⽀えるバリューチェーンの構成要素として必要不可
⽋になっている。先進国が途上国に安定的な農産品市場を提供することで、プランテーショ
ン農業は、現代において先進国、途上国双⽅にメリットをもたらしている。 

ただし、プランテーション農業にはデメリットもある。経済的には、発展格差の固定化・
拡⼤を招く可能性を指摘できる。プランテーション農業は企業的農業や農業商社の発展を
促すが、コモディティへの特化により、農業従事者の価格交渉⼒を低下させ、家計や経済の
価格変動の影響に対する脆弱性を増す。特に⼩規模家族農業は取引上不利な⽴場に置かれ
やすい。外資や輸出への依存が⾼い状況下では、発展途上国は貧困からの脱却が構造的に困
難になる。結果として、発展途上国の貧困・飢餓撲滅が難しくなる。 

この 20 世紀に確⽴された⼤企業主導による世界農業システム（グローバルコモディティ
チェーン（GCC）/グルーバルバリューチェーン（GVC））の統治を強固にしたのが、冷戦
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の終結とワシントンコンセンサス、WTO交渉を通じた貿易・投資の⾃由化、経済のグロー
バル化である。GCC/GVC のリードファームは、⾃社基準の遵守をサプライヤーに強いり
ながらも、知識移転を通じてサプライヤーの能⼒向上に貢献してきた。しかし、その⽀配⼒
の強さは、南北対⽴（先進国企業と途上国企業・⽣産者・住⺠との対⽴）、官⺠対⽴（グル
ーバル企業の台頭と官⺠間の主導権争い）、企業対⽴（⼤企業と中⼩⽣産者との対⽴）を深
化させた。 
プランテーションに代表される⾼投⼊農業は環境破壊の原因になってきた、との批判も
根強い。具体的には、⼤規模農地開発のための森林破壊や野焼きによる煙害、⽔資源の枯渇、
⼟壌劣化（⼟地栄養素の枯渇）、化学薬品（化学肥料、殺⾍剤、除草剤等）の⼤量使⽤、と
いった農業⽣産に伴う活動に起因する環境破壊や⽣態系の破壊、気候変動への悪影響 、災
害リスクの増⼤などが指摘されている。これら環境⾯への悪影響に関連し、開発に伴う⼈権
侵害（開発事業者と先住⺠との⼟地所有権をめぐる対⽴、地元住⺠の健康被害）や伝統⽂化
の崩壊といった社会問題や、地域住⺠やコミュニティ、⽂化への悪影響に着⽬した批判も強
まっている。 

20 世紀型の農業システムは、コモディティ化された作物の増産と貧困削減、収益性の確
保に寄与したが、持続可能性の課題を残した。この農業システムを再設計し、貧困と飢餓撲
滅という社会課題の解決と農業および関連産業の発展・包摂性・強靭性、持続可能性を同時
達成できる農業システムを構築することが、国際的な⽬標となっている。 

2. 正統派経路 

21 世紀の国際社会が確⽴を⽬指す持続可能な農業システム（Sustainable Agricultural 
Systems）は、収益性、環境衛⽣、社会経済的平等を確保しながら、現世代および次世代の
ニーズを満たすものである（FAO, 2014）。これらのニーズには、⾷料安全保障の 4つの柱
（⼊⼿可能性、アクセス、利⽤、安定性）すべてと、持続可能性の次元（環境、社会、経済）
への貢献が含まれる（FAO Website on Sustainable Foo d and Agriculture）。 

このような持続可能な農業システムの確⽴は、国連の持続可能な開発⽬標（SDGs）の達
成とも整合的である。国連⾷糧農業機関（FAO）は、「持続可能な⾷料・農業（Sustainable 
Food and Agriculture: SFA）への移⾏のための 5原則 に沿った政策・⾏動の⽴案・実施に
より、多様な SDGsの推進と同時に農業における持続可能性の社会的、経済的、環境的側⾯
のバランスが達成される、としている（FAO, 2014; 2018）。つまり、持続可能な農業システ
ムの構築に向けたアプローチは、農業や農村が持つ多様な機能 を考慮に⼊れたものとなる
（⽇本国農林⽔産省ホームページ）。持続可能な農業システムの構築に向けた政策アプロー
チは、農業および関連産業の⽣産⼒拡⼤や⽣産性向上を重視した 20 世紀の政策アプローチ
よりも、環境的および社会的側⾯により配慮したものとなる。 
農業と⽣態系との調和や相互作⽤に着⽬する農業⽣態学(Agroecology)や農業⽣態系
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（Agroecosystem）を取り⼊れたアプローチの場合、持続可能な農業と⾷料システムの設計
と管理に、⽣態学的・社会的概念と原則を同時に適⽤する、全体的かつ統合的なアプローチ
が取られる。このアプローチでは、植物、動物、⼈間、環境間の相互作⽤の最適化と同時に、
⼈々が何を⾷べるか、どこでどのように⽣産されるかを選択できる社会的に公平な⾷料シ
ステムの構築も⽬指す取り組みが推奨される（FAOホームページ）。FAOが推進する GIAHS 
(Globally Important Agricultural Heritage Systems)は、地域特有の気候や⾃然環境に注意深
く適応し、地域の⽂化や⽣物多様性と豊かに融合しながら創造されてきた伝統的な農林⽔
産業システムの継承によって、⽣物多様性の保全と農業による環境への影響軽減の達成と
いう政策⽬標を、よりシンプルな政策⼿段で達成しようとするものと⾔える。 

ただし、農業と⽣態系との調和を重視した政策アプローチに対する批判や課題もある。
Mugwanya (2019)によれば、農業⽣態学が推奨する農法は、サブサハラの⼩農により広く⾏
われている農法と⼤差ない。したがって、その推進は、アフリカの⾮⽣産的な農法と貧困と
いう問題の現状維持につながる。農業⽣態学の主張の根底にある反企業・反産業の感情もア
フリカ諸国における現在の経済的現実から乖離している。アフリカの農業がどのパスを歩
むべきかという議論は、アフリカ農業の現実を明確に理解した上で⾏われるべきである。ア
フリカでは依然として、⼩農の近代化、資材やインフラへのアクセスの改善などが必要とさ
れている。同様に、⽣産性の低い伝統的農業の保全が、グローバルには環境破壊につながり、
問題解決にはならないとの批判もある。ある地域で伝統的農業の保全を推進しても、その地
域で⾷料需要が増加すると、他地域で森林伐採による⾷料増産が進み、結果として伝統的農
業を推奨する地域への農産物輸⼊の増加につながってしまうからである(Fuchs, Brown, & 
Rounsevell, 2020; Bateman & Balmford, 2023)。 

持続可能な農業の実現には、農業の社会的・環境的便益が社会的に広く認知され、持続可
能な農業に取り組む⽣産者が、社会的・環境的貢献に⾒合った報奨を受けられる仕組みが必
要である。しかし、⽣物多様性からの経済的便益は、農業従事者に必ずしも認識されていな
いのが現状である(Velado-Alonso, Kleijn, & Bartomeus, 2024)。 

3. 多様性経路 

持続可能な農業に対する批判や課題の根底には、農業の構造転換に関する議論がプラン
テーション農業を典型とする⼤規模・⾼投⼊農業を念頭にされがちなことがある。持続可能
性を⾼めるため、ESG 投資やカーボンクレジットのような企業農業や商社の規律付けに有
効な対策が提案・実⾏されているが、⼩規模農家には対応が難しい対策である。持続可能な
農業の実現には、⼩規模農家がその実現に向けた活動に⾃律的、積極的に関与する動機付け
が求められる。 
農業を取り巻く社会や環境は多様性（地域多様性）に富んでいる。それに応じて、農業形

態も多様で、地域多様性に応じて発展してきた歴史がある 。農業の理想形に関する国際的
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な合意形成ができたとしても、それに⾄るための施策の⽴案段階で、総論賛成・各論反対の
状況に陥る可能性が⾼い。ゴールが同じだとしても、その実現に⾄るまでの経路は多様にな
らざるをえない。むしろ、地域多様性を積極的に評価し、多様な経路を認めることで、地域
の実情にあった現実的な対策の実⾏が可能になると考えられる。特に、農業⽣態学等の考え
⽅を取り⼊れた農業の⾮経済的機能を重視する政策⽬標の達成を⽬指すほど、地域農業の
多様性と⼩規模農家に配慮した政策アプローチが求められる。しかし、農業従事者にとって
は、農業収⼊の確保が不⼗分では、社会が農業に期待する複雑な要求に答えることは困難で
ある。 

持続可能な農業の実現と、それを通じた⾷料安全保障の確保と貧困・飢餓の撲滅において、
農業の収益性を⾼め、⾃律的に稼げる⽣業にすることが前提となる。そのためには、農業部
⾨が創造する価値に⼤きく作⽤する農業関連バリューチェーン全体による価値創造⼒を⾼
めていく必要がある。市場の農業形態の多様性と農業の⾮経済的機能の多様性に応じた多
様なバリューチェーンを、⼩規模農業事業者も包摂しながら形成し、多様性な市場ニーズへ
の最適対応と消費者の満⾜度最⼤化を⽬指す活動が推進することで、持続可能な農業（⾷料
⽣産、農業および関連産業の発展、⾷料・経済安全保障、持続可能性、包摂性、強靭性の同
時達成）が実現される。こうした⽬標の推進には、低投⼊・⾼⽣産性の農業を実現するイノ
ベーションにより農業関連バリューチェーン全体のレベルアップを図ると同時に、デジタ
ル技術を活⽤して多様で複雑なバリューチェーンマネジメントの効率化を図っていくこと
が求められる。 

 
[図表１]多様なバリューチェーンの組み合わせによる持続可能な農業開発 
 

 
(出所：筆者作成) 
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4. 多様性経路実現のための政策 

（１） 戦略的発想 

多様なバリューチェーンの組み合わせによる包摂的で持続可能な農業の実現は、⼩規模
農家や中⼩企業による価値創出を促進するための仕組みが必要である。そのための政策は、
(1)顧客志向のコラボレーションを通じた価値創出、(2)マーケティング視点を導⼊したバリ
ューチェーン分類、(3)バリューチェーンの多様性の活⽤、という 3 つの戦略的発想がベー
スになる 。 
① バリューチェーンを通じたコラボレーションによる価値・雇⽤創出 
価値創造は、個別企業のイノベーション活動だけでなく、バリューチェーン参加組織間の
知識移転・協業により実現されるものである。⼩規模農家や中⼩企業は、経営資源の制約が
⼤きいため、知識移転・協業に依存する場合が多い。顧客ニーズに応えるため、知識移転・
協業を継続的に⾏うことで、⼩規模農家や中⼩企業の能⼒が⾼められる。逆に⾔えば、⼩規
模農家や中⼩企業の事業戦略上、コラボレーション活動にオープンな組織が参画する農業
バリューチェーンの形成ないし参画が重要になる。 

 
[図表２]顧客ニーズ主導型の農業バリューチェーンを通じたコラボレーションと価値創造 
 

 
(出所：筆者作成) 
 
② マーケティング視点を導⼊したバリューチェーン分類に対応した政策⽴案・実施 
農業政策は、⽣産者側の視点から議論される傾向がある。しかし、⼩規模農家や中⼩企の
⽣き残りには、企業的農業やプランテーション農業との差別化と⾼付加価値化が不可⽋で
ある。したがって、政策の検討にマーケティング的視点を導⼊することが有効と考えられる。 
マーケティング戦略においては、外部マクロ環境と環境要求を前提に、顧客にとって購⼊す
る価値がある製品・サービスの提供、価値に⾒合った価格（顧客が⽀払う⾦額）設定、顧客
の購⼊に便利な販売経路の設定、顧客が求める情報提供・顧客層に合わせた販売促進⽅法を
企業は構築していくことが求められる。 
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そのための具体的な⼿法として、3C/4C/5C分析、4P分析、STP分析などが活⽤される。
すなわち、3C/4C/5C分析と⾔われる顧客・消費者視点から市場環境、商品・サービス、競
合他社を把握し、4P分析と⾔われる⽣産者視点から商品・サービスと顧客価値の差別化を
分析する。企業は、これらの分析に基づき、STP分析を⾏うことで、市場分類とターゲット
市場を確認し、競合とのポジショニングを設計していく。 

 
[図表３]マーケティング視点の導⼊による農業バリューチェーンの差別化 

  
(出所：各種資料より筆者作成) 
 

こうした視点からバリューチェーンを分析すると、セクター別のバリューチェーンの分
類に基づく政策⽴案・実施は、包摂的な農業システムの構築という政策⽬標の実現には不⼗
分であるとの⽰唆が得られる。例えば、アパレルバリューチェーンのうち、ファーストファ
ッションと着物のバリューチェーンは、セクター別にはアパレルバリューチェーンと⾒な
すことができるが、そこに参画する⽣産者や求められる原材料、製品、サービス、マネジメ
ント、企業がターゲットにする顧客層や価格帯も⼤きく異なる。⾷品バリューチェーンも同
様に、チェーンレストランと⾼級レストランとで⼤きく異なる。 
⼩規模農家や中⼩企業の参画と包摂性を重視した政策では、彼らの知識やスキルと、それ

を活⽤して⾼付加価値な製品・サービスを提供できるバリューチェーンとを結び付けるこ
とを重要な政策⽬標と位置付ける必要がある。 

 
[図表４]セクター（Commodity） 別から顧客層別バリューチェーンへの視点の転換 
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③ バリューチェーンの多様性の活⽤による SDGsへの貢献 
⼩規模農家や中⼩企業を⾼付加価値（少量⽣産）バリューチェーンに誘導することで、主

に⼤規模農家・⼤企業・多国籍企業から構成される低付加価値（⼤量⽣産）バリューチェー
ンとの差別化が可能になる。こうした政策は、農村地域での⻑期的な経済的利益の確保によ
る義務教育の修了率改善、ジェンダー平等の実現（SDG5）、農村部では持続可能な経済成
⻑と適正な雇⽤の確保（SDG8）、⼩規模⽣産者に⾰新的な技術へのアクセスを提供（SDG9）、
の実現に貢献する。また、低付加価値（⼤量⽣産）バリューチェーンの持続可能性を⾼める
政策は、都市部での⼿ごろな価格での⾷料確保（SDG11）と持続可能な農業の実現に貢献
できる。 

この 2 分類よるバリューチェーンだけでなく、より多様なバリューチェーンの活⽤によ
り、より広範囲の SDGs のより⾼いレベルで達成を可能にするものと考えられる。 

（２） 政策・国際協⼒の⽅向性 

以上の視点をベースに、持続可能な農業システムの実現のためには、国際協⼒のもとで、
以下の政策分野を優先して推進される必要がある。 
・⼈材養成：価値と雇⽤を創出するバリューチェーンへの参⼊⽀援（⽀援対象として⼩規模
農業従事者や中⼩企業を優先） 
・イノベーションの創出・技術伝播による低投⼊・⾼⽣産性農業の実現 
・持続可能な農業システムに必要なインフラ整備 
・ビジョン・価値共有、相互理解促進（⾮経済的側⾯の現実に関する相互理解やベストプラ
クティス共有のための調査研究またはフォーラムの創設） 
・ローカル・地域（流域）・国・世界規模での環境保全（モニタリング・データ整備）シス
テムの構築 
・⽣態系保護、防災 
・コールドチェーンおよび関連インフラ（通信など）の⼀体開発のためのセクター横断的コ
リドー/クラスター開発（例：農業、健康、ツールズムの⼀体開発） 
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注１． ⾷料⽣産システム（⽣産から消費・廃棄まで）からの GHG排出量は、世界全体の
GHG排出量の 23%を占めるとの推計もある（IPCC, 2022）。 
注２．消費者の信頼を損なうグリーンウォッシングが横⾏している現状を考慮すれば、制度
設計・実施も容易ではないと思われる(Dröge, Verbist, Maertens, & Muys, 2024)。 
注３． 農業・農村が有する機能には、防災（洪⽔防⽌、⼟砂崩壊防⽌、⼟壌侵⾷防⽌）、⽔
資源保全（河川流域安定化、地下⽔かん養、⽔質浄化）、環境問題の緩和（⼤気調整、有機
性廃棄物分解、資源の過剰な集積・収奪防⽌）、環境保全（⽣物多様性保全、⼟地空間保全）、
⽂化保存（伝統⽂化保存、地域社会振興）、⼈間性の回復、教育などが含まれる。 
注４． For example, while agricultural system can be roughly categorized into subsistence 
farming and commercial farming or into family and corporate farming, Derwent Whittlesey 
gave agricultural classification 13 agricultural regions, based on 5 factors: crop and livestock 
association; cultivation methods; labor/capital intensity; disposal of the products for 
consumption; and ensemble of structures used to house and facilitate the farming operations 
(Whittlesey, 1936).  
 注５．消費者の信頼を損なうグリーンウォッシングが横⾏している状況(Dröge, Verbist, 
Maertens, & Muys, 2024)を考慮すれば、実効性の⾼い制度設計・実施も容易ではないと思
われる。 
注６．国連は 2019 年から 2028 年を「家族農業 10 年」として定め、⾷料⽣産、雇⽤創出、
⾷料安全保障確保、貧困・飢餓撲滅、地域社会経済や環境、⽂化などの維持・発展で⼤きな
役割を果たしている家族農業に係る施策の推進・知⾒の共有等を加盟国及び関係機関等に
対して求めている。 
注７．バリューチェーンを活⽤した農業振興は、⽇本では「6 次産業論」として知られる。 
 
参考⽂献 
学術誌・書籍・報告書 
Altieri, Miguel A. (2024). Perspectives and challenges of agroecology as a pathway to food sovereignty and 
environmental sustainability. Foro, 8(4). https://www.revistaforo.com/2024/0804-EN 
Altieri, M. A. (1989). Agroecology: A new research and development paradigm for world agriculture. 
Agriculture, Ecosystems & Environment, 27(1-4), 37-46. https://doi.org/10.1016/0167-8809(89)90070-4 
Bateman, I. & Balmford, A. (2023). Current conservation policies risk accelerating biodiversity loss. Nature 
618, 671-674. https://doi.org/10.1038/d41586-023-01979-x 
Bonanno, A., & Constance, D. H. (2001). Globalization, Fordism, and Post‐Fordism in agriculture and food: 
A critical review of the literature. Culture & Agriculture, 23(2), 1-18. 
https://doi.org/10.1525/cag.2001.23.2.1 
Docherty, C. (2012). Branding Agricultural Commodities: The development case for adding value through 
branding. Topic Brief for New Business Models for Sustainable Trading Relationships project. 
https://www.iied.org/sites/default/files/pdfs/migrate/16509IIED.pdf 
Dröge, S., Verbist, B., Maertens, M., & Muys, B. (2024). Do voluntary sustainability standards reduce primary 
forest loss? A global analysis for food commodities. Agriculture, Ecosystems & Environment, 374, 109158. 
https://doi.org/10.1016/j.agee.2024.109158 
Ewert, F., Baatz, R., & Finger, R. (2023). Agroecology for a sustainable agriculture and food system: from 



 

98 
 

local solutions to large-scale adoption. Annual Review of Resource Economics, 15(1), 351-381. 
https://doi.org/10.1146/annurev-resource-102422-090105 
FAO (2014). Building a common vision for sustainable food and agriculture: Principles and approaches. 
https://openknowledge.fao.org/server/api/core/bitstreams/cd7ebb4f-da7c-474d-83df-
b5cc224d2ff8/content 
FAO (2018). Transforming food and agriculture to achieve the SDGs: 20 interconnected actions to guide 
decision-makers. https://openknowledge.fao.org/server/api/core/bitstreams/eaaea5aa-8d83-4b81-ad3a-
8078492d0f0b/content 
Fuchs, R., Brown, B., & Rounsevell, M. (2020). Europeʼs Green Deal offshores environmental damage to 
other nations. Nature 586, 671-673. https://doi.org/10.1038/d41586-020-02991-1 
Gasparatos, A., Doll, C. N., Esteban, M., Ahmed, A., & Olang, T. A. (2017). Renewable energy and 
biodiversity: Implications for transitioning to a Green Economy. Renewable and Sustainable Energy Reviews, 
70, 161-184. https://doi.org/10.1016/j.rser.2016.08.030 
Gereffi, G. (1994). The organization of buyer-driven global commodity chains: How US retailers shape 
overseas production networks.  
Gereffi, G., Humphrey, J., & Sturgeon, T. (2005). The governance of global value chains. Review of 
International Political Economy, 12(1), 78-104. 
Gliessman, S. (2018). Defining Agroecology. Agroecology and Sustainable Food Systems, 42(6), 599‒600. 
https://doi.org/10.1080/21683565.2018.1432329 
Gore, C. (2000). The rise and fall of the Washington Consensus as a paradigm for developing countries. 
World Development, 28(5), 789-804. https://doi.org/10.1016/S0305-750X(99)00160-6 
Grabs, J., & Carodenuto, S. L. (2021). Traders as sustainability governance actors in global food supply 
chains: A research agenda. Business Strategy and the Environment, 30(2), 1314-1332. 
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/abs/10.1002/bse.2686 
Gualtieri, G. (2022). Is cuisine art? Considering art and craft as conceptual categories in American fine dining. 
Poetics, 95, 101705. https://doi.org/10.1016/j.poetic.2022.101705 
Hawkins F. (2024). How will better data (and better use of data) enable us to save the planet? PLoS Biology, 
22(6), e3002689. https://doi.org/10.1371/journal.pbio.3002689 
IPCC (2022). Special report on climate change and land. https://www.ipcc.ch/srccl/ 
Mugwanya, N. (2019). Why agroecology is a dead end for Africa. Outlook on Agriculture, 48(2), 113-116. 
https://doi.org/10.1177/0030727019854761 
Ochieng, H. K., & Cho, Y. (2023). What Is the Possibility of Commercializing African Indigenous Crops?̶
The Case of Ethiopia. Sustainability, 15(13), 10193. https://doi.org/10.3390/su151310193 
OECD (2024), Mainstreaming biodiversity into renewable power infrastructure, OECD Publishing, Paris. 
https://doi.org/10.1787/357ac474-en 
Pande, R. (2024). Fixing forest carbon credits. Science, 383(6679).  
https://doi.org/10.1126/science.adn4923  
Poopunsri, T., Puriwat, W., & Hoonsopon, D. (2024). Unveiling the Impact of Digital Agrifood Technologies 
on Consumer Perceived Value and Purchase Intention. Journal of Electrical Systems, 20(7s), 3872-3887. 
United Nations (2015). FAO and the 17 Sustainable Development Goals. 
https://sdgs.un.org/publications/fao-and-17-sustainable-development-goals-18000 
Velado-Alonso, E., Kleijn, D., & Bartomeus, I. (2024). Reassessing science communication for effective 
farmland biodiversity conservation. Trends in Ecology & Evolution. 
https://doi.org/10.1016/j.tree.2024.01.007 
Whittlesey, D. (1936). Major agricultural regions of the earth. Annals of the Association of American 
Geographers, 26(4), 199-240. https://doi.org/10.1080/00045603609357154 
Williamson, J. (2009). A short history of the Washington Consensus. Law and Business Review of the 
Americas, 15(1), 7-23. https://scholar.smu.edu/lbra/vol15/iss1/3 
 
 



 

99 
 

Website（英語） 
• FAO Office of Sustainable Development Goals (OSG) https://www.fao.org/office-of-sustainable-
development-goals/en 
•FAO Sustainable Development Goals (SDGs) Helpdesk. https://www.fao.org/sustainable-development-
goals-helpdesk/en 
•FAO Sustainable Food and Agriculture. https://www.fao.org/sustainability/en/ 
•G7/G20 Documents Database https://g7g20-documents.org/ 
Website（⽇本語） 
•アフリカ連合⽇本政府代表部 (emb-japan.go.jp) 
•JICA「AU ⼤陸アジェンダと JICA の協⼒概要」 
•農林⽔産省 農村振興/農業・農村の有する多⾯的機能
https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_kinou/ 
https://www.maff.go.jp/e/policies/rural_dev/index.html 
•農林⽔産省 農林⽔産省 国連⾷糧農業機関（FAO）/国連「家族農業の 10 年」（2019-2028）
https://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kanren_sesaku/FAO/undecade_family_farming.html 
•農林⽔産省農林⽔産政策研究所 
https://www.maff.go.jp/primaff/kanko/project/26rokuzi2.html 
  

https://www.fao.org/office-of-sustainable-development-goals/en
https://www.fao.org/office-of-sustainable-development-goals/en
https://www.fao.org/sustainable-development-goals-helpdesk/en
https://www.fao.org/sustainable-development-goals-helpdesk/en
https://www.fao.org/sustainability/en/
https://g7g20-documents.org/
https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_kinou/
https://www.maff.go.jp/e/policies/rural_dev/index.html
https://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kanren_sesaku/FAO/undecade_family_farming.html
https://www.maff.go.jp/primaff/kanko/project/26rokuzi2.html


 

100 
 

政策提⾔Ⅸ グローバルサウスの開発戦略のための 

保健と医療 

藤本 康⼆ 東京科学⼤学医療イノベーション機構特任教授 
駒澤 ⼤佐 ⻑崎⼤学客員教授 

1. グローバル・コモン・ターゲット（藤本） 

 ⼈間の⾝体の成⻑と維持は、驚異的な仕組みにより⾏われていることが研究が進めば進
むほどに理解されてきている。健康とは、こうした⼈体の仕組みが、個々⼈固有の総合的な
バランスを保ち働いている状態である。多くの⼈々は、こうした⼈間のトータルな姿を意識
することもなく、様々な活動を⾏い⼈⽣を過ごしている。そして、健康な状態である固有の
バランスがなんらかの原因により崩れ⾝体の仕組みがうまく機能しなくなると病気と⾔わ
れる状態になる。  
 
 ヘルスケア領域でのグローバル・コモン・ターゲットは、⼈々が、それぞれに⾝体の仕組
みを⼗分に⽣かし、⾝体をよりよく維持し、⾝体の健やかさを楽しみ、健康を基盤とした⼈
⽣を過ごせることである。健康はすべての⼈間活動、⼈類が⼈類であるための基盤である。 

2. 正統派経路：植⺠地主義と健康主権の闘い（駒澤） 

 (1) グローバルヘルスにおける植⺠地主義 

グローバルヘルスは、熱帯医学や宣教師による医療、国際保健といった形態から発展して
きたが、そのルーツは植⺠地⽀配の歴史にある（Abimbola & Pai, 2020）。植⺠地における医
療サービスは、当初は⼊植者を病気から守ることを⽬的としていたが（Bump & Aniebo, 
2022）、労働⼒や宣教⽬的のために現地住⺠にも拡⼤された。第⼆次世界⼤戦後の世界保健
機関（WHO）の設⽴は、すべての⼈々の健康を守ることを⽬的とした、グローバルヘルス
における転換点となった。1980 年の天然痘根絶などの顕著な成果は、この組織が推進する
グローバルな協⼒体制の好例である。かつての植⺠地⼤国である主に⾼所得の北側諸国と、
かつての植⺠地である、主に低・中所得の南側諸国は、いずれも⾃国の医療政策をWHOと
整合させている。 

しかし、特定の疾患や保健上の優先事項に焦点を当てることが多い垂直型⽀援モデルを
通じて、北側の国々が世界の保健に与える影響は依然として続いている。垂直型イニシアテ
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ィブは、保健医療インフラの開発など、特定の状況下では必要であるが、それには各国政府
のより広範な⽔平型開発戦略との整合性が求められる。保健システム、特に低・中所得国で
は、⺠間供給が社会的ニーズを⼤幅に下回る「市場の失敗」が頻繁に発⽣している。垂直的
な⽀援は、即座に⽣じるギャップのいくつかに対処できるが、それに過度に依存することは
⻑期的な⾃⽴性と持続可能性を損なう可能性がある。 

かつての植⺠地宗主国は、低・中所得国への外国からの⽀援を通じて、海外における⾃国
の利益を満たすために、引き続き世界的な保健に影響を与え続けている（Guo et al., 2024; 
Horton, 2013）。例えば、⽇本の無償援助や開発援助貸付の受⼊・拒否は、国内政策に深く
影響されている。海外援助は、「市場の失敗」に直⾯する低・中所得国にとって重要な⽀援
となっているが、その国の予算制度の主権を損なう可能性もある。 
ビル＆メリンダ・ゲイツ財団、世界エイズ・結核・マラリア対策基⾦、グローバルヘルス
技術振興基⾦、クリントン保健アクセス・イニシアティブなど、⺠間財団や官⺠混合のイニ
シアティブの台頭により、グローバルヘルスにおける「北」の優位性はさらに強固なものと
なっている。これらの組織が受領国の保健政策に与える影響については、より厳密な精査が
必要である。著者のアフリカでの経験から、国家統治の弱さに対する広範な不満がある⼀⽅
で、外部からの⽀援は歓迎されることが多い。こうした組織が低・中所得国のガバナンス強
化に貢献しているかどうかを評価するには、さらなる調査が必要である。 
製薬および医療関連の多国籍企業は、とりわけ HIV治療薬の分野において、⻑年にわた
り世界の保健政策を形作ってきたが、その影響⼒は COVID-19パンデミックの間にさらに
顕著になった。低・中所得国は、新型コロナウイルス（COVID-19）のワクチンや治療薬に
対する強い需要を表明したが、不公正な分配により、グローバルヘルスの脱植⺠地化に関す
る世界的な議論が促された（Abimbola et al., 2021）。mRNAワクチンが多くの命を救った
ことは疑いようがないが、特にヘルスケアの商業化という観点から、低・中所得国における
新型コロナウイルス（COVID-19）による公衆衛⽣上の脅威を抑制するワクチンや治療薬の
真の影響は依然として不透明である。⾼価な医療製品や最先端の技術は有益である⼀⽅で、
低・中所得国における持続可能で⼿頃な医療システムの構築には⼤きな課題をもたらす。商
業的利益が医療へのアクセスにどのような影響を与えるかを徹底的に分析することは、こ
れらの課題を理解する上で極めて重要である。 

(2) 医療の内⽣化 

このセクションでは、外部リソースからの脱却に成功した事例や、外部リソースを現地の
医療システムに効果的に統合した事例を紹介する。 
① 中国 

1990 年代から 2000 年代にかけて、同国は外部⽀援に頼る状態から⾃⽴へと移⾏した。
この移⾏に関する研究では、外部技術⽀援を現地の医療システムに統合することの重要性
が強調されている。このアプローチは⼈材育成を促進し、現地の知識と経験に基づくエビデ
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ンスに基づく政策提⾔を推進した（Huang, Cao, et al., 2024）。2000 年代に⼊り、中国経済
が急速に成⻑する中、政府は基礎的な保健サービスの充実を⽬的とした医療改⾰に着⼿し
た。これらの改⾰は、当初は開発パートナーの⽀援を受けていた農村保健システムの強化を
⽬的としたプロジェクトの成果に影響を受けたものである（Huang, Zhao, et al., 2024）。 
② ルワンダ 

ルワンダの中央集権的な統治は、外部⽀援の効果的な活⽤を確保する上で極めて重要で
あった。その好例がコミュニティベースの医療保険制度であり、外部リソースは中央政府
の管理下で国の政策に沿って管理されている（Ifeagwu et al., 2021）。また、ルワンダの
広範なコミュニティ保健ワーカーのネットワークも、保健成果の著しい改善に重要な役割
を果たしている。さらに、ルワンダの政治的和解が⼗分な財源の動員につながり、その結
果、社会健康保険の加⼊率がサハラ以南のアフリカで最も⾼くなったという研究結果もあ
る（Chemouni, 2018）。 
③ キューバ 
キューバは、経済⽣産性と健康アウトカムの間の期待される関係に当てはまらない国の
例としてよく挙げられる（Cooper et al., 2006）。1959 年の⾰命後、旧ソ連からの技術⽀
援を受け、キューバは衛⽣管理、予防接種を含む公衆衛⽣の改善などを優先するユニーク
な医療システムを構築した。医療構造は公衆衛⽣省の下で再編成され、プライマリ・ヘル
スケアと家庭医の育成に重点が置かれるようになった。さらに、同国はバイオテクノロジ
ー産業に投資し、他の国々での予防接種活動に貢献した（Burki, 2021）。しかし、キュー
バの経験は、その独特な政治体制により容易に他国で再現できるものではないという意⾒
もある（Campion & Morrissey, 2013; Keck & Reed, 2012）。また、保健成果を達成する過
程で⼈権侵害が起こる可能性があるという批判も提起されている（Gómez-Dantés, 
2018）。 

(3) 健康主権に向けて：植⺠地⽀配の影響を超えて 

世界の⾄る所で、健康の不公平性や不平等性は依然として蔓延している。グローバルノ
ースの優越性や⽀配性に異議を唱えるためには、低・中所得国が外部からの財政的・知的
⽀援に依存しない医療システムを構築することが重要である。しかし、医療インフラや⼈
材の育成など「市場の失敗」が起こる場合、外部からの完全な離脱は常に実現可能とは限
らない。中国やルワンダの例に⾒られるように、医療における不公平や不平等に対処する
には、外部からの⽀援をよりよく管理し、統合する政策が不可⽋である。 
ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）は、すべての⼈が⼿頃な価格で質の⾼い医
療を受けられることを⽬指す、グローバルヘルスにおける最も重要な⽬標のひとつとなっ
ている。しかし、この⽬標を達成するには、多くの低・中所得国にとって⼗分な財源が不
⾜しているということがしばしば⼤きな課題となる。さらに、「質の⾼い」医療という概
念は、グローバルサウスとグローバルノースの間で異なる場合がある。 資源が限られて
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いる状況では、UHCの実施⽅法について妥協が必要となる場合もある。このような状況
下で「質の⾼い」医療とは何かを再評価する必要がある。しかしながら、「質の⾼い」医
療という概念を現地の状況に合わせて適⽤した場合でも、医療成果は改善することができ
る。例えば、キューバは経済的な制約があるにもかかわらず、平均余命、⼩児死亡率、妊
産婦死亡率といった主要な世界保健指標において進歩を遂げていることを⽰している。 
また、健康的なライフスタイルを推進することが、国の医療制度の負担軽減につながると
いう主張もある。これは事実であり、健康的な⾏動を奨励する努⼒は継続すべきである
が、医療費全体の抑制に対する影響は限定的である。持続可能な⾏動変容を達成すること
は本質的に難しいことを、数多くの研究が⽰している。 

進歩の鍵は、健康状態や障害の有無に関わらず、すべての⼈々の幸福を保証する医療シ
ステムの構築にある。グローバルノースにとっては、垂直的な⽀援モデルから脱却し、グ
ローバルサウスにおける⾃主的な政策の策定と実施を⽀援することを意味する。このシフ
トによってのみ、グローバルヘルスにおける南北間の根深い不公平や不平等を克服し始め
ることができる。 
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3. 多様性経路（藤本） 

 １９世紀における解剖学の発展、ナイチンゲールによる統計学の適⽤、そしてジョンスノ
ーによる疫学の開始が伝統的な⻄洋医学から近代⻄洋医学に移⾏する契機となった。それ
以来、近代⻄洋医学は多くの付加価値を⽣み出してきた。近代⻄洋医学では、統計学、疫学、
そして事実を確認する（解剖学）という科学的な⼿法が適⽤され、確からしさによって分類
された事実を普遍的で再現性のある知識として蓄積し共有できようになった。そのため医
薬品や医療機器の開発、医療者の能⼒の発展が加速的に進み、医学研究においても確⽴され
た既知の事実の上に新しい事実を積み重ねていけるようになった。 
 倫理の問題を別にすると、患者の同意があれば、医師は⾃⾝が望ましいと考える介⼊を患
者の⾝体に対し⾏うことができる。そのため、理論的には、医師の数だけ診療のアプローチ
の数がある。だが、通常は医師としてよりよい診療を⾏いたいと考え、その時代でのよい評
判の診療は、それがあえて秘儀として隠されない限りは拡散するので、同じ診療を⾏う医師
が多くなり、結果として医療の内容は平準化されてくる。近代的⻄洋医学は、統計学と疫学
により、診療の評判を科学的な確からしさで明確にし、また平準化のスピードを⾶躍的に⾼
めた。現代においてこうした科学的に確からしさを確認する最も厳密な⼿法は、医薬品とし
て認められるための試験である治験である。医薬品はそれをどの医師によって投与されて
も、同じ症状の患者であれば常に同じ作⽤、結果が得られるものである必要があり、それが
科学的に確認できた場合のみ世の中に出される。現実には、患者により作⽤に差はあるが統
計学的にそのように判断される場合、具体的には治験という最も厳しい条件を課せられた
試験をクリアした場合のみ上市が認められる。こうした医薬品を頂点とする科学的エビデ
ンスの在り⽅とそれを得るための⼿法等が近代⻄洋医学発展の中⼼をなし、同時にその成
果は多くの⼈々の期待に応えてきた。 
 １９世紀までは、病気になると科学的エビデンスの無い瀉⾎という介⼊が⾏われるいわ
ゆる伝統的⻄洋医学の時代が約３００年続いた。社会に定着した考え⽅の堅牢性と、新しい
考え⽅に移⾏するまでの歩みの遅さは、様々な領域に共通ともいえるが、歴史的には、⻄洋
医学はごく最近、治験に代表される科学的な⼿法を⼿に⼊れたばかりなのである。統計学と
いう神の⽬、疫学という研究⼿法、医薬品等の安全性、有⽤性、そして再現性を最も厳しい
⽅法で担保する治験⽅法は⼈類の知的財産であり、こうしたアプローチが適した事象であ
るかぎり、いわゆる近代的な⻄洋医学は、価値を⾼め続けると思われる。 
 そして、これまで、多くの国々が、この近代⻄洋医学を社会に根付かせるために資源を投
⼊してきた。ところが、⼈々の健康を考える際、病気になってから対処する近代的⻄洋医学
は、本質的には⼈体の仕組みを⽀援する対処療法であるにも関わらず、その歴史的成り⽴ち
からも、病気になってしまった段階、すなわち⼈体の仕組みの働きが⼤きくバランスを崩し
働きが弱くなってしまった状態からの⽀援であり、結果として⾮常に多くの労⼒やコスト
をかけることとなっている。もし、⾝体の仕組みがまだ健在に機能している時期に介⼊し⽀
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援を⾏うことができれば、あまりコストをかけずに同様の効果、より⼤きな成果に繋がると
いう考え⽅によるアプローチはこれからの課題である。 
 科学的な最⾼位のエビデンス⼿法ともいえる治験の根幹には、まず⼀つの化学物質が、体
内でどのような機序でいかなる作⽤を⾏うのかを明確にし、その上で副作⽤を安全性の観
点から試験し、最後に⼤規模な試験を⾏うことで、より確実に統計学的に有効性を確かめる
という考え⽅がある。この⼿法における弱点、科学の進歩を待たざるを得ない宿題は、複数
の物質が複合的、相乗的に作⽤していると考えられる事象には、現代の科学ではそもそも、
その機序を明確できないことから適⽤できないということである。そのため、例えば⾷材は
もとより、漢⽅⽣薬のような数多くの科学物質が複合的に体内で作⽤すると考えられる事
象に関しては事実上治験はできない。もちろん、治験ほどの厳密性を求めない⽐較試験等を
⾏うことはできるが、その場合、例えば、⽣薬という全体で効き⽬があったのか、もしくは
⽣薬の中のある成分さえ存在していれば効き⽬があるのかはわからないのである。こうし
た状況は、⼈類の科学的⼿法の不完全性、未完成さの議論には向かわず、対象が⾮科学的で
あるとの⽂脈とされることが多い。複雑性、相乗性こそが⾝体の重要な仕組みの本質ではな
いかとの⽂脈では明確な研究成果を出すことが難しいこともありテーマとして取り上げら
れることが少ない。漢⽅⽣薬の中でどの物質が、どのような機序で効いているのかを記述す
ることは難しく、現在の試験のルールでは治験として実施することは難しい。ある物質がど
のように他の物質と相互作⽤し、その単独物質としての作⽤と他の物質との相互作⽤が、体
内でどのような作⽤を起こすか等々、複数の物質について全体の機序を説明することは現
在の科学では難しい。総合的な視点で捉える必要があるが、これは、現在の近代⻄洋医学を
⽀えている考え⽅に従い⾏われる研究が苦⼿とする領域である。 

 
また、もう⼀つの近代的⻄洋医学に残されている課題は、⼀般的には標準的な治療は確定

的な診断を受けて開始されるが、確定診断は明確な病変を確認するため、相当程度に健康の
バランスが崩れてはからの介⼊にならざるを得ない。治療による⾝体への介⼊は通常、侵襲
性があるので、ある程度の明確な病変が認められない限り⾏われないのは納得される。他⽅、
⼈々が感じる⾝体の悩みは、個々の変化がそこまでの逸脱でない場合で多く、近代⻄洋医学
の⽬からみると「⼩さすぎる」事象で変化を扱うことができないのである。そのため、いき
おい健康診断は病名を付けられる病変を⾒つけるためのもの、病⼈を⾒つけるためのスク
リーニングの側⾯が強くなっている。治験と異なり、⾝体の状況を精密に多⾯的に測ること
は、発⾒した状況に応じて治療や改善にむけた介⼊⼿段が存在するか否を別にすれば、科学
技術とともに進歩している。例えば、筋⾁、⾻、⾎管、神経、ホルモンやストレスの状態を
簡便に測定したり、プロテーオームのように⾝体に存在するタンパク質を総合的に測るこ
とで、⾝体状況の変化を捉えることもできるようになってきている。こうしたまだ病名をつ
けることのできない変化を捉えることで、健康を評価しようとする試みは多くなっている
が、体系化、標準化や社会実装が進んでいない。また、健康に変化があった場合の介⼊に関
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する科学的な体系や、個々の介⼊が果たして有効といえるのかという科学的な判断⼿法も
確⽴していない。医学はもとより、栄養学、⼼理学等、多くの領域を統合した総合的な研究
必要なルールの整備が必要である。 

 
感染や⽣活習慣等により、好ましくない症状が現れ、病名が付された状態から、⾝体の諸
機能のバランスを取り戻し、健康に戻る⽀援が医療の役割だが、それはあくまでも⼈間の⾝
体に備わっている健康になろうとする能⼒を最⼤限発揮できるよう⽀援しているにすぎな
い。そのような観点からは、逸脱を⼩さいうちに把握し、介⼊する健康評価と緩やかな介⼊
⼿法の体系を作り充実させることが効果的である。急速に発展してきた近代⻄洋医療は、た
ちまちの外傷、疾病を治療することを第⼀義の⽬標としてきたため、こうした⽅向性をカバ
ーしきれておらず、どちらかというと傷病⼈を待つ受け⾝の⽴場である。もちろん、医療へ
の資⾦提供を⾏う国家や保険者等の⽴場ではこれをよしとしないが、いわゆる医療そのも
のを産業としてみれば、病⼈がいて成り⽴っているというのも事実である。 

 
３７兆個といわれる体細胞に加え、１００兆個の細菌が存在すると⾔われる腸の細菌叢

が、多くの⼈体に有⽤な科学物質を創り出し、１００兆個の腸内細菌の善⽟菌、⽇和⾒菌、
悪⽟菌の均衡の変化により、体調の変化、免疫⼒の変化が起きると考えられている。盲腸も
疾患にかかった際の免疫のコントロールセンターであるとの指摘がある。腸脳が密接に相
関していることも⾔われており、⼈類が科学の⽬でまだ⾒ることのできない複雑系の世界
が、⾃⾝の健康をつかさどっていることがわかってきている。⾷事も複雑性、相乗性の最た
るものである。⼈間とその⼈間を取り巻く環境を捉え、必要な対処療法とともに根本的な健
康に繋がるように⼈間の⾝体機能を助ける穏やかな介⼊が病気の予防、治療に⼗分な効果
を得たとの事例報告も多い。こうしたことは、近代⻄洋医学を否定するものではなく、誤解
を恐れずに⾔えば、偉⼤な科学的対処療法である近代⻄洋医学に加え、⾝体の複雑性、相乗
性をそのまま扱う東洋医学を始め、様々な国、地域に根差した伝統的な医療に科学的な⼿法
やどこの国、地域、社会、⺠族にも伝わっている健康的な⾷事、運動、そして休息、睡眠の
知恵、昔からの考え⽅に改めて科学の光を当てることで病気になる⼈を減らし、近代的⻄洋
医学への依存を減らし、⼈類が健康を維持する新しい考え⽅、⼿法を確⽴することも重要は
ないか。 
 

その際、⼀番のポイントは、⼈体こそが健康の源であり複雑で神秘的な仕組みに対し、⽣
活の中で直接を働きかけることができるのは、基本的に⾷事、運動と休息、睡眠を通じてで
あるということである。これらが適切に⾏われれば、⼈体は⾃律的に健康という⼈体機能の
調和を⽣み出すのである。そのため、例えば、⾷事に関しては、⼗分な栄養を持つ⾷材を提
供する農業や流通の仕組みをつくり、運動に関しては適切な運動や歩⾏を⾏える環境の整
備等の様々な取り組みが考えられる。同時にきれいな空気、上下⽔道・トイレの整備、そし
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て⼈々の健康に関するリテラシーを⾼める教育や学びの機会が必要となる。こうした⼈体
の機能を適切に働かせることのできる社会環境の整備が、よりよい社会を築く上でのイン
フラ整備にも繋がる。経済発展を主に意識するのではなく、根幹となる⼈々の健康をつくる
という観点から、整備の優先順位を決めることも新しい付加価値の創出に繋がり、結果とし
て⼈々健康に⽴脚した経済発展に繋がる。 
 
 健康に向けた⼈々の努⼒を確実にする上でも、病気を⾒つけるための健診ではなく、健康
な⼈の健康評価を⾏うために仕組みを社会インフラとして普及させることが重要である。
これは、多くの⾼齢者の関⼼でもあるウェルエイジングはもとより、⼈々の関⼼も強い美
容・整容の振興の基盤ともなる。健康は⼈間の美しさの源だからである。例えば、肌は最⼤
９０⽇、胃腸の上⽪細胞は最⼤３⽇、⾎液は約４ケ⽉等、⼈間の細胞は常に⼊れ替わってお
り、１〜３年で、⼊れ替わることのできる細胞はすべて置き換わる。そのため、こうした健
康への取り組みの成果は最短３⽇、最⻑３年もあれば成果を測定したり実感することがで
きる。健康は⼼地よいものであり、⼀定の実感が得られる段階からは、⼈々の⾏動変容は⾃
律的に⾏われる。全体の２割の⼈⼝の⾏動変容で、社会単位では⼤きな変化、個⼈レベルで
は⼤きな幸福度の向上につながる。まず、⼤きな病気がないことを確認する健康診断、その
後の⽇常的な健康評価と必要と思われる⾷事と運動、休息、睡眠を通じた穏やかな介⼊を⼼
がけ楽しむことで社会全体マクロには⼤きな成果が得られるはずである。 

4. 多様性経路実現のための政策（藤本） 

既に述べたように、近代的⻄洋医学は感染症、外傷には多くの成果を上げてきているが、
いわゆる⽣活習慣病のように病気の根本的な原因が我々の⼈体の仕組みの不全である場合
は、その予兆を⾒つける健康評価の仕組みを社会に取り⼊れ、⾷事が適切にとれるように、
農業を始めとする⾷料政策、流通政策を意識し、合わせて感染症、事故を未然に防ぐ社会を
構築することが、医療への投資よりも費⽤対効果が⼤である。避けられる病気や重症化を防
げることのできる疾病に関しては、そこに社会的な資源を投⼊することが戦略的に重要で、
同時に戦術の研究と必要なツールをグローバルサウスの国々が協⼒して構築していくべき
である。そしてなによりも重要なのは、健康に関する国⺠のリテラシーを向上させる教育と
学びの機会である。多くの⽣活習慣病は、予防、重症化予防、再発予防が可能なものである。
現代社会では多くのストレスがあり、必ずしも理想的な⽣活習慣を貫徹できるわけではな
いが、社会における合理的でないストレスを減らす努⼒を⾏うとともに、⾷事、運動、そし
て休息、睡眠を適切にとることができる社会環境が整うよう、例えば、⾷の基本である農業
を始め関係する産業を興すとともに、そのための基盤となる⼈々の健康についてのリテラ
シーをあげる教育、学びの機会、それらをアカデミックな側⾯から⽀える⼈間を総合的に⾒
る研究への投資と各専⾨領域に横串を通すことに⼒を⼊れる必要がある。 
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また、健康に関する知恵は、多くの社会、国、地域で古くから伝わる伝承的な知恵や伝統
的な⾷品に具現化されていることが多い。例えば、アジアを始め各国の発酵⾷品は、⽣物の
根幹である腸が喜ぶ⾷材であることが多い。こうした、各国の⾷事、⾷材の万博を開催し、
知恵と実例を交換することも考えられる。各国、地域の伝統的な健康への介⼊⼿法を科学的
な視点での研究し、適⽤の事象に限界のある治験が持つ厳密性を求めることはできなくて
も、いわゆる未科学でない状態にしていくことが重要である。 
   
  すなわち、グローバルサウスのヘルスケア、医療の中⼼的な課題を病⼈への対応と考え
るのではなく、農業を始めとする⾷関連の産業、交通、教育、衛⽣等、様々な分野の産業の
振興の考え⽅の中⼼的課題は⼈間の⾝体の仕組みがよりよく発揮される経済社会の形成で
あると捉えなおすことである。地球の健康は、地球環境というテーマで議論されるが、⼈間
の健康を社会・産業の環境問題と捉えることである。⼈間と社会を総合的に捉えることに関
⼼ある様々な分野の専⾨家の知恵をグローバルサウスの国々が集結させ、近代⻄洋医学の
役割の再定義も含め、グローバルサウス発のヘルスケアとし、それを担う関連産業の仕組み、
ルール、標準、知の創出と蓄積を⾏う政策が必要ではないか。 
 
 野菜は、育つ⼟壌等の環境によりその栄養価が⼤きく違う。もし、その栄養価を簡便に測
定する仕組みとともに、測定結果に応じて価格が付けられ、販売、商業的な競争がその視点
で⾏われるようになると、例えば野菜の⼩売りを⽀える流通、とりわけく保冷システムなど
の導⼊などの差別化競争が⾏われるようになり、関連する産業が「⼈々の⾝体機能を適切に
発揮させて健康を維持する」ことを⽬的に切磋琢磨することになる。結果としての⼈々近代
⻄洋医学への依存、⽣活習慣病の治療に使われるコストを減らすことになるとともに産業
も発展する。こうした考え⽅の変⾰と実践には、いわゆる⻄洋以外の国々がイニシアティブ
をとることが期待される。 
 
個々の⼟地毎に、その⼟地の⼈々の腸内細菌叢を作り上げてきた枯草菌などの⼟着の細
菌がいる。そのような菌を⼤切にした⾷材を⼤切にすることも重要である。いわゆるプラン
テーションにより、単⼀の⾷材を⼤量につくることがこうした⼟着の⾷事を失わせている
可能性がある。忘れられかけているものも含めて⼟着、伝統的な⾷事、⾷材を各国でもちよ
り、知識と知恵を交換することも⼈々の関⼼を⾼める効果があるはずである。よくいわれる
ことであるが、必要な物質だからといって、様々な物質を別々にとるのではなく、例えば⼩
⿂のように⼀つの⽣命体を丸ごと⾷べる⽅がよいことは⼈類が経験的に理解していること
である。これは、⾝体を構成している物質とそれぞれの役割、機序が不明であっても全部⼀
緒にとってしまえば、漏れはないだろうという素⼈的にも納得感のある経験則である。こう
した経験則や考え⽅をより科学的な普遍性のある概念に昇華し従来の東洋医学やグルーバ
ルサウスの国々で伝えられてきた地域性のあるヘルスケアの⼿法とともに光を当てるのも
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意味があることではないだろうか。 
 
 病気、とくに避けられる⽣活習慣病やその重症化を避けやすい社会を作り、近代⻄洋医学
の出番を少なくする。もちろん避けられない疾病や外傷など近代⻄洋医学は必ず必要であ
るが、近代⻄洋医学をグローバルサウスの国々が複製して取り⼊れるのではなく、「⼈間の
⾝体の健康になるという機能を最⼤限発揮できる社会をつくりその上で近代⻄洋医学を適
⽤する。」というマクロな視点を掲げること、近代⻄洋医学を包含する⼤きな視点で複雑性、
複合性をそのまま認めるような科学的アプローチ⼿法を各国が協⼒して確⽴していくこと
が重要である。逆説的には、医療を⼤きな産業にしないという決意は、いずれにしても各国
が振興を図る必要のある⾷事、運動、睡眠、衛⽣を⽀える多くの分野の産業を健康という軸
でとらえ直すことで実現可能である。 
 
実は、⻄洋医学の祖でもある、紀元前の⼈物、古代ギリシャのヒポクラテスは「⼈間は体
内に 100⼈の名医を持っている。 医者のなすべきことは、その名医を⼿助けすることであ
る。」という格⾔で有名である。医療の第⼀義は⾃然治癒⼒を賦活することとし、医療の基
本は⾃然治癒⼒を⽀援することで喝破している。⼀定の専⾨領域で⾼度に発達した近代⻄
洋医学は、ともすれば、この格⾔が⽰す道筋から離れてしまっている部分があり、この視座
をあらためて取り戻すことにグローバルサウスの国々がイニシアティブをとることも科学
的、歴史的に意味があるのではないだろうか。 
 
最後に、いくつかヒポクラテスの⾄⾔を列記する。 

・⽕⾷は過⾷に通ず 
・まず何よりも害をなすなかれ 
・すべての病気は腸から始まる 
・歩く事は⼈間にとって最良の薬である 
・満腹が原因の病気は空腹によって治る 
・⽉に⼀度度断⾷をすれば病気にならない 
・病気は神が治し、恩恵は⼈が受け取る 
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［特論３］ウェル・ビーイング⽂明の構築 

－近代⽂明の「応学」進化 

⻄本 照真 武蔵野⼤学学⻑ 
前⽥ 充浩 武蔵野⼤学客員教授 

1. グローバル・コモン・ターゲット 

 今⽇の私達は、概ね 16世紀半ばに⻄ヨーロッパにおいて発⽣した独特の社会システムの
運営⽅法である近代⽂明の中に⽣きている。問題は、近代⽂明によって地球全体を運営し続
けると、地球環境問題、近代⽂明以外の⽂明の下で⼈々が享受してきた精神的充⾜感、⼈⽣
の幸福感等が喪失されていると感じられる等の深刻な問題が幾つも発⽣することである。
これらの深刻な問題は、近代⽂明の⽂明としての構造そのものに起因するものであるため、
⼩⼿先の弥縫策では対処することが不可能であり、ゆえに近代⽂明のシステミック・リスク
と呼ばれる。 
 ⼀⽅、近代⽂明のシステミック・リスクが如何に深刻なものであるとしても、今⽇の私達
は、それらを克服するために、近代⽂明という⽂明を放棄して別の⽂明に乗り換える、とい
う選択肢を取ることはできない。近代⽂明は、誕⽣後 5世紀の間、幾つかの段階を経て、⽬
下最も勢⼒が強い状態にあるためである。現在は、⼈種、⽂化的歴史的背景等に⼀切関係な
く、地球上の⼈類の全てが近代化できると考えられる「第３新近代」に在る。SDGs
（Sustainable Development Goals）の”No One Left Behind“のスローガンは、端的にこの考
えを⽰す。このため、近代⽂明のシステミック・リスクを解決する⽅法としては、近代⽂明
の基本的枠組みは維持した上で、今⽇露⾒しているシステミック・リスクを克服できるよう
な態様へと進化させることしか考えられない。近代⽂明の進化こそが、今⽇の⼈類が叡智を
結集して取り組むべき課題なのである。 
 近代⽂明が不可避に抱える問題を、近代⽂明そのものを進化させることによって克服す
るという考え⽅は、実は 20 世紀の初頭より、世界で繰り返し述べられてきたものであり、
特に、アジア／アフリカ地域において最初に endogenousな近代化を成功させた 1970 年代
の⽇本においては強く意識されることとなった。そのような動きの⼤きな結節点となった
のは、「⼈間・居住・環境」をテーマにして 1985年に開催された国際科学技術博覧会（筑波
博）である。⽇本政府は、これを、社会科学、特に⽂明論に関する⼈類史上初の⽇本発の叡
智を世界に喧伝する機会として活⽤することを企図し、1980 年代前半に⼈間分科会、居住
分科会及び環境分科会が精⼒的に開催された。それら分科会の中で、⽂明進化史に関する研
究を社会科学上の議論として展開できる枠組みが整備された。 
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 これらの⼀連の研究において取り組まれたのは、⻄洋哲学に対⽐する形での、仏教に代表
される東洋哲学を、⽂明進化史に関する社会科学上の議論の枠組みに載せるための概念の
整備、即ち、⻄欧哲学準拠の近代⽂明を補完する東洋哲学（仏教）準拠の近代⽂明の構築で
ある。本提案は、これらの成果に依拠し、近代⽂明のシステミック・リスクを克服するため
の戦略としての近代⽂明の進化戦略を考えるものである。即ち、グローバル・コモン・ター
ゲットは、近代⽂明のシステミック・リスクを克服させるために近代⽂明を進化させること
である。 
 このグローバル・コモン・ターゲットを達成するための戦略としては⼤別して、２つのも
のが考えられることとなる。 

第１は、近代⽂明を、近代⽂明の誕⽣時にその思想的基盤を提供した⻄洋哲学の枠組みに
⽴脚した上で進化させようとするものである。上記の研究の系譜を牽く応⽤情報社会学⽂
明進化史研究では、⻄洋哲学を、その思想上の志向から「⼯学」（engineering）と整理して
いる。その⽤語を⽤いるならば、この戦略とは、近代⽂明の⼯学進化戦略、であることにな
る。 
 第２は、近代⽂明を、⻄洋哲学の枠組みに⽴脚することに加え、そこに東洋哲学の叡智を
加えることにより、⾔わば思想上のハイブリッド、叡智の地球総動員体制の枠組みを新たに
構築し、そのような新たな枠組みに⽴脚することによって進化させることである。応⽤情報
社会学⽂明進化史研究では、仏教に代表される東洋思想を、その思想上の志向から、新しい
⽤語である「応学」（adapteering）と整理している。その⽤語を⽤いるならば、この戦略と
は、近代⽂明の応学進化戦略であることになる。 
 応学は、⼈間の⼼的状態に働きかけるものであることから⼼的技術と呼ばれ、また⼈間が
既存の⾃然環境の状態を変更することなくそれに適応して満⾜感を感じるようになるもの
であるため、応学、と呼ばれたりする。応学とは、適応（adaptation）と⼯学（engineering）
とを掛け合わせて造られた新しい⽤語である。 
 応学を活⽤することによる利点は、上記のように、⼈間の⽣存による地球環境の負荷が低
減することに加えてもう１つ、重要なものがある。それは、近代科学に代表される分析的⼿
法（世界を切り刻むことにより得られる知⾒）によっては得られない、⽬に⾒えないものの
確かに世界を覆っている、全体としての秩序の認識に繋がることである。 
 世界には、⽬に⾒えないものの確かに世界を覆っている、全体としての秩序が存在してい
ることは、東洋哲学の系譜では広く知られていることである。仏教では、「語りえぬもの」
すなわち仏法（ブッダ・ダルマ）と呼ばれ、その知覚には、主観と客観とが相対する対象的
思惟である分別知では届かず、⽇常の認識作⽤がはたらきだす以前、主客未分の、ありのま
まそのままの世界にアクセスして浮かび上がる智慧である無分別智が必要であると説く。 

また、バリ島で信仰されるバリ・ヒンドゥーでは、スカラ（Sekala）とニスカラ(Niskala)
という概念がある。スカラとは、⽬に⾒えるもの、という意味であり、知覚でき、意識で捉
えることができる顕在的なもの、という意味で⽤いられる。ニスカラとは、⽬に視えないも
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の、という意味であり、知覚できず、意識で捉えることができない潜在的なもの、という意
味で⽤いられる。 

このうちスカラは、通常の論理的、科学的⼿法によって知覚していくことが可能である。
⼀⽅ニスカラの認識⽅法が、バリ島の農村コミュニティの特徴を極めて明確に⽰す。ニスカ
ラは、農村コミュニティ単位で定期的に開催される祭りにおいて実施される、舞踏等の祝祭
芸能に参加することによって「のみ」知覚できるのである。仏教における禅等の修⾏は、基
本的に個⼈を単位として無分別知の獲得に向かうものであるのに対して、これは徹頭徹尾
農村コミュニティが中⼼となる。独⽴した個⼈は農村コミュニティの中に融解、埋没するの
である。 

2. 正統派経路 

 近代⽂明が抱えるシステミック・リスクを、⼈間の幸福感等こころの問題を含めて⼯学に
より対処しようとするのが、近代⽂明の従来の進化経路を外挿する単系的経路である。ヒュ
ーマニズムの原則を崩すことなく、⼈間の内⾯の領域に対しても分析的⼿法により取り組
もうとするものである。 

3. 多様性経路 

 これに対して、近代⽂明に応学の視点を取り込み、近代⽂明を応学進化させることによっ
て⼈間の幸福感の問題を含む近代⽂明のシステミック・リスクに対応しようとするのがグ
ローバルサウス多様性経路である。典型的な⼯学⽂明である近代⽂明に応学の視点を盛り
込み、近代⽂明そのものを応学進化させるため、進化後の⽂明の形態は、従前の⼯学⽂明で
ある近代⽂明の枠組みを超えて、新たな応学⽂明として捉えられるものになる可能性があ
る。 
 応⽤情報社会学⽂明進化史研究では、⼈類の⽂明進化史を、⼯学⽂明と応学⽂明の交替の
歴史であると捉えており、既に⼯学⽂明である近代⽂明が進化の結果、新しい応学⽂明が誕
⽣する可能性を検討している。そのような新たな応学⽂明のことを、応⽤情報社会学⽂明進
化史研究では智識⽂明（Wisdom Civilization）と呼んでいるところ、ここで⾒て来たような
経緯を考慮するならば、それはウェルビーイング⽂明と呼ぶことが適切であると考えられ
る。 
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4. 多様性経路実現のための政策 

 取り組むべき課題は、東洋思想に広く受け継がれている多くの応学的⼿法を整理し、それ
を⼯学⽂明である近代⽂明の運営に盛り込み、近代⽂明の中に⽣きる地球上の全ての⼈々
に対して近代⽂明の枠組みの中でのウェルビーイングの実現の可能性を与えるという⼤き
なものであり、その具体的な戦略を構築するためには、研究機関における詳細な研究の積み
重ねが必要となる。 
 ⼤学によるそのような取り組みの典型として、武蔵野⼤学（東京、⽇本）の取り組みを挙
げることができる。 
 武蔵野⼤学では、「データサイエンス学部」を２０１９年に開設し、更に２０２１年には
「アントレプレナーシップ学部」を開設した。２０２３年４⽉には「サステナビリティ学科」
を⼯学部内に開設した。それらの蓄積に⽴脚して、「ウェルビーイング学部」を設⽴した。
ウェルビーイングとは幸福のことであり、その追求に正⾯から取り組む学部である。 
 このような学部が、⼤学の学部として設⽴されることには、以下のような⼈類史的な意義
がある。 
 繰り返しているように、現⾏の近代⽂明は、基本的に⼯学に依拠するものであるため、⼈
間のこころの状態は、社会システムの直接の制御対象とは⾒なされない。幸福とは、⼈々に
とって⾄上の価値を持つものであるにもかかわらず、その重要な価値に対して、⽂明上の⼿
段的操作⽅法として直截に取り組むことができないのである。 
 これに対して、社会システムにおいて叡智を発展させるための制度として構築されてい
る⼤学においてこの問題に取り組むことは、近代⽂明が、こころの問題をも適切に扱うこと
ができるようなものへと進化することに繋がる。その取り組みの中では、仏教を中⼼とする
東洋思想を近代⽂明に適合的なものへと改編していく作業も進められることであろう。 
 近代⽂明の応学進化に関する世界の拠点となることが期待される。 
 現下の近代⽂明に⽣きる私達がこのような取り組みを開始することは、将来の世代に「進
化した」近代⽂明を届けることとなる。今⽇の私達に課せられた責務は重⼤である。 
 
 いかにして私たちはよりよき祖先になれるか 
（How can we become better ancestors?） 
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プロフィール 
 

⻄本 照真 武蔵野⼤学学⻑ 

専⾨分野：哲学（キーワード：仏教学、中国哲学、インド哲学） 
1962 年広島県⽣まれ。1994 年に東京⼤学⼤学院⼈⽂科学研究
科印度哲学専攻博⼠課程を単位取得後退学。1996年に博⼠（⽂
学、東京⼤学）。1997年に専任講師に就任以降、武蔵野⼤学⼈
間関係学部（現 ⼈間科学部）学部⻑、同⼤学⼤学院仏教学研
究科⻑など数々の要職を歴任。2016 年 4 ⽉から武蔵野⼤学学
⻑に就任。 
 
 

⻄村 英俊 武蔵野⼤学特任教授 武蔵野国際総合研究所
（MIGA）所⻑ 
東アジアアセアン経済研九センター最⾼顧問 
東京⼤学法学部卒業後、１９７６年に通商産業省に⼊省。⽶国エ
ール⼤学⼤学院にて開発経済に関する修⼠号を取得。JODCアジ
ア太平洋代表、基礎産業局基礎化学品課⻑、通商政策局アジア⼤
洋州課⻑、愛媛県国際担当特別職理事(副知事待遇)、中⼩企業庁
敬遠⽀援部⻑などを経て、⽇中経済協会専務理事。２００８年ＥＲＩＡ創設事務総⻑に就任。
３期２０２３年まで１５年間務める。俳⼈⻄村我尼吾。１９９９年俳句国際化に向けて発出
された「松⼭宣⾔」起草参与。有⾺朗⼈主宰の逝去に伴い俳誌「天為」代表同⼈。現代俳句
協会評論賞選考委員。 
 

前⽥ 充浩 1962 年⿃取県⽣まれ。東京⼤学法学部卒業後、通
商産業省（現経済産業省）に⼊省し、以降、⾏政官と研究者の「回
転ドア」のキャリアを歩む。⾏政官として、内閣安全保障室主査、
在タイ王国⽇本国⼤使館⼀等書記官、経済産業省⼤⾂官房企画官
（国際⾦融担当）、経済産業省資⾦協⼒課⻑等を歴任。国際⾦融／
開発⾦融の専⾨家としてのキャリアを歩んだ。研究者として、埼⽟
⼤学⼤学院政策科学研究科助教授、政策研究⼤学院⼤学客員教授、
英国王⽴国際問題研究所（チャタムハウス）、ジョンズホプキンス
⼤学⾼等国際問題研究⼤学院（SAIS）、ケンブリッジ⼤学各客員研
究員等を経て、2011 年より東京都⽴産業技術⼤学院⼤学教授。2011 年に、東アジアの⼯学
系⼤学のネットワークである Asia Professional Education Network（APEN）の事務総⻑に
就任。2015 年にハノイ経営⼯科⼤学名誉教授、2018 年にダルマ・プルサダ⼤学客員教授、



 

116 
 

2019 年にキルギス⼤統領府顧問就任。2021 年には、応⽤情報社会学の国際学会（世界応⽤
情報社会学会）の副会⻑に就任。2024 年武蔵野⼤学客員教授就任。 
 

⽊村 福成 慶應義塾⼤学名誉教授・シニア教授 ⽇本貿易振興

機構アジア経済研究所（IDE-JETRO)所⻑ 東アジア・アセアン経
済研究センター（ERIA）シニアリサーチフェロー 
1982 年東京⼤学法学部卒業。1991 年ウィスコンシン⼤学マディソ
ン校 Ph.D.（経済学）。1991-94 年ニューヨーク州⽴⼤学オルバニー
校助教授、1994-2000 年慶應義塾⼤学経済学部助教授を経て、2000-
2024 年同教授。2008-2024 年インドネシア・ジャカルタに本拠を置
く ERIA のチーフエコノミスト。2024 年 4 ⽉より、慶應義塾⼤学
名誉教授・シニア教授、IDE-JETRO所⻑、ERIAシニアリサーチフ
ェロー。専⾨は国際貿易論、開発経済学。主要研究テーマは東アジアの国際的⽣産ネットワ
ーク、経済統合と世界貿易機関（WTO）、およびデジタルエコノミー。 
 

ベンカタラチャム・アンブモジ ＥＲＩＡ研究開発シニアフェロー 

Dr. Venkatachalam ANBUMOZHI 
Venkatachalam Anbumozhi is the Director of Research and 
Strategy and Innovations at the Economic Research Institute for 
ASEAN and East Asia (ERIA), Indonesia.  His previous 
positions include Senior Capacity Building Specialist at the 
Asian Development Bank Institute, Assistant Professor at the 
University of Tokyo, Senior Policy Researcher at the Institute 
for Global Environmental Strategies, and Assistant Manager at Pacific Consultants 
International, Tokyo. He has published several books, authored numerous research articles, 
and produced many project reports on renewable energy policies, green infrastructure design, 
and private sector participation in low-carbon green growth. Anbumozhi was invited as a 
member of the G20 task force on Green Financing, APEC Expert Panel on Green Growth, 
the US-ASEAN advisory group on Smart Low carbon cities, and the ASEAN Panel for 
promoting climate-resilient growth. He has taught energy resource management, 
international cooperation for sustainable development, and finance for inclusive growth at the 
University of Tokyo He obtained his Ph.D. from the University of Tokyo. 
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有⾺ 純 1982 年東京⼤学経済学部卒、同年通商産業省（現
経済産業省）⼊省。経済協⼒開発機構（OECD）⽇本政府代表部
参事官、国際エネルギー機関（IEA）国別審査課⻑、資源エネル
ギー庁国際課⻑、同参事官等を経て 2008〜2011 年、⼤⾂官房審
議官地球環境問題担当。2011〜2015 年、⽇本貿易振興機構
（JETRO）ロンドン事務所⻑兼地球環境問題特別調査員。2015
年 8⽉東京⼤学公共政策⼤学院教授、2021 年 4⽉より東京⼤学
公共政策⼤学院特任教授。経済産業研究所（ERIA）コンサルテ
ィングフェロー、アジア太平洋研究所上席研究員、東アジア
ASEAN 経済研究センター（ERIA）シニアポリシーフェロー。
IPCC第 6次評価報告書執筆者。帝⼈社外監査役。これまで COP
に 16 回参加。 
著書「私的京都議定書始末記」（2014 年 10⽉国際環境経済研究所）、「地球温暖化交渉の真
実―国益をかけた経済戦争―」（2015年 9⽉中央公論新社）「精神論抜きの地球温暖化対策
−パリ協定とその後−」（2016年 10⽉エネルギーフォーラム社）、「トランプリスク-⽶国第
⼀主義と地球温暖化-」（2017年 10⽉エネルギーフォーラム社）「亡国の環境原理主義」（2021
年 11 ⽉エネルギーフォーラム社）「エコファシズム−脱炭素、脱原発、再エネ推進という
病」（2022 年 10⽉岩⽥温⽒との共著、育鵬社） 
 

⽊村 繁 エネルギー特別顧問、東アジア・アセアン経済研

究センター (ERIA) 
1973年に法政⼤学⼯学部経営⼯学卒業後、⽇本のシンクタンク
の⼀つであるセンチュリーリサーチセンタ（株）に⼊社。1988
年に総合研究所経済グループ⻑に就任。その後、1993年に（財）
⽇本エネルギー経済研究所計量分析センターに移籍し、統計情
報室⻑を拝命、その後 2005 年に研究理事に就任。同センター
では、主に責任者として APEC地域のエネルギー統計整備に従
事するとともに 計量経済モデルや産業連関モデルなどの⽇本
のエネルギーモデルの構築を担当。その後、ASEAN地域においてエネルギー統計の整備や
エネルギーアウトルックモデル構築に掛かるキャパビルを 10 年以上にわたり実施。これに
加えて、2007 年から東アジア・アセアン経済研究センターのエネルギーアウトルックと省
エネポテンシャルを作成する作業グループリーダーに就任。2013年の 8⽉からはエネルギ
ー特別顧問として ERIAを兼務。2015年の 9⽉に（財）⽇本エネルギー経済研究所を定年
退職し、エネルギー特別顧問とし ERIA専任となり、現在に⾄る。 
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久⾕ ⼀朗 ⼀般財団法⼈⽇本エネルギー経済研究所、

資源・燃料・エネルギー安全保障ユニット担任 研究理事 
主な研究分野は、アジアを中⼼とした世界のエネルギー市
場とエネルギー安全保障問題の分析。近年の主な成果には、
バングラデシュ国統合エネルギーマスタープラン策定、エ
ネルギー転換に関する⽇独共同研究、⽯炭⽕⼒発電所の早
期廃⽌の経済影響などがある。2023年に参議院の資源エネ
ルギー・持続可能社会に関する調査会において参考⼈として意⾒を陳述。前職は、JFEエン
ジニアリング(株)で天然ガスパイプラインプロジェクトの設計や施⼯管理に従事。早稲⽥⼤
学で機械⼯学の修⼠号を取得。 
 

⼩林 良和  ⼀般財団法⼈⽇本エネルギー経済研究所 
研究戦略ユニット兼クリーンエネルギーユニット 研究理
事。前職は東燃ゼネラル⽯油（現：ENEOS）で製油所の製造
計画や原油船の⽤船・運航業務に従事。⽇本エネルギー経済
研究所⼊所後は、アジアの⽯油・天然ガス市場やエネルギー
安全保障問題について数多くの調査を実施。2020 年以降は、
炭素回収利⽤貯留技術（CCUS）や⽔素・アンモニア、炭素
除去など、化⽯燃料の脱炭素化利⽤技術に関する調査を実
施。⼀橋⼤学社会学部卒業、⽶国ジョンズホプキンズ⼤学⾼
等国際問題研究⼤学院修⼠課程修了。 
 

ケオラ・スックニラン ERIAシニアエコノミスト 

Souknilanh Keola is a Senior Economist at ERIA. He received his 

Diploma of Engineering from Tokyo National College of 

Technology in 1995, Bachelor of Computer Sciences from 

Toyohashi University of Technology in 1997, and Master of 

Economics from Nagoya University in 1999. He joined the Institute 

of Developing Economies (IDE-JETRO) in 2006. His journal 

publications primarily focus on regional economics and the 

application of big spatio-temporal data, especially remote sensing 

data, in the social sciences. 
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安橋 正⼈ 奈良⼥⼦⼤学⽣活環境科学系・准教授、京都⼤
学経済研究所・特命准教授、経済産業研究所（RIETI）コンサ
ルティングフェロー、東アジア・アセアン経済研究センター
（ERIA）リサーチフェロー。経済産業省で様々な業務を経験。
ERIAエコノミスト（2015-2020 年）として、Lao PDR at the 
Crossroads、ASEAN@50、Innovation Policy in ASEANなど
の研究プロジェクトに従事。英国エセックス⼤学で経済学博
⼠号を取得。専⾨分野は、産業組織論、イノベーション、開発
経済学。 
 

岩崎 総則 経済産業研究所（RIETI）コンサルティング
フェロー。⽇本貿易振興機構アジア経済研究所（IDE-
JETRO）連携研究員。⽇本学術振興会特別研究員（DC1）
等を経て現職。専⾨は国際関係論。京都⼤学⼤学院法学研
究科博⼠後期課程研究指導認定退学。 
 
 

 

藤岡 亮介  現 在 、 ⽇ ASEAN 経 済産業協⼒委員会
（AMEICC）事務局代表。⺠間企業によるグリーン投資促進
を通じて、グローバルサプライチェーンの脱炭素化加速化
を含む、⽇ ASEAN経済協⼒を推進。2015年 1⽉から 2022
年 6 ⽉までは、経済産業省の資源エネルギー庁に勤務し、
電⼒市場の⾃由化、エネルギー分野における国際協⼒の促
進、⽔素や分散型エネルギーシステムの推進といった業務
に従事。カリフォルニア⼤学サンディエゴ校国際関係学修
⼠号、及び東京⼤学⼯学系研究科修⼠号取得。 
 
及川 景太 経済産業研究所（RIETI）コンサルティングフ
ェロー。東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）リサ
ーチフェロー。内閣官房、⾦融庁、経済産業省にて、さまざま
な政策部⾨を経験。カリフォルニア⼤学デービス校で経済学
博⼠号を取得。専⾨はマクロ経済学、国際経済学、 
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植⽊ 靖 ⽇本貿易振興機構アジア経済研究所主任調査研究
員／早稲⽥⼤学⾃動⾞・部品産業研究所客員上級研究員／東ア
ジア・アセアン経済研究センターリサーチフェロー。1994 年早
稲⽥⼤学政治経済学部卒業。2004 年⼤阪⼤学⼤学院国際公共政
策研究科博⼠課程修了。博⼠（国際公共政策）。1999 年アジア経
済研究所⼊所。国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会（2002〜
2005 年）、東アジア・アセアン経済研究センター（2014〜2018
年）などでの勤務を経て現職。専⾨は開発途上国の産業開発。 
 
 
 

藤本 康⼆ 東京科学⼤学医療イノベーション機構特任教授
1987 年から約 35 年間、内閣官房健康医療戦略室の８年間を含
め、経済産業省に勤務。ICT、国際経済、医療など様々な政策分
野に精通。2011 年、経済産業省にヘルスケア産業課を設置し、⽇
本の医療制度を維持・向上させるため、⽇本政府のアプローチに
新たな側⾯を加えた。特に、顧客・患者中⼼の予防医療的なヘル
スケアに関わる政策導⼊は、将来の侵襲的な医療需要を削減する
ことが期待される。 
 
 

駒澤 ⼤佐 ケニア共和国保健省政策アドバイザー（JICA 専
⾨家）。⻑崎⼤学客員教授。⽇本⽿⿐咽喉科頭頸部外科学会認定
専⾨医。 
1976年奈良県⽣まれ。2000 年東北⼤学医学部卒業。同年医籍登
録。宮城県、⼭形県にて病院勤務の後、⻑崎⼤学熱帯医学研究所
に移り、ケニア⻄部ビクトリア湖周辺にて⼈類⽣態学的研究。⻑
期残効型殺⾍剤浸漬蚊帳の地域効果に関する研究で 2013 年⻑
崎⼤学博⼠（医学）。 
2009-2011 年、⽇本学術振興会ナイロビ研究連絡センター⻑。2012 年、⻑崎⼤学国際健康
開発研究科助教。2015年、同准教授。2015-2017年、厚⽣労働省保険局及び⼈⼝動態・保
健社会統計室。2017-2021 年、東アジア・ASEAN経済研究センターにてアジアの⾼齢化及
び介護分野の政策研究。2021 年、国⽴感染症研究所。2022-2024 年、国際協⼒機構（JICA）
⼈間開発部。2024 年 3 ⽉よりケニア共和国保健省政策アドバイザー（JICA 専⾨家）とし
て、同国⺠誰もが安価で良質な保健医療サービスを受けられることを⽬指し、制度構築を⽀
援。 
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